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年・月 日 曜日 行事 
対象 

学部 大学院 法科 備考 
2026年3月 30 月 〈編入学・転部科・学士入学・再入学〉ガイダンス ○    

 30、31 月、火 在校生学科別ガイダンス ○   在校生 

4月 
1 水 

春学期・1Q開始 ○ ○ ○  

 入学式（学部・大学院） ○ ○ ○ 1年次生 

 2 木 英語プレイスメントテスト ○   学部新入生（編入生を含む） 

 3 金 日本語プレイスメントテスト ○ ○ 
 履修要覧「学部科目編」P.語学

33で確認すること 

 3・6・7 金・月・火 Sophia Orientation Day ○   1年次生 

 4 土 春学期授業開始（法科のみ）   ○  

 4～10 土～金 健康診断 ○ ○ ○ 詳細は掲示で確認 

 8 水 英語プレイスメントテスト追試（未受験者対象） ○   学部生新入生（編入生を含む） 

 11 土 春学期・1Q授業開始 ○ ○   

    13 月 卒業／修了見込証明書発行開始 ○ ○ ○ 最終学年在学者 

   【春学期・1Q・2Q科目履修登録・中止関係日程】     

 1～10 水～金 履修登録期間 ○ ○ ○ 

詳細は、履修登録/履修中止の各項

目で確認すること  

 1～8 水～水 抽選エントリー期間 ○ ○  

 9 木 抽選科目登録結果発表 ○ ○  

 9～10 木～金 抽選科目登録期間（先着順） ○ ○  

 11 土 履修登録確認期間 ○ ○ ○ 

 12～17 日～金 履修登録修正期間 ○ ○ ○ 

 19 日 履修登録確認（最終結果） ○ ○ ○ 

 29 水 授業実施日（昭和の日） ○ ○ ○  

 30～5/1 木～金 1Q科目（法科は春学期前半科目）履修中止申請期間 ○ ○ ○  

5月 2 土 全学休講 ○ ○ ○  

 10 日 春学期・1Q休学願提出期限 ○ ○ ○  

 16 土 補講日 ○ ○ ○  

 21 木 1Q科目試験日程公開 ○    

 31 日 2026年3月31日付遡及退学願提出期限 〇 〇 ○  

6月 4、6 木、土 1Q科目試験日 ○    

 4 木 1Q授業終了、全学休講 ○ ○ ○  

 5 金 2Q授業開始 ○ ○   

 5～11 金～木 2Q科目追加履修登録期間 ○ ○    

 15～19 月～金 春学期・2Q科目（法科は春学期後半科目）履修中止申請期間 ○ ○ ○  

 13、20 土 補講日 ○ ○ ○  

 
30 火 

9月卒業/修了願提出期限 ○ ○ ○  

 2Q休学願提出期限 ○ ○ ○  

7月 3 金 全学休講（上南戦7/3-5のため） ○ ○ ○  

 
11 土 

春学期・2Q科目試験日程公開 ○  ○  

 補講日 ○ ○ ○  

 17 金 春学期授業終了（法科のみ）   ○  

 18～8/1 土～土 春学期試験期間（8/1は予備日）（法科のみ）   〇  

 20 月 授業実施日（海の日） 〇 〇 〇 法科は試験実施日 

 24 金 春学期・2Q授業終了 〇 〇   

 25～8/1 土～土 春学期・2Q科目試験期間（8/1は予備日） 〇    

8月 
2 日 

夏期休業（～9/27） 〇 〇 ○ 法科は9/21まで 

 集中科目開講期間（～9/20） 〇 〇 ○  

 

24 月 

春学期・1Q・2Q科目成績公開 ○ ○ ○ 学部４年生、９月卒業予定者/修

士・博前２年次生、早期修了予定者

/法科 

「確認願」詳細は掲示で確認する

こと 

 卒業/修了自己判定期間（～9/20） ○ ○ ○ 

 「成績評価確認願」提出期間（8/24～25） ○ ○ ９月修了者のみ 

 下旬  春学期・2Q科目追試験 ○  ○  

9月 

10 木 

9月卒業/修了者発表 ○ ○ ○ 9月卒業/修了者 

 春学期・1Q・2Q科目成績公開 ○ ○  
8/24公開対象以外の学部生・大

学院生 
 卒業/修了自己判定期間（～9/20） ○ ○ ○ 

 「成績評価確認願」提出期間（9/10～13） ○ ○ ○ 

 10 木 
春学期・1Q・2Q科目の成績が反映された成績証明書

の発行開始 
○ ○ ○  

 10～3/31 月～水 2026年度春学期科目 成績評価分布公開 ○  ○  

 10 木 9月卒業・修了予定者の卒業/修了証明書の発行開始 ○ ○ ○  

 18 金 学位授与式（9月期） ○ ○ ○  

 20 日 春学期・2Q終了 ○ ○ ○  
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年・月 日 曜日 行事 
対象 

学部 大学院 法科 備考 
2026年9月 

21 月 
秋学期・3Q開始 ○ ○ ○  

入学式（秋入学者） ○ ○   

22 火 
日本語プレイスメントテスト ○ ○  履修要覧「学部科目編」P.語学33を参照 

秋学期授業開始（法科のみ）   ○  

 22，23 火、水 授業実施日（国民の祝日、秋分の日）（法科のみ）   ○  

 28 月 秋学期・3Q授業開始 ○ ○   

 28 月 卒業／修了見込証明書発行開始（9月入学者）  ○ ○  最終学年在学者（9月入学者） 

   【秋学期・3Q・4Q科目履修登録・中止関係日程】     

 21～27 月～日 履修登録期間 ○ ○ ○ 

詳細は、履修登録/履修中止の各項

目で確認すること 

 21～25 月～金 抽選エントリー期間 ○ ○  

 26 土 抽選科目登録結果発表 ○ ○  

 26～27 土～日 抽選科目登録期間（先着順） ○ ○  

 28 月 履修登録確認期間 ○ ○ ○ 

 28～10/4 月～日 履修登録修正期間 ○ ○ ○ 

10月 6 火 履修登録確認（最終結果） ○ ○ ○ 

 12 月 授業実施日（スポーツの日） ○ ○ ○  

 13、14 火、水 3Q科目（法科は秋学期前半科目）履修中止申請期間 ○ ○ ○  

 24 土 補講日 ○ ○ ○  

 
31 土 

秋学期・3Q休学願提出期限 ○ ○ ○  

 3Q科目試験日程公開 ○    

11月 1 日 創立記念日・ソフィア祭前夜祭 ○ ○ ○  

 2 月 全学休講 ○ ○ ○  

 4 水 全学休講（ソフィア祭・先哲祭） ○ ○ ○  

 10 火 2026年9月20日付遡及退学願提出期限 〇 〇 〇  

 14、21 土 3Q科目試験日 ○    

 18 水 3Q授業終了 ○ ○   

 19 木 4Q授業開始 ○ ○   

 19～25 木～水 4Q科目追加履修登録期間 ○ ○   

 23 月 授業実施日（勤労感謝の日） ○ ○ ○  

 30～12/4 月～金 
秋学期・4Q科目（法科は秋学期後半科目）履修中止申

請期間 
○ ○ ○  

12月 3 木 全学休講（ザビエル祭） ○ ○ ○  

 5、13、20 
土、

日、日 
AC-TEAP実施日（12/20は予備日） ○   

Academic Communication 2受講者/英

文学科１年次生/英語学科２年次生 

 12、19 土 補講日 ○ ○ ○  

 20 日 4Q休学願提出期限 ○ ○ ○  

 23 水 秋学期・4Q授業終了 ○ ○ ○  

 24 木 冬期休業（～1/6） ○ ○ ○  

2027年1月 7 木 秋学期・4Q授業再開 ○ ○ ○  

 9 土 補講日 ○ ○ ○  

 11 月 授業実施日（成人式の日）（法科のみ）   ○  

 12 火 秋学期・4Q科目試験日程公開 ○  ○  

 18 月 秋学期授業終了（法科のみ）   ○ ただし1/15は試験日 

 15～2/2 金～火 秋学期試験期間（2/2は予備日）（法科のみ）   ○ ただし1/18は授業実施日 

 22、23 金、土 全学休業 ○ ○ ○  

 25 月 秋学期・4Q授業終了 ○ ○   

 26～2/2 火～火 秋学期・4Q科目試験期間（2/2予備日） ○    

2月 3 水 春期休業（～3/31） ○ ○ ○  

 

19 金 

秋学期・3Q・4Q科目成績公開 ○ ○ ○ 学部4年次生、早期卒業予定者/修士・博

前2年次生、早期修了予定者/全法科生 

・「確認願」詳細は掲示で確認すること 

・法科は全学生2/19～21 

 卒業/修了自己判定期間（～3/31） ○ ○ ○ 

 「成績評価確認願」提出期間（2/19～23） ○ ○ ○ 

 中旬  秋学期・4Q科目追試験（～下旬） ○  ○  

3月 

15 月 

卒業/修了者発表 ○ ○ ○ 卒業/修了者 

 秋学期・3Q・4Q科目成績公開 ○ ○  
2/19公開対象以外の学部生・大学

院生 
 卒業/修了自己判定期間（～3/31） ○ ○  

 「成績評価確認願」提出期間（3/15～22） ○ ○  

 
2026年度秋学期科目 成績評価分布公開（2027年3月

15日～2027年9月20日） 
○  ○  

 
15 月 

秋学期・3Q・4Q科目の成績が反映された成績証明書の

発行開始 
○ ○ ○ 

 

 卒業/修了証明書の発行開始 ○ ○ ○ 

 15 月 在学継続通知書送付（保証人あて） ○   学部4年次在学継続者 

 26 金 学位授与式 ○ ○ ○  

 31 水 秋学期・4Q終了 ○ ○ ○  
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本学の教育理念 

上智大学は、キリスト教精神を基底とし、真実と価値を求めて、人間形成につとめるものの共同社会である。したがって、

本学は、構成員のおのおのが、人格の尊厳と基本的人権を認め合い、責任ある連帯感と謙虚な心構えをもって、それぞれの

持ち場で大学の形成に参加することを期待する。 

教授は、学術の研究を尊重し、みずからの研究を深めることを通して、人類の精神的・知的文化を新しい世代に伝達する

とともに、現代に生起する諸問題に目をそそぎ、人類の当面する課題について、意識を喚起するよう心掛けることが必要で

ある。 

学生は、専攻の学問を研究すると同時に、現代社会に対する鋭敏な問題意識と判断力を養成することが必要である。これ

によって、学生はみずからの人格を形成し、社会の建設に貢献する力を身につけることができるのである。 

本学は、その特色をいかして、キリスト教とその文化を研究する機会を提供する。これと同時に、本学は思想の多様性を

認め、多種の思想の学問的研究を奨励する。このようにして、人間と世界の問題についての洞察力と批判的精神が養われる。 

学問の発展のためには、思想と研究の自由が保障され、厳正な学問的態度が堅持されなければならない。したがって、本

学は思想と研究に対して加えられる政治的、イデオロギー的圧力及びいかなる権力の介入も、これを許さない。 

われわれは、激動する現代世界に向かって広く窓を開き、人類の希望と苦悩をわかちあい、世界の福祉と創造的進歩に奉

仕することを念願する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【校章と校名（ソフィア）の由来】 

校章の鷲は真理の光を目ざして力強くはばたく鷲をかたどったもので、その姿は上智大学

の本質と理想とを表している。 

中央にしるされた文字は、本学の標語「真理の光」Lux Veritatisの頭文字である。 

上智大学は、海外では早くからソフィア・ユニバーシティの名で親しまれてきたが、この

ソフィアはギリシア語のΣＯΦＩＡからとったものであり、その意味は「人を望ましい人間

へと高める最上の叡智」である。この叡智こそ本学が学生に与えようとする究極のものであ

り、本学の名称“上智”（SOPHIA）にほかならない。 
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授業履修への心構え 

大学では、学生が自らの学問的興味・関心に応じて履修計画を立て、授業科目の履修を通じて単位を取得し、卒業要件・

修了要件を満たしていくことになります。そのようにして卒業要件・修了要件を満たした者に学位が授与されるのです。上

智大学が学生に付与する単位（credit）および学位（degree）は、原語の意味が示すように、本学が学生個々の学力、教養、

識見等を社会に対して保証するものです。皆さんは、その自覚をもって授業に取り組み、卒業/修了後には社会で活躍する

ことが期待されています。 

皆さんはさまざまに工夫された各学部・学科、各研究科・専攻のカリキュラムをよく理解し、将来の進路を意識した上で

綿密な履修計画を立て、着実に単位を取得して卒業/修了を目指してください。今、目にしている履修要覧はそのための必

須の資料となります。入学したばかりの新入生は、本学が開講する授業科目の全容をつかむことは難しいと思われます。履

修科目の選定に際しては、先生方の指導を受けることも必要でしょう。2 年次以上の学生は、履修した科目の成績や将来の

目標などを踏まえ、かつ学問の体系を意識して年度ごとに履修計画を見直すことが求められます。年度によっては、全学的

に、または各学部・学科、各研究科・専攻ごとにカリキュラムや履修制度の大幅な変更が行われる場合がありますので、新

しい学年や学期を迎えるにあたっての履修要覧の読み返しは必須です。履修登録の誤りや卒業要件・修了要件の読み違えが

あった場合には、卒業/修了を断念しなければならないこともあります。また、本学は履修登録期間をはじめとして、各種の

願書、申請書類の提出期限をきわめて厳格に取り扱っていますので、期限が記されている事項はそれを守るよう特に留意し

てください。 

翻って、キャンパスでの学究活動は単に授業を履修することだけにとどまるものではありません。教員や学友との人間的

かかわり、学内で開催されるセミナー・講演会等への参加、課外活動を通じての自己研鑽も学生の資質を磨き上げるために

有益なものです。学生生活の期間は人生にとって最も有意義な期間といっても過言ではありません。皆さんが充実した学生

生活を送り、Sophianと呼ばれる価値のある人材として社会に巣立っていかれることを心より願います。 

 

学事センター長 
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履修要覧〔ガイド・資料編〕の見方 
 

本資料は、Ⅰ．窓口時間や問合せなどの基本事項、Ⅱ．授業履修手続きや成績評価などの教務に関する事項、Ⅲ．学生

の身分に関する各種届け出や証明書などの学籍に関する事項、Ⅳ．本学の沿革や施設配置・学則をはじめとした関係規程

を集録した資料に関する事項で構成されています。 

掲載事項は、基本的に学部生・大学院生に共通する内容ですが、どちらかに対象を限定している掲載事項もあります。

本資料の対象別の表示は下表のとおりですので、この表示を確認しながら必要に応じて本資料を参照し、各種手続きを進

めてください。 

 

表示 対象 

 
学部生 のみ 

 
大学院生 のみ 

なし 学部生・大学院生 両方 

 

 

履修登録日程をはじめとした行事日程は My Sophia等で毎年確認してください。 

学 部 

大学院 
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Ⅰ ガイドページ 

 

学事センターの事務取扱時間 

 

学事センターの事務取扱時間は下記の通りです。時間外の取り扱いはできません。 

 

学期 期間 窓口取扱時間 

春 
4月 1日～8月 1日 10：00～11：30、12：30～15：30 

8月 2日～9月 20日 12：30～15：30 

秋 
9月 21日～2月 2日 10：00～11：30、12：30～15：30 

2月 3日～3月 31日 12：30～15：30 

※上記窓口時間外に各種相談、受付、必要書類の提出等をすることはできません。 

※土曜・日曜・祝日（授業日は除く）は休業です。 

※夏期・冬期の休業中や特別な場合の取扱時間については、その都度掲示します。 

 

 

 (1) 問い合わせ内容と窓口 

 

各種問い合わせ内容および窓口番号は下記の通りです。 

 

問い合わせ内容 窓口番号 

教職・学芸員課程について 教職・学芸員課程センター窓口 2号館 2階 

履修相談、成績、授業、単位について 学事センター（教務）⑥番窓口 各学部担当 

証明書、学生証、在留資格（留学）について 学事センター（学籍）⑤番窓口 

学籍異動（休学・退学等）、学費について 学事センター（学籍）⑤番窓口 

科目等履修生、研究生について 学事センター（学籍）⑤番窓口 

 

※ 各種相談は、原則として窓口のみにて受け付けています。 

特に履修相談、成績等については電話では受けられませんので注意してください。 

 

 (2) 学事センターの取扱事務 

 

学事センターは、下記の事務を取り扱っています。 

「教務」…履修相談、授業、試験、成績に係る事務 

「学籍」…学籍異動（留学・休学・退学）、各種変更、在留資格に係る事務、証明書発行 

「大学院」…修士・博士論文など大学院の学位に関する事務および委託聴講手続き 

「学費」…学費全般に係る事務 

また、留学についての問い合わせはグローバル教育センター、奨学金についての相談・課外活動についての

申し込みなどは学生センター、教職・学芸員課程に関する問い合わせは教職・学芸員課程センターで受け付け

ています。 

その他の事務部署については、場所、電話番号および事務取扱内容の一覧を p.ガイド 81に掲載してありま

す。 

  

1 窓口時間について 

2 各種問い合わせ先について 

- ガイド10 -



 

(1) My Sophia による掲示 

 

大学から学生へのお知らせは、学生ポータル「My Sophia」によって行います。 

この掲示を見なかったために生じる不利益は学生本人の責任となります。 

授業に関する情報（休講、補講、教室、臨時の教室変更、試験やレポートの告知など）や、学生への個人連

絡、また緊急を要する重要な掲示等も My Sophiaで行います。 

大学が発信する最新の情報を得るためにも毎日必ず My Sophiaを見るように習慣付けてください。 

My Sophia URL : https://my.sophia.ac.jp/ 

 

＜My Sophia＞ 重要な掲示がされますので、毎日確認するようにしましょう！ 

掲示板名 掲示内容 

授業掲示板 教室変更・担当教員からのお知らせを掲示します。 

※休講・補講については「個人時間割」で確認してください。

履修登録している授業の情報のみ参照できます。 

個人呼び出し 各部署からの、個人連絡メッセージが表示されます。呼び出し

の場合は、速やかに対応してください。 

大学からのお知らせ 上智大学に関係する行事、または大学からのお知らせ等を掲示

します。 

履修登録、カリキュラム変更などの重要なお知らせも「授業・

履修・成績」のカテゴリで掲示しますので、必ず確認してくだ

さい。 

学科・専攻別掲示板 学科や専攻からのお知らせを掲示します。 

時間割 Loyolaと連携しており、履修している時間割が 1週間分表示さ

れます。休講、補講、教室変更がある場合は、バッジが付いて

いますので、確認するようにしてください。 

 

＜Loyola（Webによる教学支援システム）で確認できること＞ 

Loyola URL : https://scs.cl.sophia.ac.jp/campusweb/campusportal.do 

 

内容 参照メニュー 

教室を確認したい カリキュラム履修関係 → 時間割 → 時間割参照 

シラバスを見たい カリキュラム履修関係 → シラバス参照 

履修登録をしたい 

履修登録した内容を確認したい 
カリキュラム履修関係 → 履修登録 → 履修登録・登録状況照会 

成績を見たい 成績 → 履修成績照会 

自己判定機能を使いたい 成績 → 自己判定 

定期試験の日程やレポートの課題を確認

したい 
定期試験 → 定期試験時間割照会（学生用） 

卒業／修了できるか確認したい 成績 → 卒業／修了／在学継続 結果発表 

Loyola の機能や詳しい使い方を知りた

い 
HOME → Loyola Handbook（学生用） 

 

 

＜ウェブピロティで確認できること＞ 
 

上智大学で生活を送る上で必要な教育・研究・学生生活などの各部署からの情報 

ウェブピロティ URL : https://piloti.sophia.ac.jp/jpn/ 

 

 

 

3 お知らせについて 
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 (2) 学内の掲示 

 

大学から学生へお知らせをするにあたり、紙による掲示を併用する場合もあります。 

大学内の掲示板は 2号館の入り口に設置しています。 

 

 

大学生活は、自らの意志と計画によって勉学し生活していくものです。その一助として、学年のはじめに、

科目の選択・登録・カリキュラムの内容、学習活動の手引きを目的とする各種のガイダンスが行われますので、

必ず出席してください。以下のような全学生を対象としたもののほか、学部生・大学院生のみを対象としたガ

イダンスがあります。 

 

対象者 出席すべきガイダンス 

教職課程履修希望者 
教職課程説明会（4月） 

教職課程新規履修者ガイダンス（9月） 

学芸員課程履修希望者 学芸員課程新規履修者ガイダンス（4月） 

 

対象者 出席すべきガイダンス 

新入生 新入生ガイダンス（オンデマンド） 

2年次生以上 在校生学科別ガイダンス 

  

対象者 出席すべきガイダンス 

新入生/在校生 

＊研究科専攻/領域により対象・実施方法が異なります。 
研究科専攻/領域別ガイダンス 

 

この他にも必要に応じて各種ガイダンスが行われます。日時・場所などについては、随時 My Sophiaでお知

らせします。 

 

 

 

台風・大雨など各種の自然災害や事故・ストライキなどによる電車運行停止のため、授業や定期試験を平常

通り行うことができないと判断された場合は、授業のオンライン形式への切り替え、休講もしくは試験日の振

替などの特別措置をとることがあります。特別措置の内容については、大学ホームページ、My Sophia、公式

フェイスブックもしくは公式 X（旧ツイッター）でお知らせしますので各自で確認してください。 

 

 

 

学校保健安全法に定められた感染症（インフルエンザ、はしか、百日咳、風疹、おたふくかぜ、水ぼうそう、 

新型コロナウイルス感染症等）に学生が罹患した場合は、感染拡大を防ぐために所定の期間、登校禁止とな

ります。万が一罹患した場合は、下記のとおり対応してください。 

なお、新しい感染症の場合は、特別な措置がとられることがあります。具体的な措置については My Sophia

およびウェブピロティにて周知します。 

 

1．速やかに医療機関を受診、医師の指示に従い自宅療養。 

2．ウェルネスセンター(健康支援）に My Sophia から感染症罹患を報告。 

3．履修中の授業担当教員へ、感染症により欠席することを学生自身で伝える。 

4．「感染症治癒後登校許可証明書」を My Sophia からダウンロードし医師に記入してもらう。 

5．登校可能となり次第、「感染症治癒後登校許可証明書」のコピーを各授業担当教員へ提出。 

4 各種ガイダンスについて 

5 公共交通機関運行停止時の取扱いについて 

6 感染症に罹患した場合 

大学院 

学 部 
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あわせてウェルネスセンター（健康支援）に My Sophia から提出。 

 

※補足：新型コロナウイルス感染症に関しては、回復後に登校する際に証明書の提出は不要だが、授業にお 

いて欠席への配慮等を求める場合は提出を求められることがある。 

 

 

 

 

 

 

 

「裁判員の参加する刑事裁判に関する法律」に基づく裁判員制度のもとでは、学生は裁判員の辞退等が認め

られていますが、裁判員になることを希望する学生の意思を尊重するため、学生が裁判員に選任された場合（そ

の選任手続を含む）の授業等の出欠について、下記のとおり取り扱うものとします。 

 

1．対象となる学生 

本学に在籍する学部・大学院の正規生および科目等履修生 

2．対象となる事由 

①裁判員候補者として裁判員選任手続のために裁判所へ出向くとき 

②裁判員として裁判に参加するとき 

③補充裁判員として裁判に立会い等をおこなうとき 

3．手続き 

学生は、原則として事前に学事センター（教務）窓口に申し出て、裁判員選任用所定の欠席届用紙を受

け取り、その欠席届とともに、裁判所から送達された文書（「選任手続日のお知らせ（呼出状）」）の写

しを担当教員に提出し、当該授業を欠席することについて申し出る。また、事後には裁判所が発行する

証明書類を提示して同教員に報告する。 

4．出欠の取り扱い 

上記所定の文書による申し出および報告があった場合、本人の不利益とならないよう、教員側で次のよ

うに配慮することといたします。 

①授   業：「欠席」扱いとしない。代替措置については担当教員の判断による。 

②授業内試験：「欠席」扱いとしない。代替措置については担当教員の判断による。 

p. 48③定 期 試 験：追試験の対象とする。通常の追試験願を期限までに提出する（ ガイド ～参照）。 

＊参考 

学生も裁判員候補者として選ばれるものの、法律により裁判員の辞退を申し出ることができる事由に該当す

るので、出廷に関して想定され得る対応例は次のようになります。 

（学生の対応例） 

ａ）裁判員の選任手続や裁判員として裁判に参加する 

ｂ）学生という身分で、一般的に辞退する 

ｃ）定期試験時など特定の月や日は辞退する 

（辞退を申し出ることができる主な事由） 

・1年間を通じて辞退することができる一般的事由がある…「学生」という身分 

・裁判員になることが特に難しい特定の月がある…定期試験時など 

・他の期日に行うことができない社会生活上の重要な用務がある場合 

 

 

骨髄バンクからドナー候補に選定された場合、授業等の出欠について、下記のとおり取り扱うものとしま

す。 

1．対象となる学生 

本学に在籍する学部・大学院の正規生および科目等履修生 

7 裁判員選任等に伴う授業等の出欠の取扱いについて 

8 骨髄バンクドナー候補選定時の出欠の取扱いについて 

その他、感染拡大を予防するための大学からのお知らせは、大学ホームページを参照してください。 

https://piloti.sophia.ac.jp/jpn/soudan/healthcare/kansensho/ 

問い合わせ先：ウェルネスセンター（健康支援） 03-3238-3394 
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2．対象となる事由 

①健康状態確認のための検査や、最終同意のための通院 

②骨髄採取時の入院 

③術後の回復期間 

3．手続き 

学生は、原則として事前に学事センター（教務）窓口に申し出て、骨髄バンクドナー候補選定用所定の

欠席届用紙を受け取り、その欠席届とともに、日本骨髄バンクから発行された文書（「適合通知書」）の

写しを担当教員に提出し、当該授業を欠席することについて申し出る。また、事後には日本骨髄バンク

が発行する「骨髄等提供に伴う通院・入院証明書」を提示して同教員に報告する。 

4．出欠の取り扱い 

上記所定の文書による申し出および報告があった場合、本人の不利益とならないよう、教員側で次のよ

うに配慮することといたします。 

①授   業：「欠席」扱いとしない。代替措置については担当教員の判断による。 

②授業内試験：「欠席」扱いとしない。代替措置については担当教員の判断による。 

p. 48③定 期 試 験：追試験の対象とする。通常の追試験願を期限までに提出する（ ガイド ～参照）。 

 

 

 本学では、障がいによる修学上の障壁を取り除き、学生が安心して学習や研究を進めることができるよう、

学生本人と建設的対話を行いながら、大学として可能な合理的配慮を提供します。 

 

1. 合理的配慮とは 

授業や実験、実習等において、障がいを有する学生がその障がいにより修学上必要な環境や情報を得ること

ができない場合に、それらを保障する目的で大学が行う変更や調整、および評価に際して本人の学習の程度を

適切に判断するために行う変更や調整を意味します。 

 

 

 

 

 

2. 支援対象 

上智大学に在籍する学生であって、障がいにより修学上必要な環境や情報を得ることに著しい制限がある者。 

基本的に、授業や実習、試験や大学行事等で大学が支援の必要性を認め、かつ提供できる範囲とします。 

 

3. 手続きについて 

詳細は Web Piloti（手続きの流れ｜上智大学 ウェブピロティ）にてご確認ください。 

 

4. 2026年度申請書類受付期限 

春学期：5月 29日（金） ／ 秋学期：11月 13日（金） 

 

 

 

 

 

 

5. 問い合わせ・相談申込 

ウェルネスセンター障がい学生支援担当が一次相談窓口です。相談や申請を希望する学生は、下記までご連

絡ください。 

メールアドレス： with_others-co@sophia.ac.jp 

Web Piloti： 障がい学生支援について｜上智大学 ウェブピロティ 

 

9 障がいによる修学上の合理的配慮について 

＊合理的配慮の決定においては、大学としての教育の本質を変更しないことが原則です。 

＊合理的配慮は、あくまで障がいに対する社会的障壁を取り除くために大学が行う、修学上の環境や情

報の調整であり、単位修得や卒業を保証するものではありません。 

＊申請書類受付後、合理的配慮の提供が決定されるまでに相応の期間が掛かります（申請受付から 1～2 

カ月程度時間を要することもあります）。 

＊修学上の合理的配慮は、大学の承認以前の期間に遡って適用されることはありません。時間に余裕を

もって相談してください。申請手続き（必要書類等）の詳細については、相談に応じて案内します。 
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上智学院個人情報保護への取組みについては下記 URLを参照してください。 

https://piloti.sophia.ac.jp/jpn/info/privacypolicy/ 

 

 

Ｑ1 各種問い合わせ先を教えてください 

Ａ1  事務関係および研究所・センター等一覧（p.ガイド 81～）を参照してください。 

Ｑ2 教員の連絡先が知りたいのですが…。 

Ａ2 授業担当教員は、本学に籍を置いている専任教員と本学に籍がなく担当授業時に来校し講義を行う非

常勤教員がいます。教員と連絡を取りたい場合、専任教員か非常勤教員かによって連絡を取る方法が

異なります。まず、各学部・学科/研究科・専攻の開講科目担当表を参照してその教員が「専任教員」

か「非常勤教員」なのか調べましょう。「教員名」に「＊」が付いている教員は「非常勤教員」です。 

 

■専任教員の場合 

学内に研究室があり、学生との相談時間（オフィスアワー）が設けられていますので、その時間であれば相

談や面会をすることが可能です。また、オフィスアワー以外の曜日や時間に面会を希望する場合は、教員が所

属する学科の事務室へ相談し、教員と連絡を取ってください。なお、専任教員の個人メールアドレスは公開し

ていません。 

また、各学部学科のクラスまたはゼミ単位でクラス主任およびアカデミック・アドバイザーが置かれていま

す。勉学や履修、進路に関することなど学生生活における問題について相談することができます。 

 

・教員の研究室およびオフィスアワー  

My Sophia＞学事センター＞「教員研究室・学科事務室連絡先」

を参照 

・各学科の事務室  

・各学科のクラス主任  

・各学科のアカデミック・アドバイザー  

 

■非常勤教員の場合 

学内に個人の研究室はありませんので、担当する授業の前後で連絡を取ってください。また、教員によって

は学生に対してメールアドレスなどの連絡先を公開している場合があります。 

学生に対して連絡先を公開しているかどうか、またその連絡先については学事センター（教務）の窓口で問

い合わせることができますので、希望する場合は学生証を持って窓口に来てください。 

なお、個人情報保護の観点から電話での連絡先照会は受けていません。 

また、学事センターが教員へ連絡を取り次ぐことは行っていません。 

 

Ｑ3 履修の相談をしたいのですが、いつ、どこでできますか？ 

Ａ3 履修の相談は学事センター（教務）窓口で行っています（電話での相談はできません）。 

窓口は平日の 10：00～11：30、12：30～15：30（授業・試験期間外は 12：30～15：30）に開いていま

すので、その時間帯に来てください。なお、特別な場合の窓口時間については、その都度 My Sophiaで

お知らせします。 

 

Ｑ4 時間割に記載されている教室に行ったら違う授業が行われていました。 

Ａ4 教室が変更されている可能性があります。My Sophiaの「時間割」で最新の教室情報を確認できます。 

 

 

10 個人情報の取扱いについて 

11 よくあるＱ＆Ａ 
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Ｑ5 授業開始時間が過ぎているのに、教員が来ない場合はどうしたらよいですか？ 

Ａ5 まずは、My Sophiaの「時間割」に休講情報が掲示されているか確認してください。 

休講情報が掲示されていないにもかかわらず、授業開始時間から 30分経過しても担当教員が入室しな

い場合は、学事センターに連絡し、その指示に従ってください。 

Ｑ6 忌引きのために授業を欠席しなければなりません。公欠届はありますか？ 

Ａ6  本学には公欠や欠席届の制度はありません。やむを得ず授業を欠席した場合は、各自で担当教員に事

情を説明してください。学事センターで欠席の連絡を取り次ぐことは出来ませんので、登校でき次第、

受講している科目の担当教員とコンタクトをとってください。（感染症等に罹患した場合は p.ガイド

12参照） 

 定期試験を欠席した場合は、追試験が認められるケースがあります。（p.ガイド 48～参照） 

Ｑ7 休暇や定期試験の日程など、大学のスケジュールを知りたいのですが…。 

Ａ7  2026年度行事予定表（p.ガイド 2～）を参照してください。 
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II 教務 

 

 (1) 授業期間 

1 年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め 35 週にわたることを原則としています。授業の開始

日・終了日、試験期間については p.ガイド 2～の「2026年度行事予定表」で確認してください。 

 

 (2) 学期・クォーター期間 

 

学期区分 期 間 

春学期 4月 1日 ～ 9月 20日 

1Q 4月 1日 ～ 6月 4日 

2Q 6月 5日 ～ 9月 20日 

秋学期 9月 21日 ～ 3月 31日 

3Q 9月 21日 ～ 11月 18日 

4Q 11月 19日 ～ 3月 31日 

 

 (3) 授業時間 

時限 時 間 

0 8：00 ～ 8：50 

1 9：00 ～ 10：40 

2 10：55 ～ 12：35 

3 13：30 ～ 15：10 

4 15：25 ～ 17：05 

5 17：20 ～ 19：00 

6 19：10 ～ 20：50 

 

※授業間の休憩時間は 10～15 分です（1・3・4 時限後は 15 分、5・6 時限の間は 10 分となるので注意するこ

と）。 

※昼休みは 55分です。 

※この他に、通常の授業日時・時間帯とは異なる形式で、土日や補講期間などに集中的に授業を行う「集中講

義科目」もあります。この場合の授業日時・教室については別途学事センターから My Sophiaの「大学から

のお知らせ」もしくは「授業掲示板」で掲示します（時間割上では「集中講義」として記載されています）。 

 

※【法科大学院のみ】遅刻による授業欠席の扱い 

交通遅延等の場合を除き、授業開始時刻から 20分を超えての出席は、欠席として扱います。 

 (4) みなし曜日 

「みなし曜日」とは、祝祭日が集中し十分な授業日数を確保できない曜日が発生した場合、それを補うため

に通常のカレンダー上の曜日とは違う曜日にみなして取扱う日のことをいいます。2026年度は、みなし曜日の

設定はありません。 

※【法科大学院のみ】法科大学院についても 2026年度は、みなし曜日の設定はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

1 授業 

法科大学院 

法科大学院 
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 (5) 祝日の授業日 

授業日数を確保するため、特定の祝日にも授業を行うことがあります。2026年度の祝日の授業日については

次の通りです。 

春学期：4月 29日（水）昭和の日、7月 20日（月）海の日 

秋学期：10月 12日（月）スポーツの日、11月 23日（月）勤労感謝の日 

 

※【法科大学院のみ】 

春学期：4月 29日（水）昭和の日、7月 20日（月）海の日 ※試験実施日 

秋学期：9月 22日（火）国民の祝日、9月 23日（水）秋分の日、10月 12日（月）スポーツの日、 

11月 23日（月）勤労感謝の日、1月 11日（月）成人の日 

 

 (6) 授業実施方法 

授業実施方法には、①対面授業と②オンライン授業があり、オンライン授業には、担当教員より予め授業  

に係る資料や動画などの教材等を My Sophia や Moodle等を介して提供され、教材を見ながら学ぶオンデマン

ド型の授業と、Zoom等により、担当教員より映像や音声データが提供され、科目によっては、教員と学生が同

時にコミュニケーションを取りながら授業を進行する、同時双方向型の授業があります。また、授業によって

は、対面授業とオンライン授業との混合型の授業もあります。各科目の授業実施方法はシラバスに明示されて

います。 

特にオンライン授業については、My Sophia（授業掲示板）、Loyola（レポート管理等）や Moodleにて、担当

教員から授業受講に係る重要事項が配信されますので、随時確認するようにしてください。 

 

◆授業実施方法   ①対面授業 

 

②オンライン授業    a）オンデマンド型 

（担当教員より配信された教材をもとに課題を提出する） 

b）同時双方向型 

（Zoom 等を介し、オンラインにてリアルタイムに授業を受講する） 

 

※①と②もしくは②- a）と b）の双方を組み合わせた授業もあります。 

 

（例：全 14回の授業のうち、12回は対面型で実施し、２回のみオンデマンド型で実施） 

授業実施方法については、必ずシラバスで確認してください。 

 

 (7) 休講 

公務、出張、学会、病気などによって担当教員が授業をできなくなり、休講となる場合があります。休講情

報は担当教員からの連絡により My Sophiaの時間割に表示されますが、やむを得ず当日のお知らせとなる場合

もありますので、授業前に My Sophiaを確認する習慣をつけてください。 

なお、My Sophiaに休講掲示が出ていないにもかかわらず、授業開始時間から 30分経過しても担当教員が入

室しない場合は、学事センターに連絡し、その指示に従ってください。 

 

 (8) 補講 

補講は、春学期と秋学期にそれぞれ設けられている補講日に原則として行いますが、このほかにも別日程で

行う場合があります。いずれの場合も My Sophiaの時間割に表示されますので、教室や日時を確認のうえ受講

してください。 

2026年度の補講日については次表の通りです。なお、補講は休講した分の授業を補うものなので、通常の授

業と同様に扱います。 

 

春学期補講日 5月16日（土）、6月13日（土）、6月20日（土）、7月11日（土） 

秋学期補講日 10月24日（土）、12月12日（土）、12月19日（土）、1月9日（土） 

法科大学院 
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 (9) 教室 

授業は、基本的に My Sophiaの時間割に表示されている教室で行われます。しかし、授業開始後の受講者数

や設備などの事情によって、教室が変更となる場合があります。特に授業開始後しばらくは教室の変更が多く

発生しますので、授業の前に My Sophiaを確認する習慣をつけてください。 

 

■通常の教室変更の場合 

My Sophiaの「時間割」画面で変更後の教室および変更日等について確認ができます。 

 

■臨時の教室変更の場合 

My Sophiaの「時間割」画面で確認できます。 
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 (10)教科書 

授業に必要な教科書、参考図書は Loyola の「カリキュラム履修関係→シラバス参照」で確認できます。特

に事前の準備を求められていないものは、初回の授業で教員の指示に従って準備してください。教科書、参考

図書は紀伊國屋書店が販売します。Web による発注となっていますので、購入にあたっての詳細は My Sophia

「大学からのお知らせ」で確認してください。 

 

 (11)欠席した場合 

本学に公欠や欠席届の制度はありません。忌引、交通機関遅延、病気などによってやむを得ず欠席した場合

は、各自で担当教員に事情を説明してください。学事センターで欠席の連絡を取りつぐことはできませんので、

登校でき次第受講している科目の担当教員とコンタクトを取ってください。ただし、定期試験の場合には、追

試が認められるケースもあります（p.ガイド 48～参照）。 

また、病気や怪我などの理由によって長期にわたり大学に来ることができない場合には、所属する学科の学

科長もしくはクラス主任、大学院生については指導教員または専攻主任に相談してください。 

但し、以下の 3つのケースについては、学生から各ケースで定める所定の書式によって申し出及び報告があ

った場合は、本人の不利益とならないよう、教員側で配慮することとします。 

 

 1) 学生が裁判員に選任された場合（詳細は p.ガイド 13「裁判員選任等に伴う授業等の出欠の取扱いに

ついて」参照） 

 2) 学生が骨髄バンクドナー候補に選定された場合（詳細は p.ガイド 13「骨髄バンクドナー候補選定時

の出欠の取扱いについて」参照） 

 3) 学生が感染症に罹患した場合（詳細は p.ガイド 12「感染症に罹患した場合」参照） 

 4) 教職課程、学芸員課程を履修している学生が教育実習、養護実習、介護等体験、館務実習（学外にお

ける博物館実習）に参加する場合（詳細は履修要覧〔教職・学芸員課程編〕参照） 
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(1) 3つの方針（ポリシー）について 

本学では、全ての学部・学科、研究科・専攻において、教育研究上の目的及び教学に関わる以下の 3つの方

針（ポリシー）を定めています。 

 

・ ディプロマ・ポリシー（学位授与の方針）・・・本学の教育理念（p.ガイド 6参照）を踏まえ、どのよ

うな力を身に付ければ学位を授与するのかを定める基本的な方針であり、学生の学修成果の目標とも

なるもの。 

・ カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針）・・・ディプロマ・ポリシーの達成のために、

どのような教育課程を編成し、どのような教育内容・方法を実施するのかを定める基本的な方針。  

・ アドミッション・ポリシー（入学者受け入れの方針）・・・本学の教育理念、ディプロマ・ポリシー、

カリキュラム・ポリシーに基づく教育内容等を踏まえ、入学者を受け入れるための基本的な方針。 

 

各学部・学科、研究科・専攻における教育研究上の目的と人材養成の目的とディプロマ・ポリシーおよびカ

リキュラム・ポリシーについては、履修要覧〔学部科目編〕〔大学院科目編〕の各学部・学科、研究科・専攻の

ページに掲載していますので、履修計画を立てるにあたり、所属する学部・学科、研究科・専攻の教育課程の

目標や構造などを確認してください。 

 

 (2) カリキュラム・マップについて 

カリキュラム・マップは、授業科目と教育目標の関係を示した表のことです。ディプロマ・ポリシー（学位

授与の方針）に基づき、各学部・学科、研究科・専攻で開講されている科目が、卒業/修了までに身につけるべ

き能力のどの項目と関連するのか、また学修成果の目標を達成するためにどの授業科目が寄与するかを示すも

のです。 

各学部・学科、研究科・専攻におけるカリキュラム・マップは、大学ホームページに掲載しています。自分

の履修する科目がカリキュラム・マップ上、どのディプロマ・ポリシーに該当するものかを確認し、履修計画

を立てる際の参考にしてください。また、各科目のディプロマ・ポリシーとの関連については、各科目のシラ

バスにも記載しています。 

 

 (3) カリキュラム・ツリーについて 

カリキュラム・ツリーは、授業科目群の順序性・体系性をディプロマ・ポリシーと関連付けて示した図のこ

とです。ディプロマ・ポリシーやカリキュラム・マップ、後述するナンバリングの諸要素を一つの図で示すこ

とによって、授業科目の順序性・体系性・科目配置の整合性を一覧でき、学位を取得するためにどの科目をど

ういう順番で履修していけばよいか履修イメージを形成することができます。卒業時にどのような能力が身に

ついていればよいか、「学習成果を可視化」するためのツールです。大学ホームページに掲載しています。 

 

 

 

 

 (1) 単位とは 

すべての科目には一定の単位が定められており、これらの科目を履修して試験などに合格すれば単位が修得

できます。単位数の計算方法は科目の種類によって異なります。自分が履修している科目が何単位であるかは、

履修要覧〔学部科目編〕〔大学院科目編〕の各学部・学科、研究科・専攻や全学共通科目・語学科目のページに

ある「開講科目担当表」に記載されています。 

卒業/修了に必要な単位は、各学部・学科、研究科・専攻または入学年次によって異なります。自分が所属す

る学科等のページにある、「1. 卒業/修了に要する科目、単位数の最低基準」「2. 標準配当表」を必ず参照し

てください。 

  

2 
教育に関する 3つの方針（ポリシー）とカリキュラム・マップ及び 
カリキュラム・ツリー 

3 単位と科目 
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 (2) 授業時間と単位の考え方 

大学設置基準第 21条では、1単位履修に 45時間の学修を要することを標準とすることに加え、「授業の方法

に応じ、（中略）、おおむね十五時間から四十五時間までの範囲で大学が定める時間の授業をもって一単位とし

て単位数を計算する」と定められています（大学院もこれを準用）。 

本学ではこれを受け、学則第 22 条で講義及び演習科目は 15 時間から 30 時間、実験・実習・実技科目につ

いては 30時間から 45時間の授業をもって 1単位とすると定めています。 

日本の大学では「実時間 45分」を「1時間の学習時間」とみなしており、これに従って計算した科目種別ご

との 1単位修得するために必要な本学で定めている基準授業時間数は下表の通りです。 

≪1単位修得するために必要な授業時間数≫ 

科目種別 基準授業時間数 計算式 

講義・演習 15時間（675分） 1時間（45分）×15時間 

外国語 30時間（1,350分） 1時間（45分）×30時間 

実験・実習 45時間（2,025分） 1時間（45分）×45時間 

体育実技 30時間（1,350分） 1時間（45分）×30時間 

 

本学では 1 時限（1 コマ）100 分で授業を実施しているため、例えば、週 1 時限（1 コマ）の授業を 1 学期

（春/秋：14週）履修した場合に修得できる単位数は次の通りとなります。 

≪週 1時限（1コマ）、1学期の授業の授業時間数≫ 

1コマ×100分×14週＝1,400分 

 

≪1学期 1コマ（1,400分）の授業履修で修得できる単位数≫ 

科目種別 修得できる単位数 

講義・演習 2 単位：1,400 分の授業時間数は、2 単位分の基準授業時間数 675 分×2＝1,350 分を満た

すため 

外国語 1単位：1,400分の授業時間数は、1単位分の基準授業時間数 1,350分を満たすため 

実験・実習 0単位：週 1コマでは基準授業時間数 2,025分を満たさないため週 2コマ以上開講される 

体育実技 1単位：1,400分の授業時間数は、1単位分の基準授業時間数 1,350分を満たすため 

集中講義やクォーター開講の科目についても、この考え方に基づき授業が組まれています。 

 

 (3) 授業外学修時間 

1 単位履修するためには 45 時間（2,025 分：45 分×45 時間）の学修が必要ですが、前項の通り、授業時間

数だけではこの要件を満たすことはできません。 

本学の学生は授業時間（授業への出席）以外に、予習・復習等の授業時間外の学修を行い、必要な学修時間

を確保しなければなりません。 

例えば、週 1 時限（1 コマ）の授業を 1 学期（春/秋：14 週）履修した場合に、授業時間外で必要な学修時

間は下表の通りです。 

 

≪週 1時限（1コマ）の授業を 1学期（春/秋：14週）履修した場合の授業時間外の学修時間数≫ 

科目種別 修得できる単位

数 

授業時間外必要学修時間数 授業 1 回当たり授業外学修

時間数 

講義・演習 2単位 2,025分×2単位-1,400分＝2,650分 約 190分 

外国語 1単位 2,025分-1,400分＝625分 約 45分 

体育実技 1単位 2,025分-1,400分＝625分 約 45分 

※「実験・実習」科目については授業時間数だけで 1単位履修に必要な学修時間に達しますが、授業時間外

に予習や復習を行い、知識の定着と内容の理解を図ることが求められます。 

 

この表に示すのは標準とされる時間数であり、授業外でこの時間数学修すれば必ず単位を修得できるという

わけではありません。授業の内容を理解し知識を身につけ、単位を修得するためには、この表にとらわれず各

自で必要な学修を行うことが求められるのは言うまでもありません。 
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 (4) 科目の区分 

学部の授業科目は大きく三つの区分に分けられます。全学部共通で開講されている「全学共通科目」と「語

学科目」、各学科で開講されている「学科科目」です。 

 

  

授
業
科
目 

  全学共通科目         
 
   
 語学科目※  
  
   
 学科科目   
 

※ここで述べる語学科目とは、言語教育研究センター開講の科目を指します。 

 

【区分を確認することの重要性】 

授業科目によっては、どの区分とするかを選択できるものもあります。これらの科目は自分の卒業要件にあ

わせて履修登録の際に区分を決めることが必要です（該当する科目は、学科によって異なりますので、各学科

のページを参照してください）。 

このような科目は履修登録時に区分を指定して履修する必要があるため、履修計画を立て、履修区分を予め

理解した上で登録してください。科目の区分に関して確認したい場合や不明な点がある場合は、学事センター

（教務）窓口で相談してください。 

 

 (5) 履修度 

全学共通科目、語学科目および学科科目は、それぞれ履修度によって、さらに以下の四つに分類されます。 

 

必修科目 必ず履修しなければならない科目 

選択必修科目 数科目の中から学生が選択し、各学科所定の単位数を必ず履修しなければならない科目 

選択科目 学生が自由に選択して履修する科目 

自由科目 学問的興味・関心に応じて学生が任意に履修する科目（卒業に必要な単位としては認められない） 

 

それぞれ必要な単位数は学科によって異なりますので、詳細については自分の所属する学科のページの「1．

卒業に要する科目、単位数の最低基準」と「2．標準配当表」を必ず参照してください。 

学 部 

学 部 
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ナンバリングとは、授業科目に適切な番号を付けて分類することで、学修の段階や順序を表し、カリキュ

ラムの体系性を明示する仕組みです。 

ナンバリングによって科目の分野やレベル設定、履修順序などを読み取ることができます。履修計画を立

てる際の指針として役立ててください。 

 

（1）ナンバリング対象科目 

全開講科目が対象です。 

 

（2）ナンバリングの表示と見方 

ABC 
 
123 

 
－ 

 
45 

 
d 

 
67 

① ②  ③ ④ ⑤ 

 

 ① 学問分野名 

アルファベット 3文字で表示。学問分野とアルファベットの対応表は、p.ガイド 25「学問分野対照表」を

参照。 

② 科目レベル 

100の位で科目のレベルを表す。 

【100の位のレベル分類】 

対
象 

レベル 内容 

学
部 

100番台 導入レベルの科目 

200番台 基礎から専門的レベルへの橋渡しとなる科目 

300番台 専門領域の科目、もしくは専門的知識を踏まえ社会との接点を探る科目 

400番台 専門領域の科目（上級レベル、専門領域の演習） 

大
学
院 

500番台 博士前期（修士）課程 1年次レベル科目 

600番台 博士前期（修士）課程 2年次レベル科目 

700番台 専門職大学院課程科目 

800番台 博士後期課程レベル専門科目及び論文指導 

 

 ③ 開講元名 

二桁の数字で開講元を表示。p.ガイド 27「開講元番号表」を参照。 

 ④ 授業で使用する言語コード 

アルファベット 1文字で使用する言語を表示。p.ガイド 27「言語コード一覧表」を参照。 

⑤ ユニーク番号 

科目ごとに付番される固有の番号 

 

（3）ナンバリング掲載箇所 

開講科目担当表に以下の通り記載があります。 

【学部】 

※例 科目 

コード 
ナンバリング 授業科目 

単
位 

開
講
期 

担当者 年次 
外
国
語 

備考 

 BGS50100 GST200-21j00 グローバル化と政治学 2 春  上智 太郎 1・2  ［190名］ 

 BGS50200 GST201-21j00 グローバル化と経済学1 2 春 ＊上智 花子 1・2  ［190名］ 

  

4 ナンバリング 
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【大学院】 

※例 
登録 

コード 

開
講
期 

科目名 ナンバリング 
単
位
数 

担当教員名 

※（他）：他専攻教員 
＊：非常勤教員 

外
国
語 

備考 

 MTTH7011 春 キリスト教学専門研究Ⅰ THE510-91j00 2  上智 太郎   

 MTTH7012 春 キリスト教学専門研究Ⅱ THE511-91j00 2 ＊上智 花子 ○ 隔年開講 

 

（4）コード一覧 

【学問分野対照表】 

No. 分野 分科 分野名略称 分野名（英語） 分野名（日本語） 

1 人文学 神学 THE Theology 神学 

2  宗教学 RES Religious Studies 宗教学 

3  哲学 PHL Philosophy 哲学 

4  美術史 ART  Art History/Visual Culture 美術史 

5  文化 CUL Culture 文化 

6  文学 LIT  Literature 文学 

7  文学 JLT Japanese Literature 国文学 

8  文学 JAL Japanese Language Studies 国語学 

9  文学 CLT Chinese literature 漢文学 

10  文学 ELT English Literature 英文学 

11  文学 GLT German Literature ドイツ文学 

12  文学 FLT French Literature フランス文学 

13  言語学 LNG Linguistics 言語学 

14  言語学 LGG Linguistics（German） 言語学（ドイツ語） 

15  言語学 LGF Linguistics（French） 言語学（フランス語） 

16  言語学 LGH Linguistics（Hispanic） 言語学（イスパニア語） 

17  言語学 LGR Linguistics（Russian） 言語学（ロシア語） 

18  言語学 LGP Linguistics（Portuguese） 言語学（ポルトガル語） 

19  言語学 LGC Linguistics（Communication Disorders） 言語聴覚障害学 

20  言語学 LGE Linguistics（TESOL） 言語学（英語教授法） 

21  言語学 LGJ Linguistics（TJFL） 言語学（日本語教授法） 

22  語学 ENG  English 英語 

23  語学 GMN  German ドイツ語 

24  語学 FRN  French フランス語 

25  語学 HSP  Hispanic イスパニア語 

26  語学 CHN  Chinese 中国語 

27  語学 KOR  Korean コリア語 

28  語学 RUS  Russian ロシア語 

29  語学 POR  Portuguese （ブラジル）ポルトガル語 

30  語学 ITL  Italian イタリア語 

31  語学 IND  Indonesia インドネシア語 

32  語学 TGL  Filipino フィリピン語 

33  語学 ARA  Arabic アラビア語 

34  語学 THA  Thai タイ語 

35  語学 PER  Persian ペルシア語 

36  語学 CAM  Cambodian カンボジア語 

37  語学 BUR  Burmese ビルマ語 

38  語学 TUR  Turkish トルコ語 

39  語学 VIE  Vietnamese ベトナム語 

40  語学 HIN  Hindi ヒンディー語 

41  語学 SWA  Swahili スワヒリ語 

42  語学 JPN  Japanese 日本語 

43  語学 LAT Latin ラテン語 

44  史学 HST History 歴史 

45  史学 GEO  Geography 地理 

46  文化人類学 ANT  Anthropology 文化人類学 

47  新聞学 JRN Journalism ジャーナリズム 

48  文化交渉学 CUI Cultural Interaction 文化交渉学 

49  人文学 HUM Humanities 人文学 

50 社会科学 法学 LAW Law in general 法律一般 

51  法学 JUR Jurisprudence 基礎法 

52  法学 PBL Public Law 公法 

53  法学 CVL Civil Law 民事法 

54  法学 CML Commercial Law 商法 

55  法学 CPL Civil Procedural Law 民事訴訟法 

56  法学 CRL Criminal Law 刑事法 

57  法学 SCL Social Law 社会法・経済法 
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No. 分野 分科 分野名略称 分野名（英語） 分野名（日本語） 

58 社会科学 法学 INL International Law 国際法 

59  法学 PIL Private International Law 国際私法・取引法 

60  法学 ENL Environmental Law 環境法 

61  政治学 POL Political Science 政治学 

62  経済学 ECN Economics 経済学 

63  経営学 MAN Management 経営学 

64  経営学 ACC Accounting 会計学 

65  経営学 MRK Marketing マーケティング 

66  経営学 MMI Miscellaneous 経営学専攻共通 

67  社会学 SOC Sociology 社会学 

68  社会学 SSV Social Service 社会福祉学 

69  心理学 PSY Psychology 心理学 

70  教育学 EDU Education 教育学 

71  ビジネスと経済 IBE  International Business and Economics ビジネスと経済 

72  ビジネスと開発 IBD International Business and Development Studies ビジネスと開発 

73 総合人文社会 グローバル・スタディーズ GST Global Studies グローバル・スタディーズ 

74  国際関係論 IRS International Relations 国際関係論 

75  国際協力論 ICP International Cooperation 国際協力論 

76  地域研究 ARS Area Studies 地域研究 

77  地域研究 ASA Area Studies（Asia） 地域研究（アジア） 

78  地域研究 AME Area Studies（Middle East） 地域研究（中東） 

79  地域研究 AAF Area Studies（Africa） 地域研究（アフリカ） 

80  地域研究 ANA Area Studies（North America） 地域研究（北米） 

81  地域研究 ALA Area Studies（Latin America） 地域研究（ラテンアメリカ） 

82  地域研究 AEU Area Studies（Europe） 地域研究（ヨーロッパ） 

83  地域研究 ARE Area Studies（Russia and Eurasia） 地域研究（ロシア・ユーラシア） 

84  日本研究 JST Japanese Studies 日本研究 

85 理工学 理工学 SCT Science and Technology 理工学 

86  理工学 MLS Materials and Life Sciences 物質生命理工 

87  理工学 EAS Engineering and Applied Sciences 機能創造理工 

88  理工学 ICS Information and Communication Sciences 情報理工 

89  理工学 MEC Mechanical Engineering 機械工学 

90  理工学 EEE Electrical and Electronics Engineering 電気電子工学 

91  理工学 ACH Applied Chemistry 応用化学 

92  理工学 CHM Chemistry 化学 

93  理工学 MTH Mathematics 数学 

94  理工学 PHY Physics 物理学 

95  理工学 BIO Biology 生物科学 

96  理工学 INF Informatics 情報学 

97  理工学 GRS Green Science グリーンサイエンス 

98  理工学 GRE Green Engineering グリーンエンジニアリング 

99  理工学 GSE Green Science and Engineering グリーンサイエンス・エンジニアリング 

100 情報処理 情報処理 COM  Computer Studies 情報処理 

101 看護学 看護学 NRS Nursing 看護学 

102 環境学 環境学 ENV  Environmental Studies 環境学 

103 保健体育 保健体育 HPE Health and Physical Education 保健体育 

104 キリスト教人間学 キリスト教人間学 SCH Studies in Christian Humanism キリスト教人間学 

105 宗教・哲学 宗教・哲学 RPH Religion/Philosophy 宗教・哲学 

106 思考法 思考法 THP Thinking Processes 思考法 

107 
応用データサ

イエンス 

応用データサイエン

ス 
ADS Applied Data Science 応用データサイエンス 

108 複合領域 複合領域 CMF Composite Fields Studies 複合領域 

109 教職科目 教職科目 TCP Teacher-training Course Program 教職科目 

110 学芸員科目 学芸員科目 CCP Curator Course Program  学芸員科目 

111 実践科目 実践科目 SEP Social Engagement Program 実践科目 

112 卒業論文 卒業論文 GRP  Graduation Project 卒業論文 

113 自主研究 自主研究 IDR Independent Research 自主研究 

114 留学 留学 SAC Study Abroad Courses 留学 
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【開講元番号表】 

学部  大学院 

学部 学科 
学科 

CD 
 研究科 専攻 

専攻 

CD 

神学 神 91  神学 神学 91 

文学   12    組織神学 92 

 哲 11  文学 哲学 21 

 史 14    史学 23 

 国文 15    国文学 24 

 英文 16    英米文学 25 

 ドイツ文 17    ドイツ文学 26 

 フランス文 18    フランス文学 27 

 新聞 19    新聞学 28 

総合人間科学   80    文化交渉学 30 

 教育 81  実践宗教学 死生学 35 

 心理 82  総合人間科学 教育学 81 

 社会 83    心理学 82 

 社会福祉 84    社会学 83 

 看護 85    社会福祉学 84 

法学   30    看護学（修士課程） 85 

  法律 31  法学 法律学 41 

  国際関係法 32  経済学 経済学 55 

  地球環境法 33    経営学 56 

経済学   40  言語科学 言語学 61 

  経済 41  グローバル・スタディーズ 国際関係論 66 

  経営 42   地域研究 67 

外国語学   50   グローバル社会 65 

  英語 51   国際協力学（修士

課程） 

60 

  ドイツ語 52  理工学 理工学 75 

  フランス語 53  地球環境学 地球環境学 94 

  イスパニア語 54  
応用データサイエンス 

応用データサイエ

ンス（修士課程） 
79 

  ロシア語 55  

  ポルトガル語 56     

総合グローバル学 総合グローバル 21     

国際教養学 国際教養 65     

理工学   75     

  物質生命理工 76     

  機能創造理工 77     

  情報理工 78     

助産学専攻科   10     

言語教育研究センター   01     

全学共通科目   02     

課程センター   03     

 

【言語コード一覧表】 

アルファベット表記 言語 アルファベット表記 言語 

j 日本語 p ポルトガル語 

e 英語 c 中国語 

g ドイツ語 k コリア語 

f フランス語 i イタリア語 

h イスパニア語 o その他言語 

r ロシア語 m 複数言語 
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 (1) 履修登録とは 

履修登録は、指定の期間内に各自が履修する（授業を受ける）科目を自ら決定し、自分自身の責任において登録する手

続きのことです。抽選科目かどうかで、登録できる期間が異なります。 

履修登録の手続きを誤ると、自分が履修しようと思っていた科目の履修が認められず、かつ、成績・単位の修得はでき

ないため、登録は慎重に行ってください。また、登録の際にはLoyola上にある「Loyola Handbook」を熟読するようにし

てください。なお、学部新入生は「履修登録クイックナビ」も参照してください。 

 

また、急なカリキュラム変更については、My Sophiaの大学からのお知らせ「授業・履修・成績」のカテゴリで都度お

知らせしますので、必ず確認してください。 

 

 (2) 履修登録の手順・注意点 

必ず履修登録期間に Loyolaより手続きを行ってください。履修登録は、学則に定めるとおり、所定の期間以外に行う

ことはできません（上智大学学則第 50条「履修しようとする授業科目は所定の期間に登録しなければならない。」）。 

 

■履修計画を綿密に立てる 

卒業/修了に必要な要件を確認しつつ、履修要覧およびシラバスを参照しながら、1年間の履修計画を立てましょう。 

2年次生以上の学生は、前年度までの単位修得状況も確認する必要があります。 

科目によっては、秋学期に春学期の続きの科目を履修しなければならない場合もあります。春学期・1Q・2Qの履修登録

時には、秋学期・3Q・4Qの必修科目の時間割も考慮しましょう。このように、履修計画は年間単位で考えるようにして

ください。 

学部生は、学期および年間の最高履修限度の単位数も意識して履修計画を立てましょう。 

（学期および年間の最高履修限度については p.ガイド33「最高履修限度について」を参照） 

大学院生は研究の内容により随時、指導教員と相談して履修計画を立て、履修登録するようにしてください。 

 

■履修登録期間内に必ず登録する 

「履修しようとする授業科目は所定の期間に登録しなければならない（学則第 50条）」 

履修登録は、上記のように学則第 50条で規定されているとおり、所定の期間以外に行うことはできません。 

 

■初回の授業へ必ず出席すること 

初回の授業では、今後の授業スケジュールや評価方法など重要な説明がある場合がありますので、必ず出席してくださ

い。初回の授業の出席から授業評価の対象になっている科目（シラバスを参照してください）もありますので、欠席す

ると、以後の授業に出席することを認められない場合があります。またその場合でも、履修登録が自動的に削除になる

ことはありません。自分で履修中止を行う必要があります。 

 

■履修登録の確認を行う 

履修登録したつもりが、きちんと登録されていなかった場合、いくら授業に出席していても評価の対象外となり単位の

修得はできません。 

履修登録は自分自身で責任を持って行うものです。履修登録ミスを防ぐために、履修登録完了後、期間内に必ず再度

Loyolaにログインし、履修登録ができていることを確認してください。 

 

■履修登録操作に関する注意点 

・履修登録操作をする際は、「Loyola Handbook」（Loyolaメニューから閲覧可能）をよく読んで行ってください。なお、

学部新入生は「履修登録クイックナビ」も参照してください。 

・Loyola による履修登録では、登録最終日の締切時刻までに登録を完了（「履修登録・登録状況照会」画面にて、「登録完

了」ボタンをクリック）している必要があります。時間内にログインしていても、締切時刻までに「登録完了」ボタンを

クリックしていないと履修登録が完了したことにはならないので、注意してください。登録最終日にパソコン、通信環境

のトラブルで登録できなかった場合でも、特例の措置はとりません。必ず余裕をもって登録を行ってください。 

5 履修登録 
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・履修登録の最終日は、大変混雑が予想されるため、可能ならば前日までを目途に早めに登録を完了するよう心がけて

ください。期間中であれば、「登録完了」ボタンを押した後でも、繰り返し修正（追加・削除）することが可能です。 

・履修登録完了後は、登録されている科目に誤りがないかを期間中に必ず確認してください。締切時刻までの間に、「登

録完了」ボタンを押した最後の状況が登録されます。 

・表示される項目が全て網羅・確認できる状態で最終段階の「履修登録・登録状況照会画面」をプリントアウトするか、

もしくは画面のコピーのデータを保存しておくことを推奨します。その際は「登録完了」ボタンを押して、一旦ログア

ウトした後、再度ログインしたときのものでプリントアウトしてください。 

 

■質問は窓口時間内に 

履修登録についての質問がある場合は、学生証持参の上、学事センター（教務）窓口で聞いてください。 

電話やメールでの履修相談や問合せは受け付けできません。 

 

 (3) 卒業要件に算入できるオンライン授業の単位数上限について（学部） 

文科省の「大学設置基準」および本学学則に基づき、学部における卒業要件に算入できるオンライン授業の単位数の上

限は 60単位と定められています。対象となるのは2022年度以降の開講科目です。要件や確認方法等詳細はMy Sophiaの

大学からのお知らせを参照し、履修登録時には留意するようにしてください。 

 

(4) Loyolaの利用について 

Webブラウザを起動し、以下のURLにアクセスしてください。 

URL：https://scs.cl.sophia.ac.jp/campusweb/campusportal.do 

（上智大学ウェブピロティの「学内システム一覧」ページにリンクがあります。） 

・学内・学外のインターネットに接続可能なコンピュータから利用できます（プロバイダやブラウザの設定によって閲

覧できない場合があります。その場合は学内コンピュータルームを利用してください）。 

・学内コンピュータルームを利用する場合は、各教室の利用時間を守ってください。 

・電話での Loyolaパスワードの問い合わせは本人確認が困難なため、受付できません。学生証持参の上、必ず情報シス

テム室に来室してください。 

 

 (5) 同一科目の繰り返し履修について 

同一科目を2回以上履修しても、卒業/修了に必要な単位としては認められません。 

同一科目とは、原則として科目コードが同じ科目のことです。 

そのため、一度単位を修得した科目を再び履修することは原則としてできません。また、科目コードが異なっても、同

一科目とみなされる科目は、履修登録することができません。 

ただし、一部の科目については繰り返し履修することができるものもあります。 

詳細については、履修要覧〔学部科目編〕〔大学院科目編〕の各学部・学科、研究科・専攻のページを参照し、重複履修

の可否が明記されていない場合や同一科目の履修が必要な場合等は学事センター（教務）窓口に相談に来てください。 

 

 (6) 集中科目について 

集中科目とは、主に授業期間外に実施される科目を指します。履修要覧において、これらの科目の開講期は、春学期・

秋学期もしくは、1Q～4Qで表示されていますが、備考欄に「集中」と記載されています。履修登録の時期は各開講期の

履修登録期間と同じですが、履修中止申請期間までに授業が終了する科目は、履修中止をすることができません。また、

履修中止申請期間後に授業が開始する科目は、授業開始後の履修中止をすることができません。科目により履修中止の

可否が異なりますので、My Sophiaの大学からのお知らせや履修要覧などで確認してください。各学期・年度の履修上

限にも含まれます。 

 

 (7) 履修登録日程 

履修登録は、セメスター（春・秋）・クォーター（1～4）ともに、所定の期間内に、Loyolaで履修登録手続きをする必

要があります。 

履修登録の際の Loyolaの操作手順や注意事項などの詳細は、「Loyola Handbook」の該当部分を参照し、間違いのない

よう手続きをしてください。  
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■春学期・1Q・2Q登録日程 

 項目 期間 
対象 

備考 
学部 大学院 

①  自己判定期間 4月1日（水）10：00～ 2・3・4年次生 修士・博士前期2

年、後期2・3年

次生 

Loyola で自己判定ができま

す。 

②  春学期・1Q・2Q科目 

履修登録期間 

4月1日（水）10：00～ 

4月10日（金）23：59まで 

全学部生 全院生 春学期および1Q・2Q科目（抽

選科目を除く）を履修する場

合は、必ずこの期間内に

Loyola で履修登録を行って

ください。 

【大学院生】 

春学期に修士論文を提出予定

の者（2026年9月修了希望の

者）は、修士論文登録手続に

ついて学事センターに問い合

わせてください。 

※「研究指導」登録について

は、専攻からの届出に基づ

き学事センターにて一括

して登録します（学生自身

での登録は不要です）。 

※抽選処理のため、上記期

間のうち、4月9日（木） 

0：00～4 月 10 日（金）

18：00までは履修登録で

きません。 

  

③ 春学期・1Q・2Q科目 

抽選エントリー期間 

4月1日（水）10：00～ 

4月8日（水）23：59まで 

全学部生 対象科目 

履修希望者 

春学期および1Q・2Q科目の抽

選科目を履修する場合は、必

ずこの期間内に Loyola で抽

選科目のエントリーを行って

ください。 

④ 春学期・1Q・2Q科目 

抽選科目登録結果発表 

4月9日（木）17：00～ 全学部生 対象科目 

履修希望者 

③の期間にエントリーした科

目の抽選結果を Loyola で確

認することができます。 

⑤ 春学期・1Q・2Q科目 

抽選科目登録期間 

（先着順） 

4月9日（木）18：00～ 

4月10日（金）23：59まで 

全学部生 対象科目 

履修希望者 

抽選エントリー期間で定員に

満たなかった科目、および、

削除により定員に達していな

い科目について、Loyolaで先

着順に登録を受け付けます。 

⑥ 春学期・1Q・2Q科目 

履修登録確認期間 

4月11日（土）0：00～ 全学部生 全院生 履修登録した科目（②、③、

⑤の期間に行った登録）の結

果を Loyola で確認すること

ができます。 

⑦ 春学期・1Q・2Q科目 

履修登録修正期間 

4月12日（日）11：00～ 

4月17日（金）23：59まで 

全学部生 全院生 通常科目および抽選科目を

Loyolaで修正（追加・削除）

することができます。 

⑧ 春学期・1Q・2Q科目 

履修登録確認 

（最終結果） 

4月19日（日）13：00～ 全学部生 全院生 修正登録した結果（②、③、

⑤、⑦の期間に行った登録）

を Loyola で確認することが

できます。 
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 項目 期間 
対象 

備考 
学部 大学院 

⑨ 自己判定期間 5月1日（金）10：00～ 1年次生 修士・博士前期・

後期1年次生 

Loyola で自己判定ができま

す。 

⑩ 2Q科目追加履修登録期

間 

6月5日（金）0：00～ 

6月11日（木）23：59まで 

全学部生※ 全院生※ 2Q 科目のみ履修登録できま

す。抽選科目についても定員

に達していなければ、先着順

で登録可能です。ただし、一

部科目は追加登録できないの

で、学科の頁や科目リストを

参照すること。 

⑪ 自己判定期間 8月24日（金）10：00～ 

9月20日（日）17：00まで 

4年次生 

9月卒業予定者 

（早期含む） 

修士・博士前期2

年次生、博士後

期3年次生 

9月修了予定者 

（早期含む） 

Loyola で自己判定ができま

す。 

※主に、留学もしくは休学により②～⑦の期間に手続きができない学生を対象とする。これに該当しない学生は、2Ｑ科

目についてはできる限り②～⑦の期間に履修登録すること。 

 

■秋学期・3Q・4Q登録日程 

 項目 期間 
対象 

備考 
学部 大学院 

① 自己判定期間 9月10日（木）10：00～ 2026年 9月 

入学者を除く 

全学生 

2026年 9月 

入学者を除く

全院生 

Loyolaで自己判定ができます。 

（2026年 9月入学者は 9月 21

日（月）～） 

② 秋学期・3Q・4Q科目 

履修登録期間 

9月21日（月）10：00～ 

9月27日（日）23：59まで 

※抽選処理のため、上記期

間のうち、9月26日（土）

0：00～9 月 26 日（土）

18：00までは履修登録で

きません。 

全学部生 全院生 秋学期および 3Q・4Q科目（抽選

科目を除く）を履修する場合

は、必ずこの期間内にLoyolaで

履修登録を行ってください。 

【大学院生】 

秋学期に修士論文を提出予定

の者（2027 年 3 月修了希望の

者）は、履修登録とあわせて

Loyola で修士論文登録を行っ

てください。 

※「研究指導」登録については、

専攻からの届出に基づき学

事センターにて一括して登

録します（学生自身での登録

は不要です）。 

③ 秋学期・3Q・4Q科目 

抽選エントリー期間 

9月21日（月）10：00～ 

9月25日（金）23:59まで 

全学部生 対象科目 

履修希望者 

秋学期および 3Q・4Q 科目の抽

選科目を履修する場合は、必ず

この期間内に Loyola で抽選科

目のエントリーを行ってくだ

さい。 

④ 秋学期・3Q・4Q科目 

抽選科目登録結果発表 

9月26日（土）17：00～ 全学部生 対象科目 

履修希望者 

③の期間にエントリーした科

目の抽選結果を Loyola で確認

することができます。 
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 項目 期間 
対象 

備考 
学部 大学院 

⑤ 秋学期・3Q・4Q科目 

抽選科目登録期間 

（先着順） 

9月26日（土）18：00～ 

9月27日（日）23：59まで 

全学部生 対象科目 

履修希望者 

抽選エントリー期間で定員に

満たなかった科目および、削除

により定員に達していない科

目について、Loyolaで先着順に

登録を受け付けます。 

⑥ 秋学期・3Q・4Q科目 

履修登録確認期間 

9月28日（月）0：00～ 全学部生 全院生 履修登録した科目（②、③、⑤

の期間に行った登録）の結果を

Loyola で確認することができ

ます。 

⑦ 秋学期・3Q・4Q科目 

履修登録修正期間 

9月28日（月）11：00～ 

10月4日（日）23：59まで 

全学部生 全院生 通常科目および抽選科目を

Loyolaで修正（追加・削除）す

ることができます。 

⑧ 秋学期・3Q・4Q科目 

履修登録確認 

（最終結果） 

10月6日（火）13：00～ 全学部生 全院生 修正登録した結果（②、③、⑤、

⑦の期間に行った登録）を

Loyola で確認することができ

ます。 

⑨ 4Q科目追加履修登録期間 11月19日（木）0：00～ 

11月25日（水）23：59まで 

全学部生※ 全院生※ 4Q科目のみ履修登録できます。

抽選科目についても定員に達

していなければ、先着順で登録

可能です。ただし、一部科目は

追加登録できないので、学科の

頁や科目リストを参照するこ

と。 

※主に、留学もしくは休学により②～⑦の期間に手続きができない学生を対象とする。これに該当しない学生は、4Ｑ科

目についてはできる限り②～⑦の期間に履修登録すること。 
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 (1) 最高履修限度について 

単位修得に必要十分な学習時間を確保し、勉学の質を維持するため、各学期および年間に履修登録できる単位数は上限

（最高履修限度）が定められています。 

最高履修限度は学科および入学年次によって異なりますので、自分の所属する学科の「履修上の注意」のページを参照

してください。 

※最高履修限度は履修登録できる単位数の上限です。単位を修得しなかったもの（履修中止した科目（W）や評価が F と

なった科目）も含まれます。 

※春学期の上限単位数＋秋学期の上限単位数＞年間の上限単位数の場合、春学期・秋学期がそれぞれ上限単位数内であっ

ても年間の上限単位数を上回ることはできません。 

 

■最高履修限度の数え方の例 

春 秋 
年間 

春学期科目 20単位分を履修登録した場合 

→秋学期には、年間（44単位）－春学期（20単位）＝24単位までしか

登録できません。 

1Q 2Q 3Q 4Q 

26 26 44 

 

上記の最高履修限度はあくまでも一例です。自分の学科の該当ページをよく確認して、年間の履修計画を立てるように

しましょう。 

 

【最高履修限度への算入表】 

区分 
最高 

履修限度 
成績評価 GPA計算 備考 

評価「F」の通常科目 含む F 含む  

集中科目 含む A～D、F 含む  

履修中止した科目 含む W 含まない  

インターンシップ科目 含まない P、X 含まない  

サマーセッション科目 含まない A～D、F 含む  

海外短期語学講座 含まない P、X 含まない  

交換留学海外英語集中講座 含まない P、X 含まない  

海外短期研修 含まない P、X 

または N 

含まない カリフォルニア大学ロサンゼルス校及びアン

ジェ高等商業科学大学は N、その他はP、X 

実践型プログラム 含まない P、X 含まない  

単位換算・単位認定 

含まない＊ N 含まない 

＊学生交流協定（「単位互換型」）による履修の

場合、交流先大学での履修単位数も最高履修

限度に含む 

 

 

 

 (2) 抽選科目について 

抽選科目とは、履修する定員数が定められている科目のことです。 

開講科目担当表の備考欄に［○○名］という形で定員数が記載されています。 

抽選科目の履修希望者は、各学期の抽選エントリー期間に Loyolaでエントリーを行う必要があります。 

なお、抽選はコンピュータにより行われ、当選者のみ自動的に履修登録されます。 

抽選科目に当選した場合、当選した科目を履修登録、および修正登録期間内であれば削除することができます。 

  

5-1 学部における履修登録 
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■抽選科目登録の流れ（語学科目の抽選の流れは次頁を参照） 

 

  登録したい科目を、Loyolaの「抽選科目エントリー」画面から登録します。 

登録期間中は何度でも修正（追加、削除）が可能です。 

＊操作方法については、Loyolaの「Loyola Handbook」を参照してください。 

   

＜抽選実施＞   

   

抽選科目登録結果確認  Loyolaの「履修登録・登録状況照会」画面で、抽選結果を確認してください。 

当選した科目は、その科目の曜日時限の欄にオレンジ色の背景で表示されます。 

落選した科目は、表示されません。 

＊「抽選科目エントリー照会」画面の内容は、当落結果ではありません。 

 抽選科目登録を行った科目の履歴を表示しています。 

＊履修登録及び修正登録期間内であれば当選した科目を削除することができます。 

 

   

  ＜当選した場合＞ 初回授業に必ず出席してください。 

   

  抽選後に定員を満たしていない科目及び削除により空きが生じた科目は、Loyola の

通常の「履修登録・登録状況照会」画面から追加登録できます（「抽選科目エントリー」

画面からではないので注意してください）。 

＊履修登録及び修正登録期間内であれば当選した科目を削除することができます。 

＊必ず初回授業に出席すること。抽選科目に当選した学生も、初回の授業を欠席した

場合は、授業評価の対象外とみなされる場合があります。 

なお、定員を満たす人数の登録がされている科目は、初回の授業に出て、担当教員

の許可を受けたとしても履修できません。 

   

  Loyolaの「履修登録・登録状況照会」画面から、必ず登録内容を確認してください。 

＊確認する期間 ①修正登録期間 

        ②履修登録結果確認期間 

質問があれば、必ずこの期間中に学事センターへ確認してください。 

 

※2Q/4Qに開講される抽選科目の履修登録について 

これらの科目への抽選エントリーは、春/秋の各学期初めに設けられている抽選エントリー期間に行います。2Q/4Q

の追加履修登録期間には抽選エントリーはできませんので、注意してください。 

2Q/4Qの追加履修登録期間には、当初の抽選の結果、定員に達していない科目のみ先着順で履修登録することが可

能です。また、当該期間には、Loyolaから2Q/4Qの抽選科目を削除することもできます。 

 

  

抽選科目登録結果確認 

抽選科目登録期間 

（先着順） 

抽選科目を含む 

最終登録科目の確認 

抽選エントリー期間 
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■抽選科目登録の流れ（語学科目履修） 

必修（英語を除く）／選択必修として履修する言語を登録（自言語登録） 

※この登録をしていないと、抽選科目のエントリーができません。自言語登録の方法はクイックナビを参照すること。 

 

 ↓ 

 

 

 

 

 ↓  

 

 

 

 

 

 

 

■抽選科目登録の注意点 

・抽選科目を登録する上で条件がある場合（例：履修年次、学部学科など）、条件を満たさない科目は当選しません。 

・エントリーする曜日時限に別の通常科目を登録している場合は当選しません。 

・年度・学期の履修上限（履修上限単位数）を超過してエントリーした場合、抽選科目は履修上限単位数内でしか当選し

ません。履修上限単位数は予め確認するようにしてください。特に、学科科目の履修登録が出来ないということになら

ないよう、必修科目については予め履修登録したうえで、抽選科目エントリーを行ってください。 

・全学共通科目（選択科目）は、学期中毎週行う授業と、集中講義の科目とでカテゴリが分かれており、全学共通科目（選

択科目）は最大 10科目までエントリーが可能です。 

また、全学共通科目（選択科目）が当選する上限は各学期4科目までですが、抽選処理後に先着順登録の対象となった

科目は、4科目を超えて登録が可能です。（注） 

 

 

 

 

 

 

 

■出席の取り扱いについて 

初回授業出席後、登録を削除し、別の科目を登録した場合において、初回授業の出席分は新たに登録した科目には引き

継がれません。 

語学科目の出席に係る取り扱いについては、履修要覧〔学部科目編〕p.語学4を参照してください。 

 

 (3) 国際教養学部開講科目の履修について 

■受講資格 

以下のいずれかの条件を満たしていること。 

 条件 証明書類 

TOEFL 4.5（1～6スコア）または79（0～120スコア）点以上 

公式スコア＊ 

テスト実施日より2年以内の

もののみ有効 

TOEFLの ITP 550点以上 

TOEIC（IPも可） 730点以上 

IELTS 6.0以上 

TEAP（4技能） 334点以上 

TEAP（CBT） 600点以上 

自言語登録した言語の語学科目のみエントリー可能。 

当選結果の確認方法は前頁の「抽選科目登録の流れ」と同じです。 

当選した場合は、自動的に語学科目（必修・選択必修）の区分となります。 

また、初回の授業に必ず出席してください。 

自言語登録した言語のうち、選択として履修する科目、および 

自言語登録した言語以外の語学科目は先着申込で登録してください。 

また自言語登録した言語で、抽選科目エントリーを忘れてしまった 

場合や抽選にすべて外れてしまった場合もここで登録してください。 

※先着申込登録の際に、履修度および区分を選択すること。 

先着申込 

抽選 

（注）1年次生の全学共通科目（選択科目）履修制限について 

全学共通科目（選択科目）の履修可能上限単位数は、1年次生については各学期4単位までです。従って、抽選科

目は各学期4単位の範囲でしか当選せず、4単位を超えて先着順で履修登録することもできません。1年次生につ

いては科目数ではなく履修可能な単位数が制限されますので注意してください。 

学 部 
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実用英語検定 1級・準1級 合格証書または証明書＊ 

ケンブリッジ英語検定 CPEまたはCAEの合格証明書を保持していること 合格証明書 

上智大学協定校交換留学 
英語圏・英語で教育を行っている大学への交換留学を修了

した者 
履修願に大学名を記入 

＊いずれもコピー可。また Loyola 外国語検定試験の画面で「承認」となっているスコアについては、該当ページを印刷

したものでも受付可。 

■必要書類 

① FLA Course Registration Form（履修願） 

② 受講資格を証明できるもの（国際教養学部開講科目を初めて履修する場合のみ提出必要。前項の表内証明書類の欄を

参照。） 

 

■履修申込方法 

① 履修登録期間中に、My Sophiaの「大学からのお知らせ」から履修願・Course Scheduleをダウンロードし、履修計

画を立てます。履修希望科目選択にあたっては、Loyola上のシラバスを確認して下さい。 

＊なお、以下の科目は国際教養学部正規生のための必修科目のため、他学部生は履修できません。 

 

ENG111 ENGLISH COMPOSITION 1 ENG112 ENGLISH COMPOSITION 2 

ENG115 PUBLIC SPEAKING THP101 THINKING PROCESSES 

ENG110 ACADEMIC ENGLISH SKILLS INF100 OVERVIEW OF DATA SCIENCE 

＊また、一部の科目は前提履修を必要としている為、履修を希望する場合は「FLA Bulletin of Information」及びシ

ラバスを参照してください。 

＊シラバスにて「他学部・他研究科受講可否」が「不可」となっている科目は履修できません。 

 

② 履修願に必要事項を記入し、学事センター（教務）窓口に提出してください。 

Loyola上では履修登録はできません（登録日程の詳細については My Sophiaの大学からのお知らせ「授業・履修・成

績」のカテゴリで確認すること）。 

＊履修願を提出した後は、My Sophiaの時間割またはシラバス参照画面で教室を確認し、授業に出席してください。 

＊一度提出した履修願は取り下げることはできないので、十分注意してください。履修願を提出した科目を取りやめた

い場合は、所定の期間に履修中止申請を行ってください。 

 

③ 国際教養学部開講の抽選科目は国際教養学部生の優先科目です。他学部生の履修に関しては、定員に満たなかった科

目のみ履修登録が可能です。 

 

なお、履修登録にあたっては、Loyolaで登録した科目が優先的に登録されます。従って、Loyolaで履修登録した科目

と、国際教養学部の科目で履修手続を行った科目が曜日時限の重複をしていたり、国際教養学部の科目を履修登録した

場合に年間の最高履修限度を超えてしまう場合には、申請した科目は登録されないので十分注意してください。履修登

録の結果は、履修登録確認期間内に Loyolaの「履修登録・登録状況照会」画面で各自確認してください。 

 

 

(4) SPSFコース開講科目の履修について 

SPSF コース開講科目を当該コース以外の学生が履修する場合には、一定の語学要件を満たすことが必要な科目があり

ます。語学要件が課されている科目かどうかにより、履修登録手続きが異なりますので、注意してください。語学要件

が課されている科目かどうかは、各学部学科の「開講科目担当表」で確認してください。 

 

① 語学要件が課されている科目 

■受講資格 

前項「国際教養学部開講科目の履修について」の「受講資格」記載の語学要件を満たしている者 

  

学 部 

学 部 

学 部 

- ガイド36 -



■履修登録手続き 

履修登録期間中に、受講資格を証明する書類（前項「国際教養学部開講科目の履修について」の「受講資格」中、「証明

書類」欄参照）を学事センター（教務）窓口へ持参し、窓口備え付けの書類にて手続きを行ってください。Loyola上で

の履修登録はできません。 

＊手続き後に取り下げはできませんので、十分注意してください。一度手続きした科目を取りやめたい場合は、所定の

期間に履修中止申請を行ってください。 

 

② 語学要件の課されていない科目および一定の語学レベルを推奨されている科目 

■履修登録手続き 

一定の語学レベルを推奨されている科目については、推奨されている語学レベルを目安として、自身で履修するかどう

か判断してください。証明書類の提出は不要です。 

これらの科目は Loyola上から履修登録ができますので、履修登録期間中に Loyola上から履修登録を行ってください。

修正登録や履修中止も他の科目と同様に行うことができます。 

 

 

 

 (1) 他研究科開講科目の履修と修了単位への算入（認定手続） 

大学院学則第 17 条に定められているとおり、指導教員、専攻主任の許可により、他の研究科の授業科目を履修し、そ

の単位を自専攻の修了に必要な単位として算入すること（修了単位への認定）が可能です。 

修了単位への認定には、Loyola での履修登録手続に加え、所定の手続きが必要となります。認定手続を希望する学生

は、My Sophiaに掲載される手続きにしたがって、当該科目を履修登録する学期の履修登録期間及び修正登録期間の事

務取扱時間内（10：00～11：30、12：30～15：30）に学事センター（教務）窓口で手続きをしてください。 

 

（参考：大学院学則第 17条） 

各研究科において、指導教員が教育研究上有益と認めたときは、他の研究科又は学部の授業科目を履修させることが

できる。 

２ 前項の規程により修得した単位は、学部の授業科目を除き、８単位を超えない範囲で、当該研究科において修得

したものとみなすことができる。 

 

 (2) 大学院分野横断型科目 

学問分野の俯瞰・横断による知的関心・視野の拡充と、専門分野を超えた人的・知的ネットワークの構築を目的とし、

大学院の各研究科所属の教員が輪講形式で授業を担当する分野横断型科目が 2022年度から開設されました。 

また、当核科目は抽選科目となります。手続きについては p.ガイド 33を参照してください。 

修了単位への認定可否等は研究科・専攻によって異なりますので、詳細については「履修要覧〔大学院科目編〕」の各

研究科・専攻のページを参照してください。 

 

■2026年度開講科目 

「分野横断研究法：原理と技法」（博士前期課程神学専攻開講） 

開講期：秋学期 

担当者：コーディネータ HAIDAR Juan ・ 池田 真 

 

 (3) 学部科目の履修 

大学院学則第 17 条に定められているとおり、指導教員、専攻主任の許可により、学部の授業科目を履修することがで

きます。 

学部の授業科目は Loyolaでは履修登録ができません。履修登録を希望する学生は、My Sophiaの大学からのお知らせ

に掲載される手続きにしたがって、履修登録期間内に学事センター（教務）窓口で手続きしてください。 

ただし、履修した単位を修了に必要な単位として算入することはできないので注意してください。 

また、大学院生は、学部の抽選科目については原則として登録の対象外です。研究上、履修の必要があるなどの事情が

ある場合は、履修登録期間内に学事センター（教務）窓口に問い合わせてください。  

5-2 大学院における履修登録 
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 (4) 修士論文登録 

■修士論文登録 

修士論文登録は、p.ガイド 56 も参照し、論文を提出する学期（最終学期）の履修登録期間内に行ってください。2026

年9月修了予定の場合は、学事センター（教務）窓口に申し出てください。2027年3月修了予定の場合は秋学期に登録

をしてください。 

 

 

 

 (1) 履修中止とは 

授業に出席してみたものの、①授業の内容が自分の勉強したいものと違っていた、②授業のスピードについていけるだ

けの知識が不足していることに気がついた、③自分の履修計画を見直した結果、履修科目を減らしたい、という場合、定

められた期間内に履修中止の手続きをすることができます。 

履修中止の手続きは2種類あり、①Loyolaで行うものと、②学事センター（教務）窓口に「履修中止願」（紙）を提出

するものがあります。 

 

 (2) 履修中止の対象科目等について 

全ての科目が履修中止の対象となるわけではありません。また、履修中止にあたっては、以下の点に留意してください。 

 

■履修中止できない科目 

① 必修科目（全学共通科目、学科科目を問わない） 

② 「必修」および「選択必修」としての語学科目（例外については（3）「履修中止願の提出でのみ中止が認められる科

目」を参照してください） 

③ 集中講義（履修中止期間までに授業が終了するもの）※履修中止申請期間後に授業が開始する科目は、授業開始後の

履修中止をすることができません。 

ただし、学科によっては必修科目以外でも履修中止できない科目や、履修中止ができる必修科目がある場合があります。

履修要覧〔学部科目編〕の「履修上の注意」で確認してください。 

 

■抽選科目でも履修中止することができます 

抽選科目に当選したが、履修中止をしたい場合は Loyola で履修中止をすることができます（必修科目等履修中止がで

きない科目もあります。）。 

 

■履修中止できない科目 

  ① 必修科目については、履修中止は認められません。 

② 集中講義（履修中止期間までに授業が終了するもの）※履修中止申請期間後に授業が開始する科目は、授業開始後の

履修中止をすることができません。 

ただし、専攻によっては必修科目以外でも履修中止できない科目や、履修中止ができる必修科目がある場合があります。

履修要覧〔大学院科目編〕の「履修上の注意」で確認してください。 

 

■修士論文の履修中止（取り下げ） 

修士論文の履修中止（取り下げ）については、p.ガイド 58を参照してください。 

 

■願書による履修中止手続き 

一部の専攻において、履修中止にあたり学事センター（教務）窓口に願書を提出する必要があります。詳細は履修要覧

〔大学院科目編〕の「履修上の注意」を参照してください。 

 

  

6 履修中止 

大学院 
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 (3) 履修中止願の提出でのみ中止が認められる科目 

 

 

 

＊上記の学科科目については学科長の承認が必要。学科長の押印がないものは、受付期間内であっても受理できません。 

 

 

語学科目は以下の場合に限り、「履修中止願」による履修中止を受け付けます。ただし履修中止が可能かどうかを確認

する必要がありますので、希望する場合は必ず受付期間中にLoyolaの履修成績照会画面のプリントアウトを持参のうえ、

学事センター（教務）語学科目担当に相談してください。 

 

 

 

 

以下の科目の履修中止については教職・学芸員課程センター長と学科長の承認が必要です。押印がないものは、受付期

間内であっても受理できません。 

 

 

 

  

学科科目 

神学部：「卒業論文Ⅰ・Ⅱ」 

文学部：哲学科「卒業論文指導」・「卒業論文」 

史学科「卒業論文Ⅰ・Ⅱ」 

国文学科「卒業論文Ⅰ・Ⅱ」 

英文学科「RESEARCH PROJECT 1・2」 

ドイツ文学科「卒業論文 1・2」 

フランス文学科「卒業論文Ⅰ・Ⅱ」・「卒業論文演習」 

新聞学科 「卒業論文 a・b」 

総合人間科学部：教育学科「卒業論文」 

心理学科「卒業研究 A・B」 

社会福祉学科（20年次生以前）「論文指導」 

法学部：「必修演習 A・B」 

外国語学部：「卒業論文・卒業研究」 

総合グローバル学部（19年次生以降）：「卒業論文・卒業研究1・2」 

理工学部：物質生命理工学科「ゼミナールⅠ・Ⅱおよび卒業研究Ⅰ・Ⅱ」 

機能創造理工学科「卒業研究Ⅰ・Ⅱ」 

情報理工学科「卒業研究Ⅰ・Ⅱ」 

語学科目 

①必修もしくは選択必修として履修する言語を変更する場合（自言語登録を変更する場合） 

②海外短期語学講座に合格し、その単位が実際に付与されたことにより必要単位数に余剰が生じた場合 

③編入学及び留学等各種認定制度による単位付与が完了しており、それによって必要単位数に余剰が生じた場

合 

 

※①について、履修中止が認められた場合、次学期以降にその言語を必修もしくは選択必修として履修するこ

とはできません。 

※②③については、すでに単位が認定済みの場合を指します。これから申請予定及び申請中の場合は受け付け

ません。 

課程科目 

「教育実習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」「博物館実習Ⅰ・Ⅱ」「養護実習Ⅰ・Ⅱ」「統合実習（養護）」 
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 (4) 履修中止申請期間 

① Loyolaによる申請期間 
 

■春学期申請期間 

日     時 結果確認期間 対 象 科 目 

4月30日（木）10：00～ 5月1日（金）23：59ま

で 

5月8日（金）10：00～ 1Q科目・春学期前半科目 

6月15日（月）10：00～ 19日（金）23：59まで 6月23日（火）10：00～ 春学期科目・2Q 科目・春学期後半科

目 
 

■秋学期申請期間 

日     時 結果確認期間 対 象 科 目 

10月13日（火）10：00～14日（水）23：59まで 10月16日（金）10：00～ 3Q科目・秋学期前半科目 

11月30日（月）10：00～12月 4日（金）23：59まで 12月8日（火）10：00～ 秋学期科目・4Q 科目・秋学期後半科

目 

＊Loyola（Web）画面から、各自確認してください。「入力したつもり」であっても画面に反映されていない場合は無効で

す。 

＊必ず操作終了後、再度ログインしなおしたうえで、履修中止一覧に表示されているか、確認してください。 

＊履修中止申請最終日にパソコン通信環境等のトラブルで申請できなかった場合でも、特例の措置はとりません。 

＊余裕をもって、可能ならば前日までを目途に早めに申請を完了し、履修中止期間中に再確認が行えるよう心がけてくだ

さい。 
 

② 「履修中止願」による申請期間 

項目 期間 結果確認期間 対象科目 

1Q「履修中止願」の配布・受

付期間 

4月30日（木）10：00 

～5月1日（金）15：30まで 
5月 8日（金）10：00～ 

1Q科目 

（必修科目を除く） 

春学期・2Q「履修中止願」の

配布・受付期間 

6月15日（月）10：00 

～19日（金）15：30まで 
6月 23日（火）10：00～ 

春学期科目・2Q科目 

（必修科目を除く） 

3Q「履修中止願」の配布・受

付期間 

10月13日（火）10：00 

～14日（水）15：30まで 
10月 16日（金）10：00～ 

3Q科目 

（必修科目を除く） 

秋学期・4Q「履修中止願」の

配布・受付期間 

11月30日（月）10：00 

～12月4日（金）15：30まで 
12月 8日（火）10：00～ 

秋学期科目・4Q科目 

（必修科目を除く） 
 

「履修中止願」の申請結果が確認期間になっても反映されない場合は、至急学事センター（教務）窓口まで来てください。 

※窓口受付は平日の 10：00～11：30、12：30～15：30。 

※看護学科 2・3・4年次生は、目白聖母キャンパス事務センターに提出できます。 

 

 

 (5) 履修中止申請の注意点 

■最高履修限度に含まれます 

履修中止した科目の単位数分も学期および年間の最高履修限度に含まれます。 

秋学期の履修登録の際には、その分も含めて最高履修限度内で履修計画を立てるようにしてください。 
 

■卒業・修了予定者は履修登録単位の合計が卒業・修了に必要な単位数、要件を満たしているか、十分に確認してくださ

い。 
 

■履修中止期間内に必ず申請する 

履修中止期間内であれば、Loyola上で履修中止の取消は可能ですが、期間終了後の取消や新たな科目の履修中止は一切

認められません（履修中止期間以降に実施される集中科目も含む）。履修中止を行いたい科目がある場合は、期間内に

余裕をもって行ってください。なお、履修中止した科目を翌年度以降再度登録することは可能です。 
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■履修中止の確認を行う 

申請ミスを防ぐために、履修中止手続完了後、期間内に必ず再度 Loyola にログインし、履修中止手続ができているこ

とを確認するようにしてください。表示される項目が全て網羅・確認できる状態で最終段階の「履修登録・登録状況照

会画面」をプリントアウトするか、もしくは画面のコピーのデータを保存しておくことを推奨します。その際は、一旦

ログアウトした後、再度ログインしたときのものでプリントアウトしてください。 

 
 

【法科大学院生対象】履修中止申請の注意 

1)必修科目については、履修中止はできません。 

2)予備登録を行う科目（法律実務基礎科目の選択必修等）、総合科目は履修中止できません。 

3)履修中止期間内であれば Loyola 上での履修中止の取消は可能ですが、期間終了後の取消は一切認められません。た

だし、履修中止した科目を翌年度以降登録することは可能です。 

4)履修中止の申請をせずに教員から指示された試験やレポートなど必要な課題をこなさなかった場合には、その科目は

成績表および成績証明書に「F」（不合格）として記載されます。 

5)履修中止した科目の単位も最高履修限度に含まれます。 
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 (1) 評価基準 

学力の評価は、担当教員の授業方針・評価方針によって、試験（筆記・口頭・実技など）、レポート、授業参加の状

況その他に基づいて行われます。 

成績評価と判定基準は次のとおりです。 

 

  評価 評 点 
QPI 

(＊) 
内   容 

判 
 
 
 
 
 
 

定 

合 格 

A 100～90点 4.0 
授業の到達目標を非常に高い程度で達成し、特に優れた成

績を示したもの 

B 89～80点 3.0 
授業の到達目標を高い程度で達成し、優れた成績を示した

もの 

C 79～70点 2.0 
授業の到達目標を達成し、妥当と認められる成績を示した

もの 

D 69～60点 1.0 
授業の到達目標を達成し、合格と認められるための最低限

度の成績を示したもの 

P ― － 
授業の到達目標を達成し、合格と認められる成績を示した

もの 

不 合 格 

F 59点以下 0 

合格を「A」「B」「C」「D」とする科目において、授業の到達

目標を達成せず、合格と認められるに足る成績を示さな

かったもの 

X ― － 
合格を「P」とする科目において、授業の到達目標を達成せ

ず、合格と認められるに足る成績を示さなかったもの 

無
判
定 

履 修 中 止 W ― － 所定の期日までに履修中止の手続きをしたもの 

認 定 科 目 N ― － 修得単位として認定されたもの 
 

＊QPI = Quality Point Index 

上記の表の「評点」は必ずしも試験等の素点を表すものではありません。 

各科目の成績評価は、担当教員がシラバスで明示した評価基準・割合に基づき、上記の表のとおり評価されます。

また、下記のガイドラインに則り、相対評価の要素を取り入れたものとなっています。そのため、例えば、評価項目

ごとに算出した値の合計が 90点以上となっても、「A」評価になるとは限りません。 

 

【成績評価のガイドライン】 

全学的な評価の公平性を担保するために、科目平均 GPA の目安を 2.00～3.00 とし、相対評価の要素を取り入れて

成績を評価します。ただし、講義科目で 20人以下の場合、言語教育研究センター開講科目、演習科目、教職・学芸員

課程センター開講の実習科目、学外科目および指導科目、大学院開講科目等は除きます。 

 

 

【法科大学院生のみ対象】成績評価の原則 

上智大学法科大学院の成績評価基本原則は以下の通りです。シラバスにおいて成績評価の基本原則による旨を記載し

ている場合は、すべてこの基準に即しています。シラバスにおいて以下の成績評価基本原則とは異なる記載がある場

合には、シラバスの記載が優先します。 

 

1．通常の科目 :  

成績評価は、概ね平常点 30％、期末試験の得点 70％の割合でこれを行う。「平常点」の評価は、 

①授業への参加、②課題への取組み、③小テストの成績等による。 

また、「期末試験」には、期末の試験期間中に行う試験のほか、それに準ずるものとして教員が指定する中間試験等

も含む。 

7 学力の評価・成績 
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2．法律基本科目の演習科目〔および総合科目〕については、平常点（授業への参加、課題への取り組み、小テスト）

を 30％、演習課題の成績と期末試験（期末レポート含む）の合計を概ね 70％とすることができる。 

3．法律実務基礎科目の演習科目、模擬裁判、ネゴシエイション・ロイヤリング、リーガルクリニック、エクスターン

シップ、国際仲裁・ADR：成績評価は、 

①授業への参加、②報告発表、③レポート課題の総合評価による。 

 

【法科大学院生のみ対象】成績評価の割合 

履修学生総数が 15名以上の科目について、履修者数に対する成績評価の割合は、概ね以下のとおりとします。 

① Aは、20%以下とする。 

② Bは、30%以下とする。ただし、Aと合計して 50%を超えない限度で 30%を超えることができる。 

③ Aおよび Bは、合計して 20%以上とする。 

ただし、法律実務基礎科目の演習科目、模擬裁判、ネゴシエイション・ロイヤリング、リーガルクリニック、国際仲

裁・ADRについては、Aは、50%以下、B以下については、成績評価割合を定めないものとします。 

エクスターンシップ(Ⅰ、Ⅱ)については、合格（P）または不合格（X）で評価します。  

上記の割合は、レポートの成績評価にも適用されます。 

履修学生総数が 15名に満たない場合であっても、上記の基準を考慮して、成績評価を行うように努めます。 

 

 

 (2) Ｇ.Ｐ.Ａ.（Grade Point Average） 

各評価の Quality Point Index（＝QPI：(1)評価基準の表参照）と呼ばれる値に各科目の単位数をかけたものが

Quality Pointとなり、Quality Pointの総合計を履修登録科目の総単位数（W、N、P、Xとして表示された科目を除

く）で割ったものが GPAとなります。W（履修中止）、N（認定科目）、P（合格）、X（不合格）は計算式に含まれません。 

 

【GPAの計算式】 

4.0×Aの修得単位数＋3.0×Bの修得単位数＋2.0×Cの修得単位数＋1.0×Dの修得単位数 

履修登録科目の総単位数（W、N、P、Xとして表示された科目を除く） 

 

 

 

 (3) 成績の公開スケジュール 

2026年度の成績公開スケジュールは以下のとおりです。 

対象科目 学部 大学院 公開期間 公開方法 

春学期・1Q・2Q科目を含ん

だ累計の成績 

4年次生、 

9月卒業予定者 

（早期含む） 

修士・博前 2年次生、

博後 3年次生、 

法科大学院生、 

9月修了予定者 

（早期含む） 

8月 24日（月）～ 

Loyolaの「成績－履修成

績照会」 
1～3年次生 全院生 9月 10日（木）～ 

秋学期・3Q・4Q科目を含ん

だ累計の成績 

4年次生、 

早期卒業予定者 

修士・博前 2年次生、

博後 3年次生、 

法科大学院生、 

早期修了予定者 

2月 19日（金）～ 

1～3年次生 全院生 3月 15日（月）～ 

※一部期間は成績非公開となります。 
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 (4) 成績評価確認願について 

成績評価について疑問のある場合は、My Sophiaのアンケート機能から「成績評価確認願」を、下記の提出締切日

までに学事センター（教務）まで提出してください。提出方法等詳細については、My Sophiaの大学からのお知ら

せにてお知らせいたします。期日を過ぎた場合の願い出は一切受け付けられません。 

なお、4年次生（早期卒業予定者を含む）、修士/博士前期 2年次生・博士後期 3年次生（早期修了予定者を含む）

については、各学期、別途受付期間を設けます。日程については 2026年度カレンダーや My Sophiaの大学からの

お知らせで確認してください。 

 

対象科目 提出締切 

2026年度春学期・1Q・2Q科目 2026年 9月 13日（日）23：59まで 

2026年度秋学期・3Q・4Q科目 2027年 3月 22日（月）23：59まで 

【法科大学院生のみ】2026年度春学期科目（9月修了

予定者） 

2026年 8月 24日（月）～8月 25日（火）15:30まで 

【法科大学院生のみ】2026年度春学期科目（9月修了

者以外） 

2026年 9月 10日（木）～9月 13日（日）23:59まで 

【法科大学院生のみ】2026年度秋学期科目 2027年 2月 19日（金）～2月 21日（日）23:59まで 

 

提出にあたっては、該当科目に自分が臨んだ状況を充分吟味し、A～Fの成績評価基準を理解したうえで、My Sophia

の大学からのお知らせに掲出される記入上の注意をよく読み提出してください。 

 

なお、以下のような理由による成績評価確認願の提出は受け付けることができません。 

①単に再評価・再検討を願い出るもの。 

②担当教員に情状を求めるもの（卒業や教職員免許等の取得に関わる等）。 

③他の学生との対比上の不満を訴えるもの（友人は B評価だが、なぜ自分は C評価になったのか等）。 

④評価に疑問がなく、その評価になった理由のみを問い合わせるもの（先生からの講評、解説がほしい、試験等

の点数の開示を求めるもの等）。 

⑤「出席はしました」「試験は受けました」等の記載のみで、他に具体的な内容の記載がないもの。 

 

 

 

【法科大学院生のみ対象】成績評価再確認願い（理由書）について 

次の要件を充たす場合に限り、上記「成績評価確認願」の回答を My Sophiaの個人掲示板（呼び出し）で確認後、次

の方法にしたがい、「成績評価再確認願（理由書）」を法科大学院成績評価委員会に提出することができます。 

 

■「成績評価再確認願（理由書）」の提出の要件 

①明らかに成績表への誤記があると考えられるとき 

②成績評価確認願の回答書に明らかに誤りがあると考えられるとき 

 

■「成績評価再確認願（理由書）」提出の手続 

①「成績評価再確認願（理由書）」の提出は、学事センター（教務）より「成績評価確認願」の回答の掲示（呼び出

し）を My Sophiaで受けてから、14日以内とする。 

②「成績評価確認願」の回答書の写しを、各自でプリントアウトする。 

③「成績評価確認願」の回答書の写しとともに、「成績評価再確認願（理由書）」を自書して法科大学院成績評価委員

会宛に提出する（提出窓口は、法科大学院事務室）。 

 

法科大学院成績評価委員会は、上記の要件を充たすと思料したときには、当該学生および担当教員から事情を聴取

し、また必要があれば担当教員から答案の提出を求めて、再度、検証の必要の有無を判断します。 
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この結果については、措置決定通知書によって、「成績評価再確認願（理由書）」受理後 14日以内に法科大学院事務

室より当該学生に通知します。 

 

 (5) 成績不振学生との面談について 

上智大学では、学則第 40条において、連続する 2か年で合計 32単位以上を修得できない場合は退学とすることを

定めています（「8．単位修得不足者の扱い」参照）。 

そのような事態を防ぐため、GPA0.5未満の学生に対しては、学年末に所属学科から個別に連絡をし、学生生活や勉

学計画を振り返り、今後の履修や勉強の進め方などについて相談する機会を設けます。これらの指導や相談を経て

も勉学継続の意欲がないケースでは、退学を勧告する場合もあります。 

なお、勉学や心身の悩みについては、年間を通して、学科教員だけでなくカウンセラーや職員も相談に乗る体制を

整えていますので、希望があればいつでも相談を申し出てください。 

＊申込み先は公式ホームページ「Campus Life」→「学生サポート」→「学生相談の窓口」を参照してください。 

 

 

 

 
（注）連続する 2か年 において、学部学科が指定する科目を含む合計 32単位以上修得できない者は退学となります。

詳細は、p.ガイド 121の学則第 40条第 1項運用細則を参照してください。 

 

（注）連続する 2か年について 

神学部、文学部、総合人間科学部、法学部、 

経済学部、外国語学部、総合グローバル学部、 

理工学部（英語コース除く） 

国際教養学部、理工学部英語コース、SPSFコース 

在学した連続 2か年度をいう。ただし、休学した学生

については、休学期間を含む年度は含めず、前後の年

度とする。 

休学した期間を除く連続した 4学期とする。 

（例）前年度の 2Qを休学した場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

※●印のついた年度が連続する2か年に該当する。 

（例）前々年度の 4Qと今年度の 1Qを休学した場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※●印のついた4学期が連続する2か年に該当する。 

 

単位の計算にあたり、以下の点に注意すること。 

・単位の計算は、連続する 2か年の修得単位を合算することによって算出される。神学部、文学部、総合人間科学部、

法学部、経済学部、外国語学部、総合グローバル学部、理工学部（英語コース除く）の学生は、休学を含む年度に

修得した単位は含まない。国際教養学部、理工学部英語コース、各学部 SPSFコースは上表右記の通り。 

・再入学、学士入学をした者については、再入学、学士入学後の在学年数及び修得単位数を計算する。 

・編入学をした者については、編入学による認定単位を含めた修得単位数を計算する。 

・留学期間が 1年を超える場合、超える期間は休学と同様に扱う。 

・連続する 2か年に許可を受けた留学等による各種認定単位数は修得単位に含める。 

・判定時に成績が付与されていない科目の単位数を判定単位数に含めることはできない（長期休業中に実施される実

践型プログラム科目等）。 

8 単位修得不足者の扱い（学則第40条） 

1Q 2Q 3Q 4Q 

在学 在学 在学 在学 ● 前々年度 

前年度 在学 休学 在学 在学 

在学 在学 在学 在学 ●  今年度 

春学期 秋学期 

1Q 2Q 3Q 4Q 

在学 休学  前々年度 

前年度 

休学 在学   今年度 

春学期 秋学期 

学 部 

- ガイド45 -



 

学力の評価は、担当教員の授業方針・評価方針によって、試験（筆記・口頭・実技など）、レポート、授業参加の状

況その他に基づいて行われます。以下は主に学部の成績評価のために実施される試験についての詳細です。 

 

 (1) 試験の種類 

それぞれの学期中および学期末に行われる試験については、その実施時期により以下の種類に分けられます。 

 

試験種類 実施／提出日 日程等の照会 追試験 備考 

授業内試験 
授業期間中（主に最終授

業日等）に実施 

各担当教員より授業内に

個別に指示 
対象外 語学科目は原則授業内試験となる。 

法科大学院で定期試験を CBT で行う

科目は追試験対象外。 
定期試験 

（筆記試験） 
定期試験期間中に実施 学事センターより Loyola

「定期試験」→「定期試験時

間割照会（学生用）」に掲示 

（日程については次項参照） 

対象 

レポート試験 指定された日迄に提出 － 

Loyola 掲示は一部の情報のみ。詳

細は、各担当教員から授業内に個

別に指示される場合あり。 

 

 (2) 定期試験（筆記試験）・レポート試験の日程等の掲示 

前項のうち、「定期試験（筆記試験）」および「レポート試験」がある科目については、その詳細について下記の日

程で学事センターより Loyolaへ掲示します（ただし、クォーター科目については、定期試験（筆記試験）実施科目の

み）。 

また、授業内試験等の科目については「その他」として掲示されます。大学院は担当教員の指示に従ってください。 

 

四谷キャンパス/目白聖母キャンパス 

＜セメスター科目＞※Loyolaの「定期試験」→「定期試験時間割照会（学生用）」を必ず確認すること。 

 日程掲示／公開日 定期試験（筆記試験）期間 備考 

春学期 2026年7月11日（土） 2026年 7月 25日（土）～8月 1日（土） 8月 1日（土）は予備日 

秋学期 2027年1月12日（火） 2027年 1月 26日（火）～2月 2日（火） 2月 2日（火）は予備日 

【法科大学

院】春学期 

2026年7月11日(土) 2026年 7月 18日(土)～8月 1日(土) 8月 1日(土)は予備日 

【法科大学

院】秋学期 

2027年 1月 8日(金) 2027年 1月 15日(金)～2月 2日(火) 2月 2日（火）は予備日 

 

＜クォーター科目＞ 

 日程掲示／公開日 定期試験（筆記試験）期間 備考 

1Q 2026年5月21日（木） 2026年 6月 4日（木）・6月 6日（土）  

2Q 2026年7月11日（土） 2026年 7月 25日（土）～8月 1日（土） 8月 1日（土）は予備日 

3Q 2026年10月31日（土） 2026年 11月 14日（土）・11月 21日（土）  

4Q 2027年1月12日（火） 2027年 1月 26日（火）～2月 2日（火） 2月 2日（火）は予備日 

 

 (3) 定期試験（筆記試験）の心得 

■受験上の注意 

・Loyola の「定期試験」→「定期試験時間割照会（学生用）」で試験教室を確認し、指定された試験教室で受験して

ください（授業実施教室と試験教室は異なる場合があります）。 

・スマートフォン・携帯電話・ウェアラブル端末などの電源は切って、鞄の中にしまってください。また、これらを

時計の代わりに使用することも認められません。 

・試験開始後、20分以上遅刻すると理由の如何にかかわらず受験できません。 

交通遅延を含むいかなる理由があっても、所定の試験時間を延長することはありません。試験当日は早めに試験教

室へ到着するよう心がけましょう。原則として、試験開始の 10分前には着席していること。 

・途中退場は試験開始 30分後から試験終了 10分前までとし、それ以外の試験時間中は退場できません。 

9 試験 
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・答案用紙を提出しないと退場できません。 

・試験監督の指示に従わない場合や私語・態度の不正を注意しても改めない場合、当該学生の試験は無効になります。 

 

■持参するもの 

①学生証：必ず机上に置くこと。学生証を所持しない学生はいかなる理由があっても受験できません。 

※定期試験期間に学生証を忘れた場合は臨時学生証を発行してください。臨時学生証の発行手順につ

いては My Sophiaの掲示を参照してください。ただし、試験開始後 20分までに「臨時学生証」を

持って試験教室に入場できない場合は、他の遅刻者と同様、定期試験の受験ができません。なお、

臨時学生証は定期試験期間に限り発行可能です。授業内試験等で発行することはできません。 

発行手数料：500円 （発行当日のみ有効） 

②筆記用具 

③下敷き：使用希望者のみ。白かそれに近い色に限ります。ノート・書籍などを下敷き代わりにすることはできま

せん。 

 

■答案について 

 答案は、原則として 1部のみ配布します。配布の答案以外の用紙での提出は、無効になります。 

 書き損じのため新たな用紙を再配布された場合、書き損じの分は回収されます。 

 学生番号・氏名は、必ず消せないボールペンもしくはサインペンで記入してください。未記入の答案は無効になり

ます。 

 

【法科大学院生対象】試験受験資格 

授業欠課数が当該授業科目の開講時間数の 4分の 1を超える学生は、その学期における当該科目の学期末試験を受

験することができず、また、レポート提出等により評価する科目においてレポート等を提出したとしても、原則と

して単位を取得することができません。なお、授業を 20分以上遅刻した場合は原則として欠席扱いとなります（交

通機関の遅延証明がある場合等を除く）。 

 

【法科大学院生対象】試験の心得 

■持参するもの（CBT試験については、法科大学院事務室の案内に従うこと） 

① 学生証：必ず机上に置くこと。学生証を所持しない学生はいかなる理由があっても受験できません。 

② 筆記用具・ステイプラー：原則ペン書き。修正液は使用不可。ステイプラーの貸し出しは一切行いません。 

③ 下敷き：使用希望者のみ。白かそれに近い色に限ります。ノート、書籍などを下敷き代わりにすることはできま

せん。 

 

※定期試験期間に学生証を忘れた場合は臨時学生証を発行してください。臨時学生証の発行手順については My 

Sophiaの掲示を参照してください。ただし、試験開始後 20分までに「臨時学生証」を持って試験教室に入場で

きない場合は、他の遅刻者と同様、定期試験の受験ができません。なお、臨時学生証は定期試験期間に限り発行

可能です。授業内試験等で発行することはできません。 

発行手数料：500円 （発行当日のみ有効） 

 

■六法の持込 

定期試験時の六法は、原則として、大学が貸与します。ただし、六法持込許可の指示がある場合であっても、特別

な指示がない限り、持ち込める六法は書き込みが一切ないものに限ります。 

 

■試験場 

指定された試験場で受験してください。科目によっては、試験場が授業実施教室と異なることもあるので、注意し

てください。携帯電話（スマートフォン）・ウェアラブル端末等の電源は必ず切って鞄の中にしまってください。ま

た携帯電話（スマートフォン）・ウェアラブル端末等を時計の代わりに使用することは認められません。 

 

法科大学院 
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■遅刻・退場 

① 試験開始後、20分以上の遅刻者は、受験することができません。 

② 試験開始後、30分以前または試験終了 10分前は退場できません。 

 

■答案用紙（CBT試験については、試験監督の指示に従うこと） 

 答案用紙は、（本紙と写しとから成る）複写式であり、原則として、ステイプラーによって綴じられた 5 枚ひと組

からなるものを用います。 

 試験開始後、他の答案用紙に複写されてしまう恐れがありますので、ただちにステイプラーを取り外し、さらに各

答案用紙に順に 1から 5まで頁数を書いてください。 

 試験終了後、写しを切り離し、本紙の答案用紙をステイプラーで綴じなおして提出します。答案を提出せずに退場

することはできません。 

 写しは各自持ち帰ります。 

 学生番号を記入していないとき、また試験監督者から配布された答案用紙以外の用紙を用いたときは、その答案は

無効となります。 

 私語や態度が悪いことの注意を与えても改めないとき、また試験監督者の指示に直ちに従わないときは、退場を命

じられ、その答案は無効となります。 

 

■不正行為 

筆記試験において不正行為があった場合、上智大学大学院学則第 29条の規定に基づき、厳しく処分されます。 

詳細については別途示します。 

 

■雪害等により定期試験が実施不可能な場合 

 ① このような事態に備えて、試験期間の最終日に、予備日を設けています。あらかじめ、各自の試験日程に予備日

を含めておいてください。 

 ② 予備日に試験日を変更して実施する場合は、掲示で通知するので注意してください。 

 

臨時試験 

臨時試験は、随時授業中に行われる試験です。日程などは、掲示あるいは授業中に指示されることもあるので、注

意してください。 

 

 (4) 追試験について 

以下の事由により、定期試験を受験できなかった学生は、『追試験願』（所定様式）および証憑書類を提出すること

によって追試験受験を認められることがあります。追試験の受験を認められた場合には、追試験料を納める必要があ

ります。 

なお、授業内（定期試験期間外）に試験を実施した科目、法科大学院で定期試験を CBTで実施した科目、法科を除

く大学院科目・助産学専攻科科目は追試験を申請することができません。 

 

①追試験願を提出できる事由 

原則として、『病気・怪我』、『三親等以内の忌引き』、『災害』、『交通機関の遅延』、『裁判員制度での選任』、『骨髄

バンクドナー候補となった場合』とします。申請時には試験当日に当該試験を受験できなかったことが証明でき

る以下の書類が必要です。上記以外（就職活動や課外活動等）は事由として認められません。 

 

②各事由の証明書および手続きについて 

追試験願の提出にあたり、事由毎に以下の証明書の提出が必要です。定められた期日内に手続きを完了させなけ

ればなりません。 

 

『病気・怪我』の場合 医師が発行した診断書または感染症治療後登校許可証明書（本学所定様式）

※領収書、診療明細、処方箋、感染症・抗原検査の結果を示す書類等は不可 

診断書は、以下のすべての内容が記載されている必要がある。 

学 部 
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ａ） 病名または病状と診察内容、試験当日に試験を受験できる状態になかったことが記載されていること。 

ｂ） 受験できなかった試験日が受診日または療養期間として明記されていること。 

※数日にわたって試験を欠席した場合、該当期間が受診日または療養期間として明記されていることが必要。 

上記ａ）ｂ）の内容が記載されていない場合、書類記載内容不備により、追試験申請が受け付けられないので注意

すること。また、ａ）ｂ）の内容が記載されていても、診断書または感染症治療後登校許可証明書（本学所定

様式）ではない場合は追試験申請が受け付けられないので注意すること。 

 

『三親等以内の忌引き』の場合 会葬御礼のはがき等 

試験を受験できなかった日付が記載されていること。 

※ 葬式（通夜・葬儀・告別式）当日のみ対象（原則として、移動日は追試験の対象とはならない）。 

 

『交通機関の遅延』の場合 各交通機関が発行した遅延証明書（日付、および遅延時間が記載されたも

の）。インターネット上の遅延証明書を印刷したものでも可。 

交通機関が 21分以上遅延し、試験会場への到着が試験開始定刻から 20分を超えたことにより定期試験を受験でき

なかった場合、追試験を申請することができる。試験開始後 20 分までの遅刻ならば受験可能なため、速やかに試

験会場に向かいそのまま受験をすること。 

 ※ 学生本人の自宅から大学へ通常使用している路線の遅延に限る（自宅以外を起点とする申請は不可）。 

 ※ 遅れた時間以上の遅延証明（例えば、試験開始から 30分遅れた場合は、30分以上の遅延証明）でなければ認

められない。原則として、試験開始の 10分前には着席していること。初めから遅刻入室を想定して登校した

場合、追試験の申請は不可。 

 ※ 判断に迷う場合は、まず試験教室に行き、試験監督の指示に従うこと。 

 

『災害』の場合 「罹災証明書」等 

『裁判員制度での選任』の場合 「選任手続日のお知らせ（呼出状）」写し 

骨髄バンクドナー候補となった場合 公益財団法人 日本骨髄バンクから発行される「予定通知書」の写し 

 

③追試験料 

1科目あたり 2,000円 

 

④追試験関連スケジュール 

スケジュールの詳細や注意事項等は定期試験期間前（春学期は 7月上旬、秋学期は 1月上旬）に My Sophiaの大

学からのお知らせ「授業・履修・成績」のカテゴリでお知らせします。このお知らせを見なかったために生じる

不利益は学生本人の責任となります。 
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 (1) 定期試験・授業内試験及びレポート試験での不正行為の禁止 

絶対に不正行為を行ってはいけません。本学では、不正行為に対して厳格な対応を行います。なお授業期間内に随

時行われる授業内試験において不正行為を行った場合やレポート試験における不正行為についても、定期試験と同様

に厳しく処分されます。試験においては常に誠実な受験態度で臨んでください。 

 

不正行為の具体例 処分内容及び履修科目等の取扱い 

1） 定期試験期間中の筆記試験（追試験を含む）におけ

る不正行為 

① 携帯電話等を指示された以外の場所・状態で保

持していること 

※携帯電話等とは、スマートフォン、パソコン、

モバイル PC、タブレット端末、スマート

ウォッチ等の通信機能を有する機器、コード

レスイヤホン、携帯音楽プレーヤー等の携帯

型録音再生機器等を含むものとする。 

② あらかじめ参照することが許可された資料等

以外のもの（資料等への許可されていない書込

みを含む。）や携帯電話等を指示された以外の

場所・状態で保持し、参照すること（参照でき

る状態であった場合も含む） 

③ 答案の不提出及び持ち帰り 

④ 机上や衣服、壁、身体等への書き込みの参照、

及び書き込んだ状態の下で受験すること 

⑤ 他人の答案を覗き込むこと及びそれに準ずる

行為 

⑥ あらかじめ参照することが許可された資料等

の他の学生との貸借 

⑦ 私語その他、他の学生への迷惑行為 

⑧ 他の学生と答案を見せ合うこと 

⑨ 答案を他の学生と交換したり、あらかじめ解答

を準備した別の答案とすりかえたりする行為 

⑩ 本人に代わり受験する行為、他人に依頼して受

験させる行為（替え玉受験） 

⑪ 学生証を不正に利用する行為 

 

 

学則第 60条の規定により、退学、停学、
訓告のいずれかに処す。 

 

 

① 不正行為のあった科目を不合格（F）とする。 

② 停学に処した場合、当該停学の期間は修業年限に

参入しない（卒業期の延期）。 

③ 上記に加え、当該学期に履修したその他の科目を

不合格（F）とする場合がある。 

2） 授業内試験及びレポート等を含む論文等試験にお

ける不正行為 

① 定期試験に替わる授業内試験での不正行為 

  ※不正行為の具体例は上記 1）に準ずる。 

② 定期試験に替わる論文等試験（レポート等を含

む）での剽窃行為 

③ 本人に代わり論文等を作成する行為、他人に依

頼して論文等を作成させる行為 

④ 他の科目に提出した自分のレポートの一部な

いし全部の自己剽窃行為 

⑤ ChatGPT 等の AI チャットボットを使用してレ

ポートや論文等の一部ないし全部を作成する

行為（但し、科目の担当教員が事前に使用を許
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不正行為の具体例 処分内容及び履修科目等の取扱い 

可している場合は除く） 

⑥ その他、論文等試験の公正な実施を妨げる行為 

3） 上記 1）、2）の各号の検証のための指示に従わなかっ

た場合 

◆処分の発効日は、不正行為の行われた日とする。 

 

不正行為を行うことは、1 科目の成績にとどまらず、あなた自身にとっての大きな不利益をもたらすことになりま

す。安易な気持ちや一時の気の迷いから不正行為をすることの絶対にないようにしてください。また、試験前に、

持込みの可否、持込みが許されているものの内容について Loyolaにて充分確認してください。 

 

 (2) 試験やレポート・論文作成に臨むにあたって 

レポート試験における不正行為・不適切行為は、あなた自身の事前の注意深い態度によって充分に防ぐことが可能

です。下記を熟読し、「アカデミック・オネスティ（学問的誠実性）」の遵守を心がけて、そのようなことのないよう

にしてください。 
 

◆「アカデミック・オネスティ（学問的誠実性）」の涵養と遵守 

上智大学は、その校名 Sophiaが意味するように、叡智を究極のものとして尊重します。そのため、以下の（1）（2）

に示されるような「アカデミック・オネスティ（academic honesty/学問的誠実性）」の態度の涵養を、皆さんに求

めていきたいと考えます。それは、For others, With othersという大学の教育精神に基づき、他者の尊重・他者

との協調を重視する本学の取り組みの方向とも関連するものであります。 

 

（1）先人や同時代人の研究・情報源に敬意をはらって学習しつつ、自ら新たに深めていく。 

（2）継続的な努力をつづけることで、自らの基本的な学力の向上に努める。 
 

学問的にオリジナルであろうとするあまり、守るべき研究上のルールが守られないこと（データの偽装や捏造など）、

また、他者の研究成果を自らのものであるかのように偽ったり、それに無自覚的であることなどは、共に「アカデ

ミック・オネスティ」に反する態度であるといえます。 

自らの学習の成果を確認する場面である定期試験（筆記試験やレポート試験）においても、日ごろの学習と変わら

ぬ「アカデミック・オネスティ」の態度の遵守が求められます。したがって、カンニングやレポートの盗用など、

不正行為は強く戒められるものとなります。上智大学の学生らしい知を愛する姿勢を、皆さんが様々な場面で尊重

し、涵養していくことを望みます。 

 

◆レポートや論文作成の上で守るべき引用の方法について 

各授業科目での成績評価方法の一つとして、レポートや論文の提出を求められることがあります。その作成におい

て、最終的には自身による分析や考えを述べる必要があります。内容がひとりよがりにならないためには、過去や

現在において行われている様々な研究成果に学び、それを活用して、その上に研究を積み上げていくことが大事に

なってきます。レポートや論文の作成に際しては、以下の点を守る必要があります。 

 

 ① レポートや論文で論ずる考え方や発想、図表などが、何らかの文献や資料、Webサイトに載っている場合には、

どの文献や資料、Webサイトのどの箇所に載っているかを明らかにしなければなりません。 

 ② 文献や資料、Webサイトから直接引用する場合には、それが引用であることを「 」などで明示し、どの文献や

資料のどの箇所から引用したかを明らかにしなければなりません。 

 ③ 言うまでもなく、レポート・論文は自らが書いたものであり、友人・先輩・家族・知人などが書いたものを自分

が書いたかのように提出することは許されません。 

 ④ 他の科目に提出した自分のレポートの一部または全てを利用すること（自己剽窃）も不正行為です。 

 

もし、あなた自身が書いた文章や論文が遠くの身知らぬ人に、あるいは身近で知っている人に、何の許しも相談も

なく勝手に「自分が書いたものだ」として使われたら、あなたはどう思うでしょうか。引用や参照は著作者の権利

保護と共に、学習や研究をする者同士のマナーとして考える必要があります。 

上記①②の処理を怠って、引用であることを示さないまま、あるいはアイデアを負っている文献や資料を示さない

まま、内容を引き写したり記述を進めたりすることは盗用や剽窃（ひょうせつ）と見なされます。海外では、「プレ
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ジャリズム（plagiarism）」とも称され、文献や Webサイトからの安易な切り貼りとして強く非難されています。ま

た、他人の書いたものの提出である③が、虚偽行為にあたることは言うまでもありません。盗用や他人が書いたも

のの提出に加え、自分自身が作成したものであっても別の科目、別の目的で作成されたものを使い回す行為が明ら

かになった場合は、筆記試験での不正行為（カンニング）と同様に厳しい処分と厳重注意の対象となります。した

がって、引用や参照にあたっては次の 2つの重要なルールについて充分に注意を払い、守ってください。 

 

▼（1）書籍や Webサイトからの引用や参照にあたっては、レポートや論文において、注記をつけて、資料の出所を明

らかにします。引用の記載方法などは、学問分野ごとに多少の相違があるので、詳細は各教員に確認してくだ

さい。以下のような内容を含んでいることが一般的です。 
 

◇書籍からの引用例 ：著者名『書名』出版社名、刊行年、引用頁 

◇学術誌の論文等の引用例 ：著者名「論文名」『所収雑誌名』○巻△号、刊行年、引用頁 

◇Webサイトからの引用例 ：作成者名「サイト名や記事名」 

閲覧日-20XX年 11月 1日（または最終更新日-20XX年 6月 30日） 
 

▼（2）必要があり、他人の文章を自分のレポートや論文に直接取り込んで引用する場合は、その部分に「  」をつ

け、直接引用した部分と自分が書いている地の文との違いを明瞭にする必要があります。 

 

◇直接引用する箇所の例： 

“著者の上智太郎はこの点について、「大学の存在というものは 3つの観点から・・・・ととらえる必要があ

る」と述べている（上智太郎、20XX、p.XX）。” 

 

高校段階までなら文献・資料や Webサイトを調べ並べるだけで評価されることもあったでしょうが、大学では誰の

どこの研究成果なのかを明らかにし、その上で自分の議論・分析を組み立てていくことが大事になります。レポー

ト・論文の執筆と提出に際しては、上記に記載したように、引用先や参照先の明記ならびに引用文と自分の地の文

の明瞭な区別を行って、「アカデミック・オネスティ（学問的誠実性）」を遵守する態度で臨むことを強く求めます。 

 

 

 (3) 学術研究倫理 

 

本学では健全な学術研究の発展と社会との共生のため、「上智大学学術研究倫理に関するガイドライン」や、「上智

大学における研究活動上の不正行為の防止等に関するガイドライン」、「上智大学『人を対象とする研究』に関するガ

イドライン」を定め、研究活動を行うすべての構成員にその遵守を求めています。 

 

ガイドラインの対象者は、教員、研究員のみならず、大学で研究活動に従事する学生も含みます。大学院生も学問

の自由の下に研究活動における自主性が尊重され、真理を探究する権利を有していますが、同時に研究活動における

高い倫理性も求められています。本学では、学術研究倫理に対する理解を深めるため、大学院生へも研究倫理教育の

受講および誓約書の提出を求めていますので、必ず受講してください。 

研究活動のあらゆる局面において捏造、改ざん、盗用等の不正行為を行わないこと、加担しないことはもちろんで

すが、論文作成時の引用への認識不足から、剽窃や盗用とみなされる方法をとることがないよう、日ごろから文献の

引用方法やデータの取り扱い方法等について正しい知識を身につけるとともに、研究・調査データの適切な記録保存

により不正の発生防止のための取り組みを行う等、研究者としての自覚を持ち、ふさわしい対応を心掛けてください。 

 

「上智大学学術研究倫理に関するガイドライン」、「上智大学『人を対象とする研究』に関するガイドライン」は上

智大学 Web Pilotiからも参照できます。必ず一読の上、十分理解したうえで研究活動を行うよう留意してください。 

＞研究活動＞研究活動に関する法令、研究費の使用について＞学術研究倫理 

https://piloti.sophia.ac.jp/jpn/research/sunivrsc/kenkyurinri/ 

大学院 
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 (1) 卒業要件について 

本学に入学した学生が卒業し、学位を取得するためには以下の 2 つの条件を満たすことが必要です（上智大学学則第 57

条（p.ガイド 90）参照）。 

いずれかの条件を満たせない場合は、卒業できず在学継続（留年）となります。 

 

1：修業年限を満たすこと 

 （原則としては4年です。ただし、編入学・再入学・学士入学の場合は修業年限が異なることがあります。） 

2：卒業に必要な所定の授業科目および必要単位数を修得すること 

 （卒業に必要な所定の授業科目および必要単位数は所属の学科および入学年次等によって異なります。） 

 

 (2) 修了要件について 

修了要件は次のとおりです（上智大学大学院学則第 21条（p.ガイド 101）参照）。 

 

【博士前期課程（修士課程）】 

 ① 修業年限を満たす（休学期間を除く2年間在学する）。 

 ② 修了に必要な所定の単位を修得する（各専攻の定めに従って 30単位以上修得する）。 

 ③ 必要な研究指導を受けた上で、修士論文の審査及び試験に合格する。 

 

【博士後期課程】 

 ① 修業年限を満たす（休学期間を除く3年間在学する）。 

 ② 修了に必要な所定の単位を修得する。 

 ③ 必要な研究指導を受けた上で、博士論文の審査及び試験に合格する。 

 

【法科大学院生対象】修了要件について 

修了要件は次のとおりです。（大学院学則-専門職学位課程の修了要件） 

 · 第 21条の 3 法学研究科法曹養成専攻（法科大学院）の修了の要件は、3年以上在学し、各年次で所定の成績を修

め、100単位以上を修得することとする。ただし、必要とされる法律学の基礎的な学識を有すると認められた者（法

学既修者）については、2年以上在学し、各年次で所定の成績を修め、64単位以上を修得することとする。 

· 2 各年次で修得すべき単位及び所定の成績については、別に定める。＊履修要綱 法科大学院［法学研究科法曹養

成専攻］p.法科 30～参照 

 

年度末（3 月）において修了要件を満たした者（休学・停学中の者を除く）は、その年度末をもって修了となります。

2027年 3月15日に修了者を発表します。修了証明書は修了者発表日から発行できます。詳細は My Sophiaの掲示を確

認してください。なお、在学中に司法試験に合格した場合の取り扱いについては、対象者に別途お知らせします。 

 

 (3) 卒業/修了要件の確認は自分自身で 

 ① 上記の卒業/修了要件を満たすための科目履修の計画を立てること 

 ② 卒業/修了要件を満たしているかを確認すること 

以上の事柄は、学生個人の責任で行われるべきものです。 

学事センターでは履修に関する相談は行っていますが、卒業/修了の可否についての照会や、一人ひとりの単位の確認お

よび計算は行っていません。卒業/修了の可否についての最終確認は、必ず各自の責任において行ってください。 

 

 (4) 卒業/修了に必要な単位の確認方法について 

 ① 履修要覧による確認 

/ /卒業 修了に必要な科目および単位数については、所属の学科 専攻および入学年次等によって異なります。 

/まずは、履修要覧の自分の学科・専攻および年次の「卒業 修了に要する科目、単位数の最低基準」「標準配当表」「履

/修上の注意」を熟読したうえで、単位を修得した科目について、卒業 修了必要単位数のどの区分の単位にあたるか

11 卒業/修了要件と自己判定 

学 部 

大学院 

法科大学院 

- ガイド53 -



1を つずつ確認してください。 

 

 ② Loyola『自己判定機能』による確認 

上記の①履修要覧による確認とあわせて、Loyolaで公開している「自己判定機能」を使った確認もあわせて行いまし

ょう。「自己判定機能」については下記を参照してください。 

 

■自己判定機能とは 

Loyola 上で、履修中単位数と修得済単位数を合計した累計単位数から不足単位数を算出し、卒業/修了必要科目および

単位数の修得状況について区分ごとに参照することができます。 

この機能は卒業/修了に必要な単位数の確認を学生自身がスムーズに行えるよう公開しています。あくまでもシステム

上で単位計算を行った結果を示しているもので、卒業/修了を保証するものではありません。 

 

■自己判定機能でうまく反映されないケースがあります 

学科/専攻によってはカリキュラムが複雑なため、正しく計算・表示されないケースがあります。詳細については Loyola

に「自己判定の注意点」として掲載されていますので、必ず確認するようにしてください。 

 

■自己判定機能の公開期間について 

自己判定機能はいつでも使用できるわけではなく、公開期間が決まっています。2026年度の公開期間スケジュールにつ

いては Loyolaで確認してください。 

 

 

 

 (1) 卒業/修了 

年度末（3月）において卒業/修了要件を満たした者（休学・停学中の者を除く）は、その年度末（3月）をもって卒業

/修了となります。2027年3月 15日に Loyolaで卒業/修了/在学継続の結果を発表します。Loyolaの「成績＞卒業/修了/

在学継続 結果発表」から確認してください。なお、卒業/修了証明書は卒業/修了者発表日から発行できます。詳細は My 

Sophiaの大学からのお知らせを確認してください。 

 

(2) 9月卒業/修了 

卒業/修了要件を満たした者は9月卒業/修了が可能ですが、卒業/修了要件を満たしていたとしても9月卒業/修了は自

動的に適用されるわけではなく、期日までに所定の 9 月卒業/修了願により学事センター（教務）へ申し出ることが必要

です。申し出がない場合は 9 月卒業/修了することはできません。概要は次の通りですので、希望者は必ず申し出を行っ

てください。 

 

概要 

 ① 対象：卒業/修了要件を満たし、2026年9月に卒業/修了を希望する者 

 ② 9月卒業/修了願提出期限：2026年6月 30日 

 ③ 提出方法：My Sophiaの大学からのお知らせに詳細を掲示 

 ④ 備考：博士後期課程の学生は、論文提出前に学事センター（学籍）窓口に相談すること 

 

2026年 9月 10日（木）に Loyolaで卒業/修了/在学継続の結果を発表します。Loyolaの「成績＞卒業/修了/在学継続 

結果発表」から確認してください。なお、卒業/修了証明書は卒業/修了者発表日から発行できます。詳細はMy Sophiaの

大学からのお知らせを確認してください。 

 

  

12 卒業/修了・9月卒業/修了・早期卒業/修了・在学継続 
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 (3) 早期卒業 

本学の標準修業年限は4年となっていますが、①本学に3年以上在学し、②卒業に必要な所定の授業科目の単位を優秀

な成績をもって修得し、③早期卒業を希望する場合には、当該学部の教授会の議を経て学長が早期卒業を認定することが

できます。現在、早期卒業を認めている学部は、以下の学部です。詳細については履修要覧〔学部科目編〕の各学部学科

のページを参照してください。（国際教養学部については「Bulletin of Information」参照）。 

 ① 法学部 

 ② 経済学部 

 ③ 総合人間科学部（教育学科・社会学科）/20年次生以降 

 ④ 総合グローバル学部 

 ⑤ 国際教養学部 

 ⑥ 理工学部 

 

■学費 

在籍しないクォーター・学年の学費は徴収しません。 

 

 (4) 早期修了 

本学の修了要件に定める標準修業年限は 11（2）のとおりですが、優れた業績を上げた者の在学期間についてはその期

間を短縮し、かつ本人が希望して認められれば早期修了が可能です。現在、早期修了を認めている研究科は以下のとおり

です。詳細については履修要覧〔大学院科目編〕の各研究科専攻のページを参照してください。 

 ① 神学研究科神学専攻博士前期課程 

 ② 法学研究科法律学専攻博士前期課程 

 ③ 経済学研究科経済学専攻・経営学専攻博士前期課程 

 ④ グローバル・スタディーズ研究科グローバル社会専攻博士前期課程 

 ⑤ グローバル・スタディーズ研究科国際協力学専攻修士課程 

 ⑥ 理工学研究科理工学専攻博士前期課程／博士後期課程 

 ⑦ 地球環境学研究科地球環境学専攻博士前期課程／博士後期課程 

 ⑧ 応用データサイエンス学位プログラム 

 

 (5) 在学継続 

年度末（3月）において卒業/修了が認定されない場合、年度末（3月）をもって在学継続者の扱いとなります。在学継

続者には、卒業者発表日（2027年3月15日）以降に在学継続通知が保証人宛に送付されます（学部のみ）。また、在学期

間が延長された学生証を 2027年3月下旬（予定）に学生本人住所宛に送付します。 

大学院 

学 部 
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 (1) 研究指導 

研究指導とは、大学院学則第 14 条第 1 項（p.ガイド 100）に規定する研究指導（学位論文（特定課題を含

む）の作成等に対する指導）のことをいい、指導内容は以下の通りです。 

イ）学位論文の構想、準備、執筆などの学位論文作成に関する指導 

ロ）専攻ごとの学位論文提出資格要件を満たすための指導 

ハ）学会報告や学会誌投稿に関する指導 

ニ）その他、学位論文などの作成に関連する指導 

 

■研究指導登録 

「研究指導」登録については専攻および学位プログラムからの届出に基づき、学事センターにて一括して登

録します（学生自身での登録は不要です）。 

春学期は 5月下旬、秋学期は 11月下旬に登録されますので、各自確認してください。 

なお、2017年度以降に入学した学生には、修了に必要な合格科目数が定められましたが、合格科目数を修得

後も、在学中は毎学期自動登録され、成績が付与されます。 

 

■方法 

研究指導の曜日及び時限等については、研究指導を行う教員と個別に相談のうえ、決定してください。交換

留学、一般留学時は、研究指導登録を免除とします。詳細については、学事センター（教務）窓口に問い合

わせてください。 

 

■その他 

研究指導については、上智大学大学院研究指導に関する細則（p.ガイド 122）を参照してください。 

 

 (2) 学位論文 

 

 
論文の申請資格、申請方法、論文審査、試験等については上智大学学位規程（p.ガイド 126）を参照してく

ださい。博士論文の提出については、学事センター（学籍）窓口に問い合わせてください。 

＊2014 年度博士後期課程入学者から「課程博士の学位申請に関する特例（内規）」は、適用外となりました

が、新たに論文再入学制度が整備されました。詳細は p.ガイド 71を参照してください。 

＊2013年度より、インターネットを利用して博士論文の全文を公表することが義務づけられました。やむを

得ない事由により全文公表ができない場合には、上智大学の審査・承認をうけて、学位授与から 1年以内

に 2万字以上の要約を公表する必要があります。 

 

 
■提出資格 

本大学院博士前期課程の在学生で、休学期間を除き 2年以上在学し、すでに所定の単位を修得した者、また

は当該年度で在学期間が 2年になり、論文審査終了までに所定の単位を修得見込みの者。 

 

■修士論文の履修登録 

提出予定者は、修士論文を提出する学期の履修登録期間中に授業科目と合わせて修士論文の履修登録を必ず

行ってください。2027 年 3 月修了予定の場合は秋学期に登録をしてください。2026 年 9 月修了予定の場合

は、学事センター（教務）窓口に申し出てください。 

 

  

13 研究指導・学位論文 

博 士 論 文 

修 士 論 文 
 

大学院 

大学院 
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■提出期限・場所・規格・部数 

研究科 専攻 提出期限 提出場所 規格 部数 

神 学 神学 1月12日 専攻事務 Ａ4横書 3 

文 学 哲学 1月第 3週

（成人の

日で始ま

る週）を予

定。 

専攻事務 

Ａ4横書 

※その他詳細については、秋学期以降にMy Sophia

を通じて告知する。 

4 

史学 1 月 12 日

9:00～ 

15日13:30 

専攻事務 Ａ4横書または縦書（詳細は指導教員の指示

を受けること）。 

※その他詳細については、秋学期開始時にMy 

Sophiaを通じて周知する。 

3 

国文学 1月15日 Moodle Ａ4縦書、40字×30行。特に必要と認められ

た者については許可を得て横書可。 
1 

英米文学 1 月 12 日

9:00～ 

15日13:30 

 

専攻事務 
Ａ4横書（専攻内規の定めるところに従う） 

※その他詳細については、秋学期開始時にMy 

Sophiaを通じて周知する。 

3 

ドイツ文学 1月15日 専攻事務 Ａ4横書（専攻内規の定めるところに従う） 3 

フランス文学 1月15日 

13:30 

専攻事務 Ａ4横書（専攻内規の定めるところに従う） 

※その他詳細については、秋学期開始時にMy 

Sophia を通じて周知する。 

3 

新聞学 My Sophia

にて掲示 

専攻事務 Ａ4横書＋概要書（専攻内規の定めるところ

に従う） 
3 

文化交渉学 1月15日 

13:30 

Moodle 
Ａ4横書（専攻内規の定めるところに従う） 3 

実践宗教学 死生学 1月15日 専攻事務 Ａ4横書＋論文要旨（概要書） 3 

総合人間科学 教育学 1月18日 Moodle Ａ4横書、40字×30行で作成する。 1 

心理学 1月8日 専 攻 事 務 ・

Moodle 

Ａ4横書、左余白4cm。40字×30行を目安と

する。 
4 

社会学 1月15日 専攻事務 Ａ4横書、40字×30行を目安とする。 3 

社会福祉学 1月18日 専攻事務・

Moodle 

Ａ4横書、左余白4cm。40字×30行を目安と

する。 
3 

看護学 1月15日 専攻事務 Ａ4横書、左余白4cm、40字×40行を目安、

フォント10.5ポイント 

要旨3頁程度は4部別添する。 

 

4 

法 学 法律学 1月 6日 専攻事務 Ａ4横書または縦書 3 

経済学 経済学 1月21日 専 攻 事 務

(メール) 
Ａ4横書 1 

経営学 1月21日 専 攻 事 務

(メール) 
Ａ4横書 1 

言語科学 言語学 1月13日 Moodle Ａ4横書（詳細は指導教員の指示を受けるこ

と） 
1 

グローバル・

スタディーズ 

国際関係論 1月8日 専攻事務・

Moodle 

Ａ4横書（専攻事務室宛の1部はクリップで

留める） 
各1 

地域研究 1月23日 Moodle 
Ａ4横書 1 
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グローバル社会 7月 1日 

1月 5日 

Moodle 
Ａ4横書 1 

国際協力学 1月15日 

13:00 

Moodle 
A4横書 ※履修要覧も確認すること 1 

理工学 理工学 1月25日 指導教員※ Ａ4横書 3※ 

※提出場所、部数については、変更の可能性があるため、別途

指示する。 

地球環境学 地球環境学 7月9日 

1月 7日 

Moodle 
Ａ4横書 1 

応用データサイエンス 

学位プログラム 

1月31日 指導教員 
Ａ4横書（詳細は別に定める） 1 

 

 

■提出方法 

 ①提出論文には必ず下記の内容を明記したタイトルページをつけてください。 

 

 

＊ 左記の内容は必ず記載する。 

＊ 記載順序、その他追記事項など専攻で定める形式があれば、それに従う。 

＊ 提出する論文の表紙には左記のタイトルページのコピーを貼り付ける。 

 

 

 

 ② 論文は、移管や審査中にバラバラにならないよう、2穴バインダー・ファイル等で仮綴してください。なお、

専攻により提出の際の様式が指定されている場合があります。詳細については専攻主任や指導教員に確認

してください。 

 ③ 論文の提出前に指導教員の承認が必要な場合がありますので、専攻主任や指導教員に確認してください。 

 

■提出後 

修士論文の審査・試験の日時・場所については、専攻より別途指定されます。 

提出した論文（特定課題は含めない）のうち、オリジナル論文 1部は、後日、専攻事務室より一括して学事

センターに提出され、製本後、本学中央図書館の閉架書庫に保管されます。保管された論文は、利用者から

の求めに応じて閲覧に供されるのと同時に、論文の情報（論題、著者名、学位授与年度、所属研究科・専攻

（領域））がデータベース化され、学内外に公開されます。 

また、学位を授与された論文全文を上智大学学術情報リポジトリ（Sophia-R）に登録し、公開することがで

きます。 

 

■修士論文の履修中止（取り下げ）について 

 ① 履修中止申請期間に、専攻主任の許可の上、履修中止願（学事センター所定用紙）を学事センター（教務）

窓口に提出してください。 

 ② 履修中止申請期間以降から論文提出期限までの期間に、事情により本年度論文提出の取り止めまたは取り

下げを希望する場合は、学事センター長あて専攻主任および指導教員の許可（押印）の上、事情を記載し

た履修中止願（書式自由）を作成し、学事センター（教務）窓口に提出してください。 

 ③ 論文提出期限後は、履修中止（取り下げ）は認められません。ただし、論文を提出したものに限り、修士論

文の審査・試験前であり、特段の事情がある時は、専攻主任および指導教員の許可の上、履修中止願（書式

自由）を学事センター（教務）窓口に提出することができる場合があります。その際、願書には履修中止

（取り下げ）理由を明記してください。 

 

［注意］・修士論文を履修中止した場合、成績は「W」と記載されます。 

20●●年度 

学位論文 

論文題目（副題） 

 

研究科・専攻名 

博士前期課程 

学生番号 

氏   名 
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・履修中止の手続を行わないと、成績は「F」となり、成績証明書に記載されます。 

 

 【修士論文に代わる特定の課題に関する研究成果について】 

専攻や選択するコース等によっては、修了の要件として修士論文に代え、特定の課題についての研究

成果提出を課していることがあります（提出すべき研究成果の名称は専攻/コース等によって異なる）。

提出資格や履修登録・履修中止については本項を参照するとともに、詳細については所属する専攻等に

確認し、その指示に従うようにしてください。 
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 (1) 単位換算・単位認定とは 

本学入学前に他の大学・短期大学等で修得した単位（大学院の場合は他の大学の大学院で修得した単位）、も

しくは入学後に海外の大学等へ留学し修得した単位を本学の修得単位に相当するものとして認定を受けるこ

とができます。 

なお、単位認定の種類によって条件や認定の上限単位数などが異なります。単位認定を希望する場合は、詳細

についてよく確認してから申請してください。 

単位認定は、複数の部署等を回覧し決裁されるため、受付後認定の結果が出るまで約 1ヶ月かかります。科目

の認定状況によって、その後の履修計画も変わってきますので余裕をもって申請しましょう。 

 

 (2) 単位換算・単位認定された科目の成績について 

単位換算および単位認定により認められた単位については、「N（認定）」という成績で表記されます。 

また、必修科目を除き、基本的にはそれぞれの科目名ではなく科目の区分（選択必修、選択、○○群等）単位

でまとめて表記されます。 

「N（認定）」で表記されている成績については、履修登録の際の各学期および年間の「最高履修限度」の単位

数には含まれません。また、GPAの計算にも含まれません。 

 

 (3) 単位換算・単位認定の取扱い期間について 

単位換算・認定の申請書類の提出時期によって、「春学期」および「秋学期」のいずれの学期での「N」（認定）

扱いとなるかが異なります。 

 

2026年 1月 20 日（火）～2026年 7月 17日（金）学事センター受付分→「2026年度春学期」の単位として認定 

2026年 7月 20 日（月）～2027年 1月 18日（月）学事センター受付分→「2026年度秋学期」の単位として認定 

 

 

 

 (1) 入学前既修得単位認定について 

本学に 1年次生として入学した学生（または再入学、学士入学した学生）が、入学以前に他の大学・短期大学・

高等専門学校もしくは上智社会福祉専門学校において修得した単位を、30 単位を上限として本学の修得単位

に相当するものとして認定を受けることができます（入学後 3 ヶ月以内）。ただし、過去に本学で認定した既

修得単位は対象外となります。詳細については、学事センター（教務）窓口に問い合わせてください。また、

「入学前既修得単位認定に関する細則」（p.ガイド 112）も参照してください。 

 

 (2) 編入学者の単位認定について 

編入学者は、卒業までに修得することが定められている科目のうち、他大学等で既に修得した単位を本学の修

得単位に相当するものとして認定を受けることができます。 

 

■認定できる単位の上限 

①全学共通科目および語学科目、学科科目のそれぞれにつき、各学科で定める卒業に必要な単位数を超えない

ものとする。 

②認定できる総単位数の上限は、各学科で定める卒業に必要な単位数の 2 分の 1 までの範囲内で学科が定め

る。 

あわせて、「編入学者の単位認定に関する細則」（p.ガイド 111）も参照してください。 

 

 (3) 教員免許取得のための単位認定について 

本学の修得単位として認定された単位のうち、教員免許取得のための単位として認定できる場合があります

ので、単位認定を希望する場合は、学事センターへ申請する前に教職・学芸員課程センターに問い合わせてく

ださい。 

14 単位換算・単位認定 

14-1 学部における単位換算・単位認定 

学 部 

学 部 

学 部 
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 (4) 大学院入学前科目履修制度について 

成績優秀な学部生は、審査を経て、大学 4年次に大学院各研究科があらかじめ指定した科目を履修することが

でき、本学の大学院進学後、定められた上限単位数の範囲内で入学前単位として認定されます。 

※大学院入学前科目履修制度で履修した科目は、学部卒業に必要な単位としては認められません。 

 

大学院入学前科目履修制度を実施している研究科・専攻は次のとおりです。 

入学前科目履修の詳細については、各研究科あるいは各専攻事務室に問い合わせてください。 

・神学研究科 

・文学研究科 

・総合人間科学研究科社会福祉学専攻 

・法学研究科法律学専攻 

・法学研究科法曹養成専攻 

・経済学研究科 

・グローバル・スタディーズ研究科国際関係論専攻 

・理工学研究科 

・地球環境学研究科 

・応用データサイエンス学位プログラム 

 

詳細については「学部生の大学院入学前科目履修に関する細則」（p.ガイド 120）も参照してください。 

 

※法曹養成専攻で取り扱う一部の科目については、本学法科大学院進学後の単位認定対象外のものがあります

ので、履修を希望する場合は事前に法科大学院事務室に問い合わせてください。 

 

 (5) 技能審査による英語の単位認定について（22年次生以前） 

所定の英語技能検定試験において、ある一定基準以上のスコアを取得した場合、申請をすることで語学科目

「英語」必修科目 4単位分の認定を受けることができます。 

スコアの基準値および申請方法等の詳細については、「語学科目」（履修要覧〔学部科目編〕p.語学 16）および

「技能審査による単位認定に関する細則」（p.ガイド 116）を参照してください。 

 

 (6) 学生交流協定による単位認定について 

在学中に本学と交流協定を締結している国内の他大学において修得した単位を本学の修得単位に相当するも

のとして認定することができます。 

学生交流の形態は、「国内留学型」と「単位互換型」の 2種類あります。 

本学学生が交流先大学で修得した科目の単位は、「国内留学型」は通算 30単位、「単位互換型」は通算 10単位

を上限として本学の修得単位として認定することができます。ただし、履修する学期を以て卒業する見込みの

学生は、履修は可能ですが、単位認定はできません。 

学生交流協定の詳細については、学事センター（教務）窓口に問い合わせてください。あわせて「国内他大学

との学生交流に関する細則」（p.ガイド 119）も参照してください。手続き方法等については、My Sophiaに掲

示します。 

 

種類 交流先大学名 認定単位数の上限 交流の形態 

国内留学型 

清泉大学 

エリザベト音楽大学

長崎純心大学 

藤女子大学 

関西学院大学 

30単位 

本学に学籍を置き（本学の学籍上の身分は「留

学」）、交流期間中は受入大学で科目履修及び研

究を行う。 

単位互換型 

東京純心大学 

東京音楽大学 

聖心女子大学 

国際基督教大学 

10単位 
本学に籍を置き、本学における科目履修と並行

して受入大学で科目履修及び研究を行う。 

学 部 

学 部 

学 部 
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 (7) 留学による単位換算について 

在学中に交換留学（本学と交換留学協定を結んでいる海外の大学への留学）または一般留学（学位授与権があ

り、事前に学科長が許可した大学）において修得した単位を、30 単位を上限として本学の修得単位に相当す

るものとして換算することができます（帰国後 3ヶ月以内）。 

留学の単位換算に関しては、「留学期間中に修得した単位の換算および認定に関する取扱要領」（p.ガイド 114）

も参照してください。 

 

■単位換算の計算式 

以下（1）または（2）の計算基準により計算します。 

（1）1回の授業時間（分換算） × 週の授業回数 × 科目の開講期間（週数） ÷ 上智大学の基準時間 

（2）1年間の総授業時間数 × 60（分換算） ÷ 上智大学の基準時間 

 

上智大学の基準時間 

科目種別 基準授業時間数 

講義・演習 675分（1単位） 

外国語・演習 1,350分（1単位） 

実験・実習 2,025分（1単位） 

体育実技 1,350分（1単位） 

＊単位換算の計算式の根拠となるクラススケジュールがないと換算はできないので、注意してください。 

 

※認定された単位「Ｎ」は、年間の最高履修限度には含まれません。また GPAの計算にも含まれません。 

 

その他の詳細については、グローバル教育センター発行の『留学ハンドブック』を参照してください。 

 

 

 

入学前に国内外の大学の大学院で修得した単位（先取り履修（本学学部卒業生で大学院入学前科目履修制度

を利用して単位を修得）により、本学において修得した単位も含む）は、入学前単位認定の手続きにより、本

学の修得単位に相当するものとして認定することができます。 

留学による修得単位（p.ガイド 69参照）、委託聴講による修得単位（p.ガイド 77参照）についても所定の

手続きをすれば、本学修得単位に相当するものとして認定をすることができます。 

なお、大学院学則第 18条により、入学前単位認定（先取り履修を含む）、委託聴講による修得単位、留学に

よる修得単位認定で修了単位に算入できるものは合計 10単位が上限となります。 

 

【法科大学院生のみ】入学前等の単位認定 

 

入学前または在学中に他の大学院等で修得した単位について、教育研究上有益と認められる場合には、本法

科大学院において修得したものとして認定することができます。 

標準コース生は 30 単位を限度とします。短縮コース生は在学中に他の大学院等で修得した単位のみ 2単位

を上限として認定できます。法曹コース特別選抜合格者および法科大学院がこれに準ずる者と認定した者（い

ずれも短縮コース生に限る）は別の扱いとなりますので事務室に問い合わせてください。認定する単位数の上

限には、早稲田大学大学院法務研究科、日本大学大学院法務研究科（法科大学院履修要覧 p.法科 24参照）と

の単位互換協定により修得した単位も含みます。認定することを希望する者は、入学後 2ヶ月以内に、または

単位修得後 2ヶ月以内に申請してください。 

 

  

14-2 大学院における単位換算・単位認定 

法科大学院 

大学院 

学 部 
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海外短期語学講座、海外短期研修、実践型プログラム、インターンシップ科目全てにおいて、海外での現地

研修を伴う場合、実費負担がかかります。また、プログラム参加者が最少催行人数に満たない場合や、やむを

得ない事情で現地プログラムが中止となり、プログラムそのものの開講中止や内容変更もありうるので、慎重

に履修計画を立てる必要があります。 

一部のプログラムは大学院生の参加も可能です。所属の研究科専攻のページを参照するとともに、詳細につ

いてはグローバル教育センターにお問い合わせください。 

 

 (1) 海外短期語学講座による単位付与 

本学授業休業中に海外の本学協定校の付属語学学校等にて実施される語学プログラムに参加し、合格した

科目については、語学科目の単位（2単位分）が付与されます。ただし、単位が付与される学期をもって卒業

を希望する学生は、プログラムには参加可能ですが単位は付与されません。 

語学講座の成績については「P（合格）」もしくは「X（不合格）」のいずれかとなります。 

語学講座のプログラム内容や詳細については、履修要覧〔学部科目編〕p.語学 37、グローバル教育センター

発行の『留学ハンドブック』および「海外短期語学講座に関する細則」（p.ガイド 117）を参照してください。 

 

 (2) 海外短期研修による単位認定・単位付与 

本学授業休業中に海外の本学協定校等にて実施されるプログラムに参加し、外国語による授業で専門科目

を学ぶもので、ある程度の語学力がある学生を対象としています。ただし、プログラムが実施される学期をも

って卒業を希望する学生は、プログラムには参加可能ですが単位は付与されません。 

海外短期研修には 2種類あり、それぞれ成績の表記が異なります。 

 

①研修校で修得した単位を単位換算手続きによって認定するもの 

→表記は「N（認定）」となります。 

②本学の開講科目として科目登録を行うもの（単位換算手続きは不要） 

→表記は「P（合格）」もしくは「X（不合格）」となります。 

 

海外短期研修の種類や詳細については、履修要覧〔学部科目編〕p.全学 53 の一覧表、グローバル教育セン

ター発行の『留学ハンドブック』および「海外短期研修に関する細則」（p.ガイド 118）を参照してください。 

 

 (3) 実践型プログラムによる単位付与 

本学では、学期中･休業中に海外での現地研修を含むさまざまなプログラムを用意しています。 

 

【夏期・春期休業中実践型プログラム】 

本学授業休業中に海外での現地研修を含むプログラムに参加し、合格した科目については、全学共通科目の

選択科目の単位が付与されます。ただし、単位が付与される学期をもって卒業を希望する学生は、プログラ

ムには参加可能ですが単位は付与されません。 

各プログラムの成績については「P（合格）」もしくは「X（不合格）」のいずれかとなります。 

 

実践型プログラムの詳細については、履修要覧〔学部科目編〕p.全学 55、全学共通科目選択科目のページを

参照してください。 

 

 (4) インターンシップ科目による単位付与 

本学と協定を結んだ国内外の企業、国際機関の日本代表部などでのインターンシップ（2～4年生対象）と事

前事後の講義受講や課題提出を行うことで、全学共通科目選択科目の単位が付与されます。ただし、単位が付

与される学期をもって卒業を希望する学生は、プログラムには参加可能ですが単位は付与されません。インタ

ーンシップ実施期間、派遣先企業・機関等詳細は、グローバル教育センターに問い合わせてください。 

また、学期を通じての派遣となる中期・長期のインターンシップについては、派遣が決定した時点で、当該

学期及びその後の履修について必ず学事センターに相談すること。 

15 グローバル教育センター取扱プログラムの単位付与について 
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インターンシップ科目の成績については「P（合格）」もしくは「X（不合格）」のいずれかとなります。 

 

 (5) サマーセッション 

2 クォーター中に海外の大学生等を対象に日本およびアジアの社会、政治、経済、芸術、言語に関わる講義

を英語で提供するサマーセッションを開講しています。留学生向けのプログラムですが、本学の学生も履修可

能です（履修要覧〔学部科目編〕P.全学 60参照）。 

 

 

 

法令で定められた教職科目を履修し学位(１種は学士、専修は修士)を取得することで、教育職員免許状を取

得することができます。本学で取得できる免許状は中学校教諭免許状(1種、専修)、高等学校教諭免許状(1種、

専修)、養護教諭免許状(1種)で、学科・専攻により取得できる教科が決められています。教員免許を取得する

ために履修しなければならない科目が多いため、計画的に履修する必要があります。教員免許の取得を希望す

る方は、１年次の 9月(または３月)に開催される教職課程新規履修者ガイダンスに必ず出席してください。 

また、法令で定められた学芸員課程科目を履修し学士を取得することで、学芸員資格を取得することができ

ます。学芸員課程新規履修者ガイダンスは４月初旬に開催しています。 

詳細については教職・学芸員課程センターへ問い合わせるとともに、ホームページ掲載の履修要覧〔教職・

学芸員課程編〕を参照してください。 

 

 

 

基盤教育センターでは、「ライティング・ラボ」「データサイエンス・クリニック」という二つの学習支援サ

ービスを提供しています。学生の自律的な学びの支援を目的としたサービスで、レポートや論文などの学術的

な文書作成、統計学の学習やデータ分析の演習などの際に、個別相談を受けることができます。ライティング・

ラボは全ての学生を、データサイエンス・クリニックは学部生のみ対象としていますので、是非ご利用くださ

い。 

詳細は、大学公式ウェブサイトならびに基盤教育センター（2号館 1階）で配布する案内をご覧ください。 

16 教職・学芸員課程 

17 学習支援：ライティング・ラボ，データサイエンス・クリニックについて 

学 部 
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Ⅲ 学籍 

 

 (1) 学籍とは 

本学に学生として登録されている者の籍です。大学では、学籍情報として本人氏名、生年月日、国籍、在留

資格（外国籍の者）、連絡先、保証人情報等の個人情報や、学生番号、所属、身分（学部生、大学院生等）、学

籍異動履歴（入学、休学、留学、卒業）等を管理しています。 

ここでは、学生番号や学生証、学籍に関わるルールや手続きについて説明します。 

 

 (2) 学生番号 

入学すると各人に固有の学生番号が与えられます。学生生活を送る上で大切な番号ですから、正確に記憶し

て使用しましょう。 

（例）Ａ 26 11 001 

学科/専攻における個人番号 

学科/専攻番号（下記一覧参照） 

入学年度（＊） 

学生身分番号（下記一覧参照） 

＊ 編入学者、学士入学者、再入学者は指定された学年にしたがっていますので、実際に入学した年度と異な

る場合があります。 

 

  

1 学籍（学生証・在学期間・留学・休学等） 
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【学科/専攻番号一覧表】 

学部  大学院 

学部 学科 学科番号  研究科 専攻 専攻番号 

神 神 91  神学 神学 91 

文 哲 11  組織神学 92 

史 14  哲学 哲学 11 

国文 15  文学 哲学 21 

英文 16  史学 23 

ドイツ文 17  国文学 24 

フランス文 18  英米文学 25 

新聞 19  ドイツ文学 26 

総合人間科 教育 81  フランス文学 27 

心理 82  新聞学 28 

社会 83  文化交渉学 30 

社会福祉 84  実践宗教学 死生学 35 

看護 85  総合人間科学 教育学 81 

法 法律 31  心理学 82 

国際関係法 32  社会学 83 

地球環境法 33  社会福祉学 84 

経済 経済 41  看護学（修士課程） 85 

経営 42  法学 法律学 41 

外国語 英語 51  法曹養成(法科大学院) 

3年制 

11 

ドイツ語 52  法曹養成(法科大学院) 

2年制 

12 

フランス語 53  経済学 経済学 55 

イスパニア語 54  経営学 56 

ロシア語 55  言語科学 言語学 61 

ポルトガル語 56  グローバル･ 

スタディーズ 

国際関係論 66 

総合グローバル 総合グローバル 21  地域研究 67 

国際教養 国際教養(春入学) 67  グローバル社会（春入学） 68 

国際教養(秋入学) 68  グローバル社会（秋入学） 69 

理工 物質生命理工 76  国際協力学 60 

機能創造理工 77  理工学 理工学 78 

情報理工 78  地球環境学 地球環境学（春入学） 95 

    地球環境学（秋入学） 96 

    応用データサイエンス学位プログラム 

（修士課程） 

79 

 

【学生身分一覧表】 

学生身分番号 身分名 

Ａ 学部正規生 

Ｂ 大学院博士前期課程・修士課程正規生 

Ｃ 大学院博士後期課程正規生 

Ｄ 大学院博士後期課程正規生（論文再入学者） 

E 専門職学位課程（法科大学院） 
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 (3) 学生証 

学生証は上智大学の学生であることを証明するものです。学生生活を送る上で、学内・学外を問わず提示が

必要な場合がありますので、常に携帯してください。特に下記にあげたケースで学生証を持参していない場合、

サービスを受けられないことがあります。 

学生証は、いかなる理由があっても他人に貸与、譲渡することはできません。また、退学等により学籍を失

った場合は、速やかに本学に返却してください。 

 

■学生証が必要な場合 

 ① 試験を受けるとき 

 ② 本学図書館に入館するとき、図書の貸し出しを受けるとき 

 ③ 通学定期券を購入するとき 

 ④ 通学定期券や学割で乗車船し、係員の要請があったとき 

 ⑤ 学内窓口で各種申請、提出、問い合わせをするとき 

 ⑥ オンデマンドプリンタ（どこでもプリント）を利用するとき 

 ⑦ 本学教職員から提示を求められたとき 

 

■在籍確認シール（学生証裏面貼付用） 

在籍確認シール※は通学定期券を購入するためのものです。学生番号・氏名・現住所・通学区間を記載の上、

利用してください。卒業・修了予定年月日が延期された場合、通学区間を変更した場合、通学定期券発行控

欄が足りなくなった場合は、在籍確認シールを入手の上、各自、貼り替えてください。 

※JR等の交通機関では「通学証明書」の提出が求められますが、在籍確認シールは「通学証明書」に代わる

ものです。 

 

■記載事項に変更がある場合 

学生証の記載事項（氏名や生年月日等）に誤りや変更がある場合は、学事センター（学籍）窓口に申し出て

ください。 

 

■学生証の取り扱いについて 

学生証には IC チップが内蔵されているため、汚したり折り曲げたりせず、大切に取り扱ってください。ま

た、磁気ストライプ（黒い帯部分）に磁石等の磁気を帯びたものを近づけると、磁気データが破損すること

があります。スマートフォンケースの金具、バッグの留め具等と一緒に保管しないようにしてください。 

※ICチップや磁気データ不良により図書貸出等の利用ができなくなった場合は学事センター（学籍）窓口に

申し出てください。ただし、カードが折れ曲がっている等の場合は再発行となります。 

 

■学生証の再発行 

学生証を紛失・汚損・破損した場合は再発行となります。学事センター（学籍）窓口にて、「学生証再発行

願」（所定用紙）に必要事項記入の上、手数料 2,000円を電子決済端末でお支払いください。（即日発行） 

 

■臨時学生証 

定期試験期間に学生証を忘れた場合は臨時学生証を発行してください。臨時学生証の発行手順については My 

Sophiaの掲示を参照ください。なお、臨時学生証は定期試験期間に限り発行可能です。授業内試験等で発行

することはできません。 

発行手数料：500円 （発行当日のみ有効） 

 

 (4) 在学期間 

■学部 

本学に在学可能な期間は 8年間です。なお、休学期間はこの在学期間に含まれません（学則第 38条）。 

本学の教育課程を修了するために必要な期間（修業年限）は、早期卒業の場合を除き、4 年です。なお、休

学・停学期間および 1年を越える留学期間は修業年限に含まれません（学則第 13条、第 57条の 2）。 

入学後 4年間で卒業の要件を満たさなかった場合は、在学継続となります。 
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■大学院 

博士課程の修業年限は 5年です。博士課程は、前期 2年及び後期 3年の課程に区分され、前期 2年の課程を

博士前期課程、後期 3年の課程を博士後期課程といいます（大学院学則第 3条）。 

大学院の在学可能な期間は休学期間を除き 9年を限度とし、前期課程においては 4年、後期課程においては

5年の期間を、それぞれ超えることはできません（大学院学則第 3条の 2）。 

 

■法科大学院 

標準コース（法学未修者）の修業年限は 3年、短縮コース（法学既修者）の修業年限は 2年です。在学期間

の上限は、休学期間を除き、標準コース（法学未修者）は 6年、短縮コース（法学既修者）は 4年です（上

智大学法科大学院履修規程第 3条）。 

 

 (5) 留学 

本学では、一般留学、休学中の海外勉学（私費留学）ならびに教育・研究を目的とする短期海外渡航（学会

参加やフィールドワーク、研究機関での研究受入、ゼミ合宿等、「派遣届」等で大学に届け出を提出する海

外渡航）を含む全学生の海外渡航について、外務省の海外危険レベル 2以上の地域は禁止としています。最

新の大学の渡航方針は My Sophiaで確認してください。 

本学における「留学」には、「交換留学」と「一般留学」があります。所定の「留学願」を期日までに提出し

なくてはなりません。学籍上「留学」の扱いにはなりませんが、休学して海外勉学したり、長期休暇中に短期

のプログラムに参加したりするなどの方法もあります。 

留学の種類や期間によって、学費、願出書類、修業年限への算入や単位換算の可否などが異なります。留学

を希望する学生は、グローバル教育センター発行の『留学ハンドブック』を熟読の上、計画を立てて手続きを

行ってください。 

 

■留学の資格 

◆学部生 

交換留学または一般留学の場合、留学を開始する学期までに本学に少なくとも 1年以上在学し、留学開始の

前学期までに（国際教養、SPSF、理工英語の学生は、留学開始学期前の 4学期間に）32単位以上を修得して

おく必要があります。 

◆大学院生 

交換留学または一般留学の場合、留学を開始する学期までに本学大学院に少なくとも 1年以上在学し、博士

前期課程の場合には、本学において修得すべき授業科目 10 単位以上を修得していることが必要です。ただ

し、指導教員および専攻主任が、研究指導上、留学することにより研究または学修効果があがるものと判断

し、許可した場合は、本学大学院に 1学期在学しており、10単位以上履修登録することで基準を満たすこと

とします。 

 

■期間 

交換留学できる期間は 2クォーター単位（1Q・2Q、または 3Q・4Q）または 4クォーター単位（1Q・2Q・3Q・

4Q、または 3Q・4Q・1Q・2Q）です。一般留学は、1クォーター単位で可能です。「留学」は最大 2年間まで可

能ですが、修業年限に含まれるのは、そのうち 1年間までです。 

なお、大学院博士課程の場合は、前期及び後期課程を通して 1年間までです。 

 

■提出期限 

交換留学の場合は、グローバル教育センターの指定した期日までに「留学願」を提出してください。 

一般留学の場合は、留学開始の 1ヶ月前かつ留学を希望するクォーターの前日までに「留学願」を学事セン

ター（学籍）窓口に提出してください。 

■留学の期間短縮、取り下げ 

交換留学の期間短縮、辞退は認められませんが、やむを得ない場合のみ、グローバル教育センターにご相談

ください。一般留学の期間短縮、取り下げを希望する場合は、復学を希望するクォーターの前日までに「復

学届」を学事センター（学籍）窓口に提出してください。一般留学を休学に切り替えることを希望する場合

についても、休学を希望するクォーターの前日までに「復学届」を提出し、休学願提出期限までに休学願を
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提出する必要があります。 

 

■海外留学保険・危機管理サービスへの加入 

大学に届け出を提出するすべての海外渡航（研究渡航や課外活動含む）に参加する学生は、大学の指定する

保険ならびに危機管理サービスに加入することを義務付けられています。これは、一般留学や休学による海

外勉学も含まれます。詳細はグローバル教育センターに問い合わせてください。 

 

■帰国届 

帰国後は 1ヶ月以内に「帰国届」を学事センター（学籍）窓口に提出してください。交換留学の場合は、交

換留学帰国レポートをグローバル教育センターに提出してから帰国届を学事センターに提出してください。 

 

■単位換算 

留学中に修得した科目の単位は、学部生は最高 30単位まで、大学院生は最高 10単位まで本学の単位に換算

することができます（ただし休学による海外勉学の場合を除く）。詳しくは p.ガイド 60「14.単位換算・単

位認定」、および『留学ハンドブック』を参照してください。 

 

 (6) 休学 

病気、その他のやむを得ない理由で休学しようとする場合は、学部生は所属学科長またはクラス主任と、大

学院生は指導教員または専攻主任（法科大学院生は法科大学院長）と相談のうえ、所定の「休学願」に必要事

項を記入して学事センター（学籍）窓口に提出してください。なお、病気の場合は医師の診断書を添付する必

要があります。 

休学が決定した場合は、学事センターより保証人へ通知します。 

※一度提出した休学願は、原則として取り下げることはできません。ただし、取り下げを希望するクォータ―

の開始前に限り、取り下げを申し出ることが可能です。 

※休学して海外留学をする学生は、大学の指定する保険ならびに危機管理サービスに加入することが義務付け

られています。保険に関する詳細はグローバル教育センターに問い合わせてください。 

※休学期間は修業年限に含まれないので、休学期間分は卒業が延期されます。また、卒業要件を満たしていて

も、休学しているクォーターは卒業することができません。 

※休学しているクォーター、および休学しているクォーターを含む学期の履修登録は、認められません。また、

履修登録後に休学が許可された場合、休学が許可された学期・クォーターは履修登録ができないため、当該

学期・クォーターの登録科目は削除されます。 

例：第 1 クォーター休学…第 2・第 3・第 4 クォーター開講科目および秋学期開講科目のみ履修登録が認め

られる。 

 

■期間 

休学できる期間は 1クォーター単位で、次の期間を超えることはできません。 

学 部 生･･･連続 2年、通算 4年を超えることはできない（学則第 32条）。 

大学院生･･･博士課程通算 5 年を超えることはできない。ただし、看護学専攻・国際協力学専攻・応用デー

タサイエンス学位プログラムおよび専門職学位課程は通算 2 年を超えることはできない（大学

院学則第 28条）。 
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■提出期限 

休学期間 提出期限 

 4月 1日～ 9月 20日（春学期） 5月 10日（日） 

 4月 1日～ 6月 3日（1Q） 5月 10日（日） 

 6月 4日～ 9月 20日（2Q） 6月 30日（火） 

 9月 21日～ 3月 31日（秋学期） 10月 31日（土） 

 9月 21日～11月 18日（3Q） 10月 31日（土） 

11月 19日～ 3月 31日（4Q） 12月 20日（日） 

 

提出期限を過ぎた場合は、どのような理由であっても受理できませんので注意してください。郵送による提

出の場合、提出期限当日の消印有効になります。提出期限が大学の休業日の場合は、窓口での提出は期限直

前の平日 15:30までの受付になります。連続 2年分まで一括して受け付けることができます。なお、前もっ

て休学の計画がある場合は、休学をするクォーターがはじまる 1ヶ月前までに「休学願」を提出してくださ

い。 

※一般留学を休学に切り替えることを希望する場合は、休学を希望するクォーターの前日までに「復学届」

を提出し、休学願提出期限までに休学願を提出する必要があります。 

 

■学費 

休学期間中の授業料等学費は減額されます。詳細は学事センター（学費）窓口に問い合わせてください。 

 

 (7) 復学 

休学期間が満了した場合は、自動的に復学となるので復学の届出は必要ありません。ただし下記の場合は、

復学を希望するクォーターが始まる前日までに、所定の「復学届」を提出してください。 

 ① 病気により休学した場合（「医師の診断書」を添付してください）。 

② 2 クォーター以上の休学・留学について許可が下りている場合で一部のクォーターで休学・留学の事由が

終了したため、休学・留学期間を短縮して復学する場合（1クォーター以下に短縮することはできません）。 

 

 (8) 停学 

試験の際の不正行為等に対しては、上智大学学則第 60 条/上智大学大学院学則第 29 条の 2 により停学、退

学等厳しい処分が行なわれます。なお停学期間は修業年限に算入されませんので、標準修業年限（学部：4年、

大学院：博士前期 2 年、博士後期 3 年）内に卒業/修了することはできません。無期停学の場合は、解除日の

翌日から、有期停学の場合は期間満了の翌日から復学扱いとなります。なお、停学期間の学費の減額措置はあ

りません。 

 

 (9) 退学 

退学には自主退学と退学を命ぜられるものと 2種類あります。 

 

■退学日 

   退学日は 原則として学期末日（3月 31日または 9月 20日） です。 

特段の事情により、学期の末日以外の日を希望する場合は、退学願提出日以降の退学日を指定して退学を願

い出ることができます。学長が許可した場合に限り、指定した日付での退学となります（指定した日付が認め

られない場合には、通常どおり学期の末日になります。）。指定した日付での退学が認められた場合には、当

該学期の登録科目、成績評価は削除されますが、当該学期の学費は全額納入する必要があります。 

 

■自主退学 

事情により退学しようとする場合は、所属学科長またはクラス主任（大学院生の場合は指導教員または専攻

主任）と相談の上、所定の「退学願」に必要事項を記入し、原則として希望する退学の期日までに学事セン

ター（学籍）窓口に学生証を添付して提出してください。ただし、前学期末にさかのぼって退学（遡及退学）

を希望する場合、下記の期日までに退学願を提出することが必要です。 (当該学期入学者は遡及退学不可) 
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■遡及退学における退学願提出期限  

退学日 退学願提出期限 制限事項 

2025年度秋学期末(2026年 3月 31日付) 2026年 5月 31日(日) 2026年 4月 1日入学者不可 

2026年度春学期末(2026年 9月 20日付) 2026年 11月 10日(火) 2026年 9月 21日入学者不可 

※提出期限を過ぎた場合は、いかなる理由であっても受理できません。 

※当該学期の学費を納入済みの者の前学期末遡及退学が認められた場合、当該学期学費は返還します。 

詳細は 2号館 1F学事センター（学費）窓口に問い合わせてください。 

 

■退学を命ぜられるもの 

下記の者は退学を命じられます。 

 ① 在学期間満了 

在学期間（休学期間は含まない）を満たした者。 

学部･･･8年 

大学院･･･9年（前期課程 4年、後期課程 5年）(法科大学院標準コース 6年、短縮コース 4年) 

修士課程･･･4年 

 ② 授業料等学費未納 

定められた授業料等学費を期限までに納付しない者。 

 ③ 学則 40条該当者（学部生） 

連続する 2年間において、学部学科が指定する科目を含む合計 32単位以上を修得できなかった者。 

 ④ 成業の見込みがないと認められる者（大学院生） 

各研究科が定める認定事由に該当する者。 

 ⑤ 懲戒処分として退学事由のある者 

学則第 60条・61条、大学院学則第 29条の２に該当する者。 

 

■満期退学 

博士後期課程の学生が、学位論文を除く全ての課程修了要件を満たして退学する場合、これを「満期退学」

と呼んでいます。論文再入学制度、就職時の条件等の関係から、一般の退学と区別しています。 

 

■論文再入学制度 

博士論文を除く全ての課程を修了した学生が満期退学をした場合、満期退学後 3年以内であれば、論文再入

学の制度を利用することができます。この場合、1 学期（2 クォーター）以上の在学期間を残して満期退学

をしなければなりません。 

 

 (10)個人情報の変更 

■住所・電話番号の変更 

本人または保証人の住所や電話番号に変更があった場合は、Loyolaの「学生住所変更」メニューから変更し

てください。国外に居住する保証人の住所変更は Loyola から変更できないため、学事センター（学籍）窓

口備付けの「保証人住所変更届」を提出してください。 

本人の住所変更の場合は、Loyolaで変更した後に、学生証裏面の「在籍確認シール」を貼り替えてください。 

  

大学院 
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■本人氏名の変更 

本人氏名の変更があった場合は、「住民票の写し」（本人氏名・生年月日が記載されたもの。本籍・続柄・マ

イナンバーは不要。）を添付して、学事センター（学籍）窓口備付けの「氏名変更届」を提出してください。

※戸籍名（住民票に記載された氏名）以外の氏名（旧姓、性別違和等）の使用を希望する場合は、学事セン

ター（学籍）窓口でお問い合わせください。 

 

■保証人の変更 

保証人を変更する場合は、学事センター（学籍）窓口備付けの「保証人変更届」を提出してください。 

 

※保証人とは 

日本国内に居住し、一家計を立てる成年者で、本人の学費と一身上に関する一切の責任を負うことのできる

者で、原則として父母です。ただし、外国籍の者については、国外に居住する者も可とします。保証人には、

学費請求書類、学事上の重要事項通知、大学の広報紙等の郵送、緊急事態について電話連絡をする場合があ

ります。ただし、国外保証人には郵送されない書類があります。また、休学・留学・退学等の申請には保証

人自筆の署名と捺印が必要です。 

 

■国籍の変更 

学生本人の国籍の変更があった場合は、「住民票の写し」（本人氏名・生年月日・国籍・在留資格・在留期間・

在留カード番号が記載されたもの）を学事センター（学籍）窓口に提出してください。 

 

 (11)在留資格（外国籍の学生のみ） 

■在留資格・在留期間の大学への報告 

外国籍の学生は、在留資格の種類にかかわらず全員、自身の在留資格および在留期間について、大学へ報告

する義務があります。 

入学時に提出した住民票の写しに記載された 

•在留期間を更新した場合 

•在留資格を変更した場合 

には、次のいずれかの方法で、速やかに新しい在留カードを大学に提出（報告）してください。 

•学事センター（学籍）窓口で在留カードを提示 

•在留カード（表裏）の画像データを、以下のメールアドレスへ送付 

academic_records_zairyu-co@sophia.ac.jp 

【未提出の場合の対応】 

大学で最新の在留資格情報を確認できない場合、大学から学生本人に対して、メールや学内掲示等により提

出を求める連絡を行うことがあります。この連絡を受けた場合は、速やかに対応してください。 

正当な理由なく提出（報告）が行われず、在留状況を確認できない状態が継続した場合、学生が所在不明で

あるものとして、出入国在留管理庁に報告することがあります。 

その結果、在学の継続に支障が生じる可能性があります。 

 

■在留資格「留学」 

在留資格とは、外国籍の者が日本に在留して行うことができる活動内容を示すものです。 

在留カードは在留資格を証明する公的証明書であり、常に携帯する必要があります。 

大学で学修するための在留資格が「留学」です。「留学」に該当する活動を行わないまま 3か月以上日本に在

留した場合、在留資格取消しの対象となります。 

休学や退学は「留学」の活動に該当しないため、休学・退学する場合は、以下のいずれかの対応が必要です。 

•速やかに出国する 

•または、在留資格を変更する 

なお、「留学」の在留資格で在籍している学生については、入学・卒業・退学時および所在不明となった場合

に、大学から出入国在留管理庁へ報告が行われます。 
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■「留学」の在留期間更新 

在留資格「留学」の在留期間を更新する場合は、必ず在留期限が切れる前に手続きを行ってください。 

① 大学での手続き（所属機関書類の申込み） 

在留期間更新許可申請にあたり、申請書の「所属機関作成用 1～2」については、学事センター（学籍）が作

成します。学事センター（学籍）窓口へ申し込んでください。 

•手数料：200円 

•作成期間：3日程度 

② 出入国在留管理局での手続き 

在留期間更新の申請は、在留期限の 3か月前から前日まで、出入国在留管理局で行うことができます。 

在留期限の管理および申請手続きは、学生本人の責任で行ってください。 

入国管理局への申請時には、在留期間更新許可申請書以外にも学生本人が準備・提出すべき書類があります。 

必要な添付書類や申請に関する詳細は、以下を必ず確認してください。 

My Sophia ＞ 学び・教育＞ 学事センター＞「申請書類ダウンロード（外国人留学生）」 

更新が許可され、新たな在留カードが発行された場合は、速やかに報告してください。 

 

■在留期間更新中の「特例期間」について【重要】 

在留期限内に在留期間更新許可申請を行った場合、申請結果が出るまでの間、在留期限の翌日から最長 2か

月間、日本に在留できる「特例期間」が設けられています。 

ただし、次の点に十分注意してください。 

•特例期間は、期限内に適切な更新申請を行っている場合に限り適用されます 

•特例期間は最大 2か月までです 

•更新が許可されず、または新しい在留カードが交付されないまま 2 か月を経過した場合、不法滞在となる

可能性があります 

特例期間はあくまで猶予措置であり、安全期間ではありません。 

在留期限ぎりぎりの申請は避け、余裕をもって手続きを行ってください。 

更新が許可され、新たな在留カードが発行された場合は、速やかに報告してください。 

 

■「留学」への在留資格変更 

他の在留資格から「留学」へ変更する場合は、在留資格変更許可申請が必要です。申請書の「所属機関作成

用 1～2」については学事センター（学籍）が作成します。学事センター（学籍）窓口へ申し込んでください。 

•手数料：200円 

•作成期間：3日程度 

新たな在留カードが交付された場合は、速やかに学事センター（学籍）へ報告してください。 

また、在留資格変更後は、14日以内に区役所等で必要な届出を行ってください。 

 

■休学・留学等で日本国外に出国し「留学」の在留資格が失効する場合 

休学により日本国外へ出国し、「留学」の在留資格が失効した場合、復学時には在留資格認定証明書（COE）

の再申請が必要となります。入国希望日の 3か月前までに学事センター（学籍）へ連絡してください。 

なお、COEの申請から発行までは、通常でも 2か月以上を要します。 

特に 4月復学の場合は申請が集中するため、さらに時間がかかる傾向があります。 

そのため、4月復学を希望する場合は、11月中に学事センター（学籍）へ連絡してください。 

連絡が遅れた場合、復学時期に間に合わない可能性があります。 

 

※在留資格に関する詳細、各種申請手続きについては、 

■My Sophia ＞ 学び・教育 ＞ 学事センター＞「申請書類ダウンロード（外国人留学生）」 を確認してくだ

さい。 
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 (1) 転部・転科 

所属する学部の他学科、もしくは他学部の学科へ移籍を志望する場合、次の条件を満たす者は、転部科を願

い出ることができます。出願後、各学科において試験を行います。 

 

■出願資格 

 ① 出願時に休学期間を除き、4学期（8クォーター）以上在学の者（4学期目在学中の者を含む）。 

 ② 出願時までに修得済みの語学科目（必修のみ）および全学共通科目の GPAが、2.6（小数第 2位切り捨て）

以上である者。 

 

■転部科の制限 

 ① 一度転部科をした者は、以後転部科を願い出ることはできません。 

 ② 編入学者及び再入学者は、転部科を願い出ることはできません。 

 

 

 (2) 学士入学 

本学卒業者（卒業見込者を含む）で、卒業学部の他学科、あるいは他学部他学科に入学を希望する者を対象

に、学士入学の制度があります。出願後、各学科において試験等を行います。 

出願できる学科は受入先学科に定員の余裕がある場合となり、年度によって異なりますので注意してくださ

い。 

 

 

 (3) 再入学 

本学を退学した者が、以前在籍していた学部・学科/研究科・専攻に再び入学することを再入学といいます。 

 

 ■学部再入学の出願資格 

下記のいずれかに該当すること。 

 ① 学則 39条適用退学者（自主退学：2027年 4月 1日再入学の場合、2026年 9月 20日以前の退学） 

 ② 学則 64条適用退学者（学費未納退学：2027年 4月 1日再入学の場合、2026年 9月 20日以前の退学） 

 ③ 学則 40条適用退学者（32単位制退学：2027年 4月 1日再入学の場合、2026年 3月 31日以前の退学） 

 ④ 学則 60条適用退学者（本分違反行為処分：2027年 4月 1日再入学の場合、2026年 3月 31日以前の退学） 

 ⑤ 学則 61 条適用退学者（在学不適４項目処分：2027 年 4 月１日再入学の場合、2026 年 3 月 31 日以前の退

学） 

 

ただし、以下の者は出願できません。 

 ① 在学期間満了（8年間在籍）で退学した者 

 ② 残余在学期間が 6ヶ月未満の者 

 ③ 再入学後再び退学した者 

 

※2027年 4月からの転部・転科、再入学、学士入学は、2026年 11月より各要項を配布、12月上旬出願の予定

です。詳細は学事センター（学籍）窓口に問い合わせてください。 

 

■大学院再入学・論文再入学の出願資格 

大学院の再入学には、「再入学」と「論文再入学」があります。詳細については、学事センター（学籍）窓口

にお問い合わせください。 

 

■再入学 

下記のいずれかに該当すること。 

 ① 学則第 28条適用退学者（自主退学） 

2 転部・転科／再入学／学士入学 

大学院 

学 部 

学 部 

学 部 
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退学日から 1学期以降であって退学した年度の翌年度より数えて 3年を経過していない者 

 ② 学則第 29条第１号適用退学者（学費未納退学） 

退学日から 1学期以降であって退学した年度の翌年度より数えて 3年を経過していない者 

 ③ 学則第 29条第３号適用退学者（成業無見込退学） 

退学日から 2学期以降であって退学した年度の翌年度より数えて 3年を経過していない者 

 ④ 学則第 29条の２適用退学者（在学不適四項目処分） 

退学日から 2学期以降であって退学した年度の翌年度より数えて 3年を経過していない者 

※2014年 3月 31日以前に退学した者については、学事センター（学籍）窓口にお問い合わせください。 

 

ただし、以下の者は出願できません。 

 ① 在学期間満了（前期課程・修士課程／4年間在籍、後期課程／5年間在籍）で退学した者 

 ② 残余在学期間が 6ヶ月未満の者 

 ③ 再入学後再び退学した者 

 

■論文再入学（博士後期課程のみ） 

下記のいずれにも該当すること。 

 ① 満期退学者であって、退学した年度の翌年度より数えて 3年を経過しておらず、以前において再入学した

ことがない者で、残余在学期間が 6ヶ月以上あること 

 ② 論文再入学を願い出る時点で博士論文が完成していること 

 

※2027年 4月からの再入学は、2026年 11月より各要項を配布、12月上旬出願の予定です。詳細は学事セン

ター（学籍）窓口に問い合わせてください。   
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（1）各種証明書の発行については下記 URLを参照してください。 

   https://piloti.sophia.ac.jp/jpn/academicrecords/certificate/current/ 

   ※卒業/修了見込証明書は、あくまでも学生本人がその必要要件を満たすことにより卒業/修了が 

     可能であることを証明するものであり、大学が卒業/修了の保証をするものではありません。 

     最終学年の授業開始日（2026年度行事予定表参照）以降に発行します。 

   ※健康診断証明書の発行（2026年 5月 19日から）には、ウェルネスセンター（健康支援）の健康診断 

     を受診している必要があります。 

   ※卒業/修了証明書は、卒業/修了者発表日（2026年 9月 10日、2027年 3月 15日）以降に発行します。 

     発行開始日については 2026年度行事予定表を参照してください。 

 

          （2）在留資格変更及び在留期間更新許可申請に係る証明書の発行については下記 URLを参照してください。  

               https://my.sophia.ac.jp/dashboard/page/academic_affairs 

  

 （3）授業料等納付金納入証明書の発行については下記 URLを参照してください。   

      https://piloti.sophia.ac.jp/jpn/tuition/certificate/   

 

 

 

3 証明書 
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大学院委託聴講生制度は、各大学間の学術的提携、交流を促進するために設けられたもので、大学院間の協

定にもとづき、互いに聴講生を委託する制度です。大学院生が研究上の必要から他の大学院の授業の聴講を希

望するとき、この制度を利用することができます。 

委託聴講で修得した単位の修了要件としての取り扱いについては、各専攻により異なります。「修了に要す

る科目、単位数、科目数などの要件」を参照してください。なお、認定単位の上限については、p.ガイド 62「大

学院における単位換算・単位認定」をあわせて確認してください。 

他大学での委託聴講を希望する場合は、学事センター（学籍）窓口で手続きした上で、受入先の大学でも所

定の期間内に手続きする必要があります。受入先の大学の手続期間など委託聴講の手続等詳細は、学事セン

ター（学籍）窓口に問い合わせてください。 

 

［注意］ 

＊登録は原則年 1回です。他大学の秋学期（後期）開講科目も春学期（前期）の手続期間に手続きしてくださ

い。 

＊地球環境学専攻および一部の協定校は、春・秋各学期始めに登録手続きを行う必要があります。秋学期科目

の履修希望者は、秋学期履修登録期間前に必ず学事センター窓口に申し出てください。 

＊履修中止はできません。 

＊受入先の大学で評価を受けなかった場合、成績は「F」となり、成績証明書に記載されます。 

 

現在本大学院で上記制度を実施している研究科、専攻、協力校は次のとおりです。 

専   攻 協  定  校 

哲学 
慶應義塾大学・東洋大学・東京女子大学（注） 

（注）本学博士前期課程の学生のみ聴講できる。 

史学 
青山学院大学・中央大学・國學院大学・国士舘大学・明治大学・立教大学・専修大学・

駒澤大学・東海大学・東洋大学 

国文学 青山学院大学・中央大学・東京女子大学 

英米文学 
青山学院大学・法政大学・明治大学・明治学院大学・日本女子大学・立教大学・聖心女

子大学・東北学院大学・東京女子大学・東洋大学・津田塾大学 

ドイツ文学 早稲田大学 

フランス文学 
青山学院大学・学習院大学・白百合女子大学・獨協大学・武蔵大学・明治学院大学・明

治大学 

死生学 東洋英和女学院大学 

心理学 白百合女子大学 

社会福祉学専攻 
明治学院大学・日本女子大学・日本社会事業大学・関東学院大学・淑徳大学・大正大学・

東洋大学・立正大学・立教大学・法政大学・日本大学 

法曹養成 早稲田大学・日本大学 

経済学 
学習院大学・武蔵大学・成城大学・成蹊大学 

経営学 

言語学専攻 東京外国語大学・筑波大学 

理工学 

（数学領域） 

中央大学・学習院大学・国際基督教大学・立教大学・東京女子大学・津田塾大学・日本

大学・日本女子大学・明治大学・東京理科大学 

地球環境学 東京農工大学 

全専攻 国連大学 

＊国連大学と本学の所定の科目を修得した学生に対し、プログラムの修了証書（学位ではありません）を発行

する、ジョイント・ディプロマ・プログラムを実施しています。詳細については、My Sophiaの大学からの

お知らせに掲載しているハンドブック、または学事センター（学籍）窓口にて確認してください。 

4 委託聴講生制度（大学院） 

大学院 
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本学の沿革と年譜 

沿革 

本学の創立は、遠く東洋伝導の先駆者聖フランシスコ・ザビエルの宿願に基づいている。ザビエルはわが国に滞在中

（1549～1551年）西欧の最善の文化財を供給しうる高度の教育機関としての大学を、わが国の首都に設立する計画を

もっていたが、滞在期間が短かったので、実現には至らなかった。 

それから約360年たった1906年、ローマ教皇ピオ10世がザビエルの属したイエズス会に、大学設立の事業を委託した

ことによって、その念願が実現の緒についた。 

1908年、ドイツ人ヨゼフ・ダールマン師、フランス人アンリ・ブシェー師、イギリス人ジェームズ・ロックリフ師が、

この理想をもって、わが国に新しい大学を設立するため来朝し、その準備にかかった。1910年に来朝したドイツ人ヘル

マン・ホフマン師は、1911年財団法人上智学院を設立し、ついで1913年上智大学を現在地に設置して、初代学長となっ

た。 

以来本学はキリスト教の世界観に基づき、最高の教育並びに研究機関としての大学の使命を果たすとともに、当初よ

り多数の外国人教授を擁し、東西文化交流のかけ橋として、わが国の大学の中でも独特な地位を占めている。 

 

年譜 

1911年（明治44年） 財団法人上智学院設立。 

1913年（大正２年） 専門学校令により上智大学（哲学科、独逸文学科、商科）開設。 

1928年（昭和３年） 大学令による上智大学（文学部－哲学科、文学科、商業部－商学科）開設。 

1932年（昭和７年） 専門部（経済科、法科、商科、新聞学科）開設。 

1948年（昭和23年） 学校教育法による新制大学として文学部（哲学科、史学科、英文学科、独逸文学科、新聞学科）、

経済学部（経済学科、商学科）を開設。 

1951年（昭和26年） 私立学校法による学校法人上智学院設立。新制大学院神学研究科（神学専攻）、哲学研究科（哲学

専攻）、西洋文化研究科（西洋文化専攻）、経済学研究科（経済学専攻）の修士課程を開設。 

1952年（昭和27年） 文学部に教育学科増設。 

1955年（昭和30年） 文学部に外国語学科（英語、ドイツ語、フランス語、イスパニア語各専攻）増設。 

大学院に神学研究科（組織神学専攻）、哲学研究科（哲学専攻）、西洋文化研究科（英米文学専攻及

びドイツ文学専攻）、経済学研究科（経済制度・組織専攻）の博士課程を開設。 

1957年（昭和32年） 法学部（法律学科）開設。文学部外国語学科にロシア語専攻増設。 

1958年（昭和33年） 神学部（神学科）開設。外国語学部（英語学科、ドイツ語学科、フランス語学科、イスパニア語学

科、ロシア語学科）開設、したがって文学部外国語学科は廃止。 

1959年（昭和34年） 文学部に国文学科増設。 

1962年（昭和37年） 理工学部（機械工学科、電気・電子工学科、物理学科、化学科）開設。 

1964年（昭和39年） 外国語学部にポルトガル語学科増設。 

1965年（昭和40年） 理工学部に数学科増設。化学科に化学専攻、応用化学専攻設置。 

1966年（昭和41年） 文学部に社会学科、フランス文学科増設。 

大学院に文学研究科（教育学専攻）、法学研究科（法律学専攻）、理工学研究科（機械工学専攻、電

気・電子工学専攻、応用化学専攻、化学専攻及び物理学専攻）の修士課程を開設。 

大学院西洋文化研究科（西洋文化専攻）の修士課程を文学研究科（史学専攻、英米文学専攻及び

ドイツ文学専攻）の修士課程に改組。 

大学院西洋文化研究科（英米文学専攻及びドイツ文学専攻）の博士課程を文学研究科（英米文学

専攻及びドイツ文学専攻）の博士課程に改組。 

1968年（昭和43年） 大学院文学研究科に教育学専攻及び日本史学専攻の博士課程を増設。 

大学院文学研究科に国文学専攻及びフランス文学専攻の修士課程を増設。 

大学院に法学研究科（法律学専攻）及び理工学研究科（機械工学専攻、電気・電子工学専攻、応用

化学専攻、化学専攻及び物理学専攻）の博士課程を開設。 

経済学部商学科を経済学部経営学科に名称変更。 

1969年（昭和44年） 大学院理工学研究科に数学専攻の修士課程を増設。 
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1970年（昭和45年） 大学院文学研究科に国文学専攻の博士課程を増設。大学院外国語学研究科（言語学専攻）の修士

課程を開設。 

1971年（昭和46年） 大学院文学研究科にフランス文学専攻及び史学専攻（日本史学改組）の博士課程を増設。大学院

文学研究科に新聞学専攻の修士課程を、外国語学研究科に国際関係論専攻の修士課程を増設。 

1972年（昭和47年） 大学院文学研究科に社会学専攻の修士課程を増設。大学院理工学研究科に数学専攻の博士課程を

増設。 

1973年（昭和48年） 大学院外国語学研究科に言語学専攻及び国際関係論専攻の博士課程を開設。 

1974年（昭和49年） 大学院文学研究科に新聞学専攻及び社会学専攻の博士課程を増設。 

1975年（昭和50年） 外国語学部に日本語・日本文化学科増設。 

1976年（昭和51年） 文学部に心理学科、社会福祉学科を増設、したがって教育学科心理学専攻、社会学科社会福祉学

専攻は廃止。 

大学院学則を改正し、博士前期、後期課程に変更。 

1977年（昭和52年） 外国語学部日本語・日本文化学科を外国語学部比較文化学科に名称変更。 

1978年（昭和53年） 大学院理工学研究科に生物科学専攻の修士課程を増設。 

1979年（昭和54年） 大学院外国語学研究科に比較文化専攻の修士課程を増設。 

1980年（昭和55年） 法学部に国際関係法学科を増設。 

1981年（昭和56年） 大学院理工学研究科に生物科学専攻の博士後期課程を増設。 

1987年（昭和62年） 比較文化学部（比較文化学科、日本語・日本文化学科）開設。 

1992年（平成４年） 大学院文学研究科に心理学専攻の修士課程を増設。 

1993年（平成５年） 外国語学部比較文化学科を廃止。 

1994年（平成６年） 大学院文学研究科に心理学専攻の博士後期課程を増設。 

1997年（平成９年） 大学院外国語学研究科に地域研究専攻の博士課程（前期・後期）を増設。 

法学部に地球環境法学科を増設。 

2001年（平成13年） 大学院文学研究科心理学専攻博士前期課程に臨床心理学コースを設置。 

2004年（平成16年） 大学院法学研究科に法曹養成専攻（法科大学院）を増設。 

2005年（平成17年） 文学部（教育学科、心理学科、社会学科、社会福祉学科）を総合人間科学部（教育学科、心理学

科、社会学科、社会福祉学科）に改組。 

大学院文学研究科（教育学専攻、心理学専攻及び社会学専攻）の博士課程（前期・後期）を総合人

間科学研究科（教育学専攻、心理学専攻、社会学専攻及び社会福祉学専攻）の博士課程（前期・後

期）に改組。 

大学院に地球環境学研究科（地球環境学専攻）の博士課程（前期・後期）を開設。 

2006年（平成18年） 比較文化学部（比較文化学科、日本語・日本文化学科）を国際教養学部（国際教養学科）に改組。 

大学院外国語学研究科（国際関係論専攻及び地域研究専攻）の博士課程（前期・後期）をグローバ

ル・スタディーズ研究科（国際関係論専攻及び地域研究専攻）の博士課程（前期・後期）に改組。 

大学院外国語学研究科比較文化学専攻修士課程をグローバル・スタディーズ研究科グローバル社

会専攻の博士前期課程に改組。 

大学院グローバル・スタディーズ研究科にグローバル社会専攻の博士後期課程を増設。 

2007年（平成19年） 大学院経済学研究科に経済学専攻の博士後期課程及び経営学専攻の博士課程（前期・後期）を増

設。 

大学院文学研究科教育学専攻及び社会学専攻の博士前期課程を廃止。 

2008年（平成20年） 理工学部（機械工学科、電気・電子工学科、数学科、物理学科、化学科）を理工学部（物質生命理

工学科、機能創造理工学科、情報理工学科）に改組。 

大学院理工学研究科（機械工学専攻、電気・電子工学専攻、応用化学専攻、化学専攻、数学専攻、

物理学専攻及び生物科学専攻）の博士課程（前期・後期）を理工学研究科（理工学専攻）の博士課

程（前期・後期）に改組。 

大学院文学研究科心理学専攻、外国語学研究科国際関係論専攻の博士前期課程を廃止。 

大学院外国語学研究科比較文化専攻の修士課程を廃止。 

大学院外国語学研究科地域研究専攻の博士前期課程を廃止。 

2009年（平成21年） 文学部教育学科及び社会学科を廃止。 

大学院理工学研究科機械工学専攻、電気・電子工学専攻、物理学専攻、応用化学専攻、化学専攻の
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博士前期課程を廃止。 

2010年（平成22年） 文学部心理学科を廃止。 

比較文化学部日本語・日本文化学科を廃止。 

大学院理工学研究科数学専攻の博士前期課程を廃止。 

2011年（平成23年） 総合人間科学部に看護学科を増設。 

大学院総合人間科学研究科に看護学専攻修士課程を増設。 

大学院文学研究科に文化交渉学専攻博士課程（前期・後期）を増設。 

文学部社会福祉学科を廃止。 

大学院理工学研究科生物科学専攻の博士前期課程、応用化学専攻、 

化学専攻、物理学専攻の博士後期課程を廃止。 

大学院地球環境学研究科地球環境学専攻の博士課程（前期・後期）に国際環境コースを設置。 

比較文化学部比較文化学科を廃止。 

2012年（平成24年） 理工学部に英語コース（物質生命理工学科グリーンサイエンスコース、機能創造理工学科グリー

ンエンジニアリングコース）を設置。 

大学院理工学研究科数学専攻の博士後期課程を廃止。 

2013年（平成25年） 理工学部物理学科、化学科、機械工学科を廃止。 

大学院外国語学研究科国際関係論専攻、理工学研究科電気・電子工学専攻、生物科学専攻、機械

工学専攻の博士後期課程を廃止。 

2014年（平成26年） 総合グローバル学部（総合グローバル学科）開設。 

大学院文学研究科社会学専攻の博士後期課程を廃止。 

2015年（平成27年） 助産学専攻科を開設。 

理工学部数学科を廃止。 

大学院文学研究科教育学専攻、経済学研究科経済制度・組織専攻、外国語学研究科地域研究専攻

の博士後期課程を廃止。 

2016年（平成28年） 大学院文学研究科に哲学専攻博士課程（前期・後期）を増設。 

大学院実践宗教学研究科死生学専攻修士課程を開設。 

大学院外国語学研究科を言語科学研究科に名称変更。 

理工学部電気・電子工学科を廃止。 

2017年（平成29年） 大学院文学研究科心理学専攻博士後期課程を廃止。 

2018年（平成30年） 大学院実践宗教学研究科死生学専攻の修士課程を博士前期課程に変更。 

大学院実践宗教学研究科に博士後期課程を増設。 

2020年（令和2年） 大学院哲学研究科哲学専攻博士前期課程を廃止。 

総合人間科学部（教育学科、社会学科）、経済学部経済学科、総合グローバル学部総合グローバル

学科に英語コース（SPSF：Sophia Program for Sustainable Futures）を設置。 

2021年（令和3年） 大学院グローバル・スタディーズ研究科に国際協力学専攻修士課程を増設。 

文学部新聞学科に英語コース（SPSF：Sophia Program for Sustainable Futures）を設置。 

2022年（令和4年） 経済学部経営学科に英語コース（SPSF：Sophia Program for Sustainable Futures）を設置。 

2023年（令和5年） 大学院応用データサイエンス学位プログラム（大学院修士課程）を開設。 

（経済学研究科、理工学研究科及び地球環境学研究科による「研究科等連係課程実施基本組織」と

して開設） 

2024年（令和6年）    大学院哲学研究科哲学専攻の博士後期課程を廃止。 
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事務関係および研究所・センター等一覧 

事務関係   ※電話番号は03-3238-××××です。下4桁は表に記載の番号を入力してください（目白聖母Cを除く）。 

 部署 場所 電話 

履修相談、履修登録、時間割、定期試験、追試験、Loyola、成績管理等 

学事センター 

2号館1F 

⑥番窓口 
3515 

各種証明書、学生証、住所・氏名・保証人変更、在留資格、転部科等、 

科目等履修生、研究生 
2号館1F 

⑤番窓口 

3519 

学費、学籍異動 3195 

教職課程、学芸員課程等 教職・学芸員 

課程センター 
2号館2F 3520 

学部入試、大学院入試 入学センター 12号館1F 3167 

交換留学、海外短期語学講座・研修、実践型プログラム、 

留学カウンセリング、海外留学保険、サマーセッション 

グローバル教育センター開講科目 

（インターンシップ科目、サマーセッション含む） 

グローバル 

教育センター 
2号館1F 3521 

語学科目、プレイスメント・テスト、AC-TEAP、語学学習アドバイザー、 

英語Eラーニング教材等 

言語教育研究 

センター 
6号館5F 3699 

外国語コミュニケーショングループ等 Language Learning 

Commons（LLC） 
6号館1F 4094 

全学共通科目関係（キリスト教人間学、身体知、思考と表現、データサイエンス、 

展開知）、ライティング・ラボ、データサイエンス・クリニック、「学びを学ぶ」 
基盤教育センター 2号館1F 4600 

学生生活支援（課外活動、課外教育プログラム、ボランティア活動、学生教育 

研究災害傷害保険、卒業アルバム、アルバイト、学割、事故報告書、被害届、 

実習用通学証明書、託児室、祈りの部屋等）、SSIC（異文化理解・異文化交流 

スペース） 学生センター 2号館1F 

3525 

経済支援（奨学金） 3523 

経済支援（日本学生支援機構） 3886 

学生寮 4621 

健康診断、健康診断証明書、健康についての相談、応急処置等 

※問い合わせ先：health_cs-co@sophia.ac.jp 

ウェルネスセンター 

（健康支援） 

ホフマン・

ホール2F 
3394 

障がいや合理的配慮に関する相談 

※問い合わせ先：with_others-co@sophia.ac.jp 

（初回は原則として、メールでの相談申込をお願いしています。） 

ウェルネスセンター 

（障がい学生支援） － 4088 

カウンセリング、学生生活で困ったこと、悩み相談 

※電話または窓口で予約してください。 

カウンセリング

サービス 
10号館3F 3559 

就職活動・進路・インターンシップに関する相談、支援、情報提供 キャリアセンター 2号館1F 3581 

閲覧・貸出 
図書館 L号館1F 

3510 

レファレンス 3507 

ソフィアICTアカウントで利用できるシステム 

・統合認証システム（シングルサインオン）：My Sophia、ソフィアメール、 

Moodle、VPN、Zoom など 

・PC教室、Wi-Fi、PC自動貸出システムなど 

※問い合わせ先：ict-support@sophia.ac.jp 

※情報システム室WEBサイト：http://ccweb.cc.sophia.ac.jp/ 

※Loyolaの使い方については学事センターにお問い合わせください。 

情報システム室 2号館3F 3101 
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情報システム室（ICT支援デスク） 2号館1F 4311 

遺失物等 
環境整備グループ 2号館1F 

3112 

施設管理、防犯防災、清掃、廃棄物処理等 3141 

出納 財務グループ 13号館4F 3186 

キリスト教に関する活動、相談、イエズス会教育に関する活動及び情報発信 カトリック・ 

イエズス会 

センター 

2号館1F 4161 

ダイバーシティ・サステナビリティ推進に関わる業務 ダイバーシティ・サス 

テナビリティ推進室 
13号館2F 4202 

目白聖母キャンパス内事務関連事項全般 目白聖母 

キャンパス 

事務センター 

目白聖母

キャンパス

1号館1F 

03

（3950） 

6151 

目白聖母キャンパスカウンセリングルーム 

※予約等はカウンセリングサービス（四谷キャンパス：03-3238-3559）に 

ご連絡ください。 

目白聖母キャンパ

スカウンセリング

ルーム 

目白聖母 

キャンパス 

1号館1F 

03

（3238）

3559 

目白聖母キャンパス図書室 目白聖母キャンパ

ス図書室 

目白聖母 

キャンパス 

1号館B1F 

03

（3950）

6180 
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附置研究所・センター等  ※電話番号は03-3238-××××です。下4桁は表に記載の番号を入力してください。 

部署 場所 電話 

キリスト教文化研究所 L号館8F 3540 

中世思想研究所 L号館8F 3822 

イベロアメリカ研究所 L号館6F 3530 

国際言語情報研究所 L号館5F 3493 

グローバル・コンサーン研究所 L号館7F 3023 

比較文化研究所 10号館3F 4082 

ヨーロッパ研究所 L号館7F 3902 

アジア文化研究所 L号館6F 3697 

アメリカ・カナダ研究所 L号館7F 3908 

地球環境研究所 L号館4F 4410 

メディア・ジャーナリズム研究所 L号館4F 4154 

キリシタン文庫 L号館8F 3538 

モニュメンタ・ニポニカ L号館2F 3543 

アジア人材養成研究センター 2号館16F 4136 

半導体研究所 パワーステーション1-B1F 3336 

生命倫理研究所 3号館2F 4050 

グリーフケア研究所 10号館3F 3776 

国際関係研究所 13号館1F 4688 

国際協力人材育成センター 1号館1F 4687 

多文化共生社会研究所 3号館3F 3132 

イスラーム地域研究所 3号館311A/313A 4073/4074 

人間の安全保障研究所 10号館6F 4041 

アイランド・サステナビリティ研究所 2号館16F 4657 

その他                   ※電話番号は03-3238-××××です。下4桁は表に記載の番号を入力してください。 

部署 場所 電話 

正門守衛所 正門横 3000 

紀伊國屋書店（書籍等の販売） 2号館B1F 3092 

パティネ・スポーツ 2号館B1F 4103 

（株）ソフィアキャンパスサポート 13号館2F 4259 
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施設（四谷キャンパス教室） 

教室などの位置と名称について 

教室などの名称は、最初の文字が建物を、後ろの数字は階数と室番号を表示しています。 

例） 1－203 1号館 2階 203室 

 紀－B112 上智紀尾井坂ビル 地下1階 112室 

〈建物の種類〉 

四谷キャンパスには以下の建物があります。 

四谷キャンパス 

1号館 

2号館 

3号館 

4号館 

6号館 

7号館 

8号館 

9号館 

10号館 

11号館 

12号館 

13号館 

14号館 

15号館 

中央図書館・総合研究棟（L号館） 

上智紀尾井坂ビル 

ホフマン・ホール（HH） 

クルップホール（KH） 

マシンホール（MH） 

〈教室名が特殊なもの〉 

教室名称 室 番 場 所 

COM-A（コンピュータルームA） 2-301 

2号館3階 
COM-B（コンピュータルームB） 2-302 

COM-C（コンピュータルームC） 2-303 

COM-D（コンピュータルームD） 2-304 

COM-X（コンピュータルームX） MH-211 マシンホール2階 

COM-Z（コンピュータルームZ） 3-322A 3号館3階 

文学部共用室A 14-110 

14号館1～4階 

（2026年9月まで） 

文学部共用室B 14-210 

文学部共用室C 14-310 

文学部共用室D 14-410 

文学部共用室A 7-221  

文学部共用室B 7-225 7号館2階 

文学部共用室C 7-213 (（2026年10月から） 

文学部共用室D 7-215  
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上智大学学則 

（令和8年４月１日改正施行） 

第１章 設立目的及び使命 

第１条 上智大学（以下「本学」という。）は，イエズス会の設立にかかり，その法的設置者は学校法人上智学院である。 

第２条 本学は，カトリックの伝統を受け継ぎ，キリスト教ヒューマニズムに基づき，学術の中心として，真理を探求し，

広い知識と深い専門の学芸を教授し，知的，道徳的及び応用的能力の展開による人間形成につとめ，有能な社会の先導

者を育成するとともに，文化の発展と人類の福祉に寄与することを目的とする。 

第３条 本学は，教育研究水準の向上を図り，その目的及び社会的使命を達成するため，教育研究活動の状況について自

己点検及び評価を実施し，絶えず教育研究活動の質の改善・向上に取り組むものとする。 

２ 教育研究活動の質保証に関する事項については，別に定める。 

３ 自己点検及び評価の実施体制並びに方法については，別に定める。 

４ 前三項に基づき，第三者評価機関による評価を受けるものとする。 

５ 本学は，教授法や授業運営などの改善や教育活動にかかる知識・技能・能力の獲得又は向上を組織的に支援するため

にファカルティ・ディベロップメント活動を実施するものとする。 

６ ファカルティ・ディベロップメント活動の実施体制並びに方法については，別に定める。 

第２章 大学の組織 

第４条 教育研究上の基本組織として，本学に次の学部学科を置く。 

神 学 部 神学科 

文 学 部 哲学科，史学科，国文学科，英文学科，ドイツ文学科，フランス文学科，新聞学科 

総合人間科学部 教育学科，心理学科，社会学科，社会福祉学科，看護学科 

法 学 部 法律学科，国際関係法学科，地球環境法学科 

経 済 学 部 経済学科，経営学科 

外 国 語 学 部 英語学科，ドイツ語学科，フランス語学科，イスパニア語学科，ロシア語学科，ポルトガル語学科 

総合グローバル学部 総合グローバル学科 

国際教養学部 国際教養学科 

理 工 学 部 物質生命理工学科，機能創造理工学科，情報理工学科 

２ 学生の履修上の区分に応じて，副専攻及び研究室等を置くことができる。これに関する事項については，別に定める。 

３ 全学共通教育の企画・編成・運営のために，基盤教育センターを置く。基盤教育センターに関する事項については別

に定める。 

４ 各学部に共通する言語教育を行うために，言語教育研究センターを置く。言語教育研究センターに関する事項につい

ては別に定める。 

５ 本学の教育のグローバル化を促進するため，グローバル教育センターを置く。グローバル教育センターに関する事項

については，別に定める。 

６ 第１項に定める学部及び学科ごとの教育研究上の目的及び人材の養成に関する目的については，第２条に定める各学

部共通の目的のほか，各学部の設置趣旨に基づき，別に定める。 

 

第５条 本学に大学院を置く。 

２ 大学院の学則は，別に定める。 

第６条 本学に図書館，研究機構，センターその他の附属教育研究機関を置く。これに関する事項については，別に定め

る。 

 

  

- ガイド85 -



第３章 定員 

第７条 本学の入学定員，編入学定員及び収容定員は，次のとおりとする。 

学部名 学科名 入学定員 編入学定員 収容定員 

神学部 神学科 50 ８ 216 

文学部 哲学科 60 － 240 

 史学科 70 － 280 

 国文学科 60 － 240 

 英文学科 100 － 400 

 ドイツ文学科 50 － 200 

 フランス文学科 50 － 200 

 新聞学科 120 － 480 

 計 510 － 2,040 

総合人間科学部 教育学科 60 － 240 

 心理学科 55 － 220 

 社会学科 60 － 240 

 社会福祉学科 60 － 240 

 看護学科 70 － 280 

 計 305 － 1,220 

法学部 法律学科 160 － 640 

 国際関係法学科 100 － 400 

 地球環境法学科 70 － 280 

 計 330 － 1,320 

経済学部 経済学科 165 － 660 

 経営学科 165 － 660 

 計 330 － 1,320 

外国語学部 英語学科 180 － 720 

 ドイツ語学科 60 － 240 

 フランス語学科 70 － 280 

 イスパニア語学科 70 － 280 

 ロシア語学科 60 － 240 

 ポルトガル語学科 60 － 240 

 計 500 － 2,000 

総合グローバル学部 総合グローバル学科 220 － 880 

国際教養学部 国際教養学科 186 － 744 

理工学部 物質生命理工学科 137 － 548 

 機能創造理工学科 137 － 548 

 情報理工学科 136 － 544 

 計 410 － 1,640 

合             計 2,841 ８ 11,380 

２ 神学部の編入学定員は，第３年次編入学定員とする。 

第４章 教職員組織 

第８条 本学に学長を置く。 

２ 学長は，本学を代表し，大学の校務全般を統括する。 

３ 学長を補佐し，命を受けて校務をつかさどるために副学長を置く。 

第９条 学長の下に教員及び職員を置く。 

第10条 本学の職制については，別に定める。 
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第５章 学部長会議及び教授会 

第11条 本学に，大学全般にわたる教育研究の向上を目的として，学部長会議を置く。 

２ 学部長会議の構成及び運営は，別に定める。 

第12条 本学各学部及び言語教育研究センターに教授会を置く。 

２ 教授会は，次に掲げる専任教員をもって組織する。 

（１） 教授 

（２） 准教授 

（３） 助教 

３ 教授会は，学長が次に掲げる事項について決定を行うにあたり，意見を述べるものとする。 

（１） 学生の入学及び卒業 

（２） 学位の授与 

（３） 前２号に掲げるもののほか，教育研究に関する重要な事項で，教授会の意見を聴くことが必要なものとして学

長が定めるもの 

４ 教授会は，前項に規定するもののほか，教授会の置かれる組織の教育研究に関する事項について審議し，及び学長の

求めに応じ，意見を述べることができる。 

５ 教授会の運営に関する事項は，各教授会が定める。 

６ 各教授会は，別に定めるところによりその他の専任教員を審議に参加させることができる。 

第６章 修業年限，学年，学期及び休業日 

第13条 本学の修業年限は，本規程に特別の定めのある場合を除いては４年とする。 

第14条 学年は，４月１日に始まり翌年３月31日に終わる。 

第15条 学期（セメスター）は，学年を分けて，春学期及び秋学期とし，それぞれの始期及び終期は次のとおりとする。 

春学期  ４月１日から９月20日まで 

秋学期  ９月21日から翌年３月31日まで 

２ 前項に定める各学期（セメスター）を二つの期間（以下「クォーター」という。）に分け，春学期のクォーターを第１

クォーター及び第２クォーターとし，並びに秋学期のクォーターを第３クォーター及び第４クォーターとする。 

３ 前項のクォーターの始期及び終期については，第１項に定めるものを除き，学長が定める。 

第16条 削除 

第17条 授業休業日は，次のとおりとする。 

ただし，第６号から第８号の授業休業期間の始期及び終期は，年度により別に定める。 

（１） 土曜日 

（２） 日曜日 

（３） 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

（４） 創立記念日（11月１日） 

（５） 聖ザビエルの祝日（12月３日） 

（６） 春期休業 

（７） 夏期休業 

（８） 冬期休業 

２ 学長は必要に応じ，前項各号以外の日を臨時に授業休業日とすることができる。 

３ 学長は必要に応じ，第１項各号に定める授業休業日を，授業日（補講日及び集中講義期間を含む）とすることができ

る。 

第18条 削除 

第７章 授業科目及び単位 

第19条 授業科目の種類は，全学共通科目，語学科目及び学科科目とし，各々を必修科目，選択科目及び自由科目に区分

する。 

２ 授業科目の編成は，別に定める。 

３ 前項で定めるもののほか，学長は臨時に授業科目を開設することができる。 

第19条の２ 授業は，講義，演習，実験，実習若しくは実技のいずれかにより，又はこれらの併用により行う。 
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２ 前項の授業は，文部科学大臣が別に定めるところにより，多様なメディアを高度に利用して，当該授業を行う教室等

以外の場所で履修させることができる。 

３ 前項の授業方法により修得する単位数は，60単位を超えないものとする。 

４ 第１項の授業（第２項の規定により，多様なメディアを高度に利用して，当該授業を行う教室等以外の場所で履修さ

せる場合を含む）を，外国において履修させることができる。 

第20条 授業科目を履修する場合，その授業に出席し，かつ，試験等に合格した者には，その授業科目所定の単位を与える。 

２ 授業科目の単位は，別に定める。 

第21条 削除 

第22条 授業科目の単位数は，１単位履修に45時間の学修を要することを標準とし，次の基準によって授業時間に対応し

た単位数を計算する。 

（１） 講義及び演習については，15時間から30時間の授業をもって１単位とする。 

（２） 実験，実習及び実技については，30時間から45時間の授業をもって１単位とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，卒業論文，卒業研究等については，これらの学修の成果を評価し，単位を付与することが

適切と認められた場合にはこれらに必要な学修等を考慮して，単位数を定めることができる。 

３ １単位の計算基礎となる授業時間については，学長がこれを決定する。 

第８章 入学，編入学，転部科，休学，留学，退学及び再入学 

第23条 入学時期（セメスター）は，学期の初めとする。 

２ 入学できる学期（セメスター）については，学部又は学科毎に個別に定める。 

第24条 本学は，次の各号の一に該当する者につき選考の上，入学を許可する。 

（１） 高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者 

（２） 通常の課程による12年の学校教育を修了した者 

（３） 外国において学校教育における12年の課程を修了した者，又はこれに準ずる者で文部科学大臣の指定したもの 

（４） 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の当該課程を修了した者 

（５） 文部科学大臣の指定した者 

（６） 高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者 

（７） その他相当の年齢に達し，高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると本学が認めた者 

２ 入学の許可は，学長がこれを決定する。 

第25条 本学への入学を志願する者は，所定の入学検定料を納入し，入学願書に次の書類を添えて，指定の期日までに願

い出なければならない。 

（１） 出身高等学校長から提出される調査書又は成績証明書，認定試験合格者はその合格証明書及び合格成績証明書，

国際バカロレア資格を有する者は，IBディプロマ及び成績評価証明書 

（２） その他必要書類 

２ 既納の入学検定料は，返還しない。 

第26条 前条の入学志願者については，別に定めるところにより，選考を行う。 

第27条 第24条に基づき入学を許可された者は，次の書類に入学納付金を添えて，指定の期日までに提出しなければなら

ない。 

（１） 保証人連署の誓約書 

（２） 地方自治体の発行する「住民票の写し」 

（３） 出身高等学校等の卒業（修了）証明書 

（４） その他必要書類 

第27条の２ 不正行為により本学に入学した者については、学長の決定により入学を取り消すことができる。 

２ 入学取消に関する事項は、別に定める。 

第28条 保証人は，日本国内に居住し，一家計を立てる成年者で，入学者の学費と一身上に関する一切の責任を負うこと

ができる者で，原則として父母とする。ただし，日本国籍を有さない者については，国外に居住する者でも許可する。 

第29条 本学を卒業又は中途退学し，再び入学しようとする者については，別に定める。 

第30条 他の大学等（外国の大学，短期大学等を含む。）から本学に編入学を希望する者については，選考によって入学を

許可することができる。 

２ 編入学者に関する事項については，別に定める。 
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第31条 他学部，他学科への転部科を希望する者については，選考によって許可することができる。 

２ 転部科に関する事項は別に定める。 

第32条 病気その他のやむを得ない理由で休学しようとする者は，その理由を詳記した休学願を提出し，学長の許可を受

けなければならない。この場合において，病気のために休学する者は，医師の診断書を添えなければならない。 

２ 休学の期間は，１クォーターを単位とし，連続２年，通算４年を超えることができない。 

３ 許可された休学期間が満了した場合は，復学となる。ただし，病気によって休学の許可を受けた者は，医師の診断書

を添えた所定の復学届を提出しなければならない。 

４ 休学期間中に休学の事由がやみ，復学しようとする者は，所定の復学届を提出しなければならない。 

第33条 本学との間に協定がある国外大学か，又は学位授与権をもつ国外大学に留学を希望する者がある場合，審査の上，

本人の教育上有益であると認められたときは，学長はこれを許可することができる。 

２ 留学に関する事項は別に定める。 

３ 留学期間中に修得した単位の換算及び認定については別に定める。 

第34条 本学が教育上有益と認めるときは，在学中に他の大学若しくは短期大学において履修した授業科目について修得

した単位（留学中に修得した単位を含む。）及び文部科学大臣が別に定める学修のうち，本学の授業科目に相当すると認

められる単位を，40単位を超えない範囲で本学において修得したものとみなすことができる。 

２ 本学が教育上有益と認めるときは，本学へ入学前に大学若しくは短期大学等において履修した授業科目について修得

した単位及び文部科学大臣が別に定める学修のうち，本学の授業科目に相当すると認められる単位を，編入学の場合を

除き，30単位を超えない範囲で本学において修得したものとみなすことができる。 

３ 前２項により，本学において修得したものとみなすことができる単位は，60単位を超えないものとする。 

４ 第１項及び第２項において，上智社会福祉専門学校において修得した単位を本学において修得したものとみなすこと

ができる。 

５ 他の大学及び短期大学等並びに上智社会福祉専門学校での履修及び修得した単位の認定については別に定める。 

第35条 削除 

第36条 削除 

第37条 削除 

第38条 本学に在学する期間は，休学期間を除き８年を超えることができない。 

２ 前項にかかわらず，次の各号の全てに該当する者の本学に在学する期間は，８年３ヶ月を超えることができない。 

（１） 第15条に定める学期（セメスター）末の時点において，在学年数が７年９ヶ月である者 

（２） 第13条及び第57条に定める卒業に必要な要件を満たしていない者 

第38条の２ 第13条の修業年限，第32条の休学期間及び前条の在学期間を算定するにあたっては，第15条第２項に定める

クォーターは，３ヶ月と計算する。 

第39条 退学しようとする者は，所定の様式による退学願を学生証とともに提出し，学長の許可を受けなければならない。 

２ 退学を願い出る者は，その時期までの授業料等を完納しなければならない。 

第40条 連続する２か年において，学部学科が指定する授業科目を含む32単位以上を修得できない者については，学長が

退学を決定する。 

第９章 履修及び登録 

第41条 全学共通科目については，８単位を必修とし，合計２６単位を修得しなければならない。 

２ 削除 

３ 第１項にかかわらず，文学部英文学科及び外国語学部英語学科にあっては８単位を必修とし，合計２２単位を修得し

なければならず，国際教養学部にあっては４単位を必修とし，合計２６単位を修得しなければならない。 

４ 全学共通科目は，必修単位を除き，学科により教育上必要があるときは，学長の決定により，学科科目の単位に充当

することができる。ただし，国際教養学部を除く学部にあっては，充当できる単位の上限を12単位とする。 

５ 学科科目のうち，所定の学科科目については，全学共通科目（必修を除く）の単位に充当することができる。ただし，

国際教養学部を除く学部にあっては，充当できる単位の上限を４単位とする。 

第41条の２ 語学科目は，外国語（英語）４単位を必修とする。ただし，文学部英文学科，外国語学部英語学科にあって

は，外国語８単位を必修とし，国際教養学部にあっては，外国語４単位を必修とする。 

２ 語学科目は，必修単位を除き，全学共通科目（必修を除く）の単位に充当することができる。ただし，国際教養学部

を除く学部にあっては，充当できる単位の上限を８単位とする。 

- ガイド89 -



３ 語学科目は，必修単位を除き，学科により教育上必要があるときは，学長の決定により，学科科目の単位に充当する

ことができる。 

４ 削除 

第41条の３ 学科により教育上必要があるときは，大学院研究科が指定した科目の範囲内で，別に定めるところにより大

学院開設科目の履修を認めることがある。この場合において，当該科目の修得単位は卒業に必要な単位としては算入で

きないものとする。 

第42条 学科科目については，各学科所定の最低基準以上の単位を修得しなければならない。 

２ 前項の最低基準は，必修科目及び選択科目をあわせて94単位以上でなければならない。 

３ 前項の科目のうち，各学科所定の範囲内における単位を，他学科で開講される学科科目の単位で代えることができる。 

第43条 削除 

第44条 削除 

第45条 教員の資格を得ようとする者は，教育職員免許法（昭和24年法律第147号）及び教育職員免許法施行規則（昭和29

年文部省令第26号）にのっとり，別に定める教職課程所定の科目を履修し，その単位を修得しなければならない。 

２ 本学の学部，学科において取得できる教育職員免許状の種類は，別に定めるところによる。 

第46条 教職に関する科目の単位（ただし，教育実習を除く。）は，あらかじめ各学部学科の定めるところに従い，学科科

目における選択科目の単位として計算することができる。 

第47条 学芸員の資格を得ようとする者は，別に定める学芸員課程所定の科目を履修し，その単位を修得しなければなら

ない。 

２ 学芸員に関する科目の単位（ただし，博物館実習を除く。）は，あらかじめ各学部学科の定めるところに従い，学科科

目における選択科目の単位として計算することができる。 

第48条 削除 

第49条 卒業論文については，あらかじめ各学部学科の定めるところに従い，期日までに提出しなければならない。 

第50条 履修しようとする授業科目は，所定の期間に登録しなければならない。 

第51条 削除 

第10章 試験及び卒業 

第52条 定期試験は大学が定める期間に行う。 

第53条 削除 

第54条 病気その他やむをえない事情で定期試験を受けることができなかったと認められる者は，別に定める追試験料を

納付の上，追試験を受けることができる。 

第55条 授業科目の成績評価は，上位よりA（100～90点），B（89～80点），C（79～70点），D（69～60点），F（59点以下），

P，X，Iの評語をもって表示し，A，B，C，D，Pを合格，F及びXを不合格，Iを評価保留とする。 

２ 前項にかかわらず，履修中止科目をW，認定科目をNと表示する。 

３ 第１項の成績評価による学業結果を総合的に判断する指標として，総合平均点（いわゆるGrade Point Averageに相当

するもの。以下「GPA」という。）を用いる。 

４ 前項に定めるGPAは，成績評価のうち，Aにつき4.0，Bにつき3.0，Cにつき2.0，Dにつき1.0，Fにつき０をそれぞれ評

価点として与え，各授業科目の評価点にその単位数を乗じて得た積の合計を，登録科目（W，N，P，X，Iとして表示さ

れた科目を除く）の総単位数で除して算出する。 

第56条 削除 

第57条 第13条に定める修業年限を満たし，卒業に必要な所定の授業科目の単位を修得した者については，学長が卒業を

認定する。 

２ 卒業の期日は，学期（セメスター）又は学年の終わりとする。 
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３ 卒業に必要な単位は，124単位を下限として，学部学科別に次のとおりとする。 

学部 学科 

全学共通科目 
語学 
科目 

学科科目 

合計 

必修 選択 必修 必修 選択 

神学部 神学科 8 18 4 30 64 124 

文学部 哲学科 8 18 4 28 66 124 

史学科 8 18 4 14 80 124 

国文学科 8 18 4 28 66 124 

英文学科 8 14 8 44 50 124 

ドイツ文学科 8 18 4 42 52 124 

フランス文学科 8 18 4 42 52 124 

新聞学科 8 18 4 14 80 124 

総合人間科学部 教育学科 8 18 4 23 71 124 

心理学科 8 18 4 34 60 124 

社会学科 8 18 4 22 72 124 

社会福祉学科 8 18 4 26 68 124 

看護学科 8 18 4 90 8 128 

法学部 法律学科 8 18 4 24 72 126 

国際関係法学科 8 18 4 25 72 127 

地球環境法学科 8 18 4 26 70 126 

経済学部 経済学科 8 18 4 8 86 124 

経営学科 8 18 4 4 90 124 

外国語学部 英語学科 8 14 8 16 78 124 

ドイツ語学科 8 18 4 32 62 124 

フランス語学科 8 18 4 32 62 124 

イスパニア語学科 8 18 4 32 62 124 

ロシア語学科 8 18 4 30 64 124 

ポルトガル語学科 8 18 4 34 60 124 

総合グローバル学部 総合グローバル学科 8 18 4 12 82 124 

国際教養学部 国際教養学科 4 22 4 16 78 124 

理工学部 物質生命理工学科 8 18 4 29 65 124 

機能創造理工学科 8 18 4 26 68 124 

情報理工学科 8 18 4 34 60 124 

第57条の２ 本学に３年以上在学し，前条第１項に定める単位を修得し，かつ当該単位を優秀な成績をもって修得した者

が第13条に定める修業年限に満たない卒業（以下，「早期卒業」という）を希望する場合は，学長が卒業を認定すること

ができる。 

２ 早期卒業の有無及び早期卒業に関し必要な事項は，学部ないし学科ごとに別に定める。 

３ 前条第２項は，早期卒業についてもこれを準用する。 

第58条 学長は，前２条の規定により卒業を認定した者に対し，学士の学位を授与する。 
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２ 学位には学部学科別に次の専攻分野の名称を付記する。 

学  部 学    科 専攻分野 

神学部 神学科 神学 

文学部 哲学科 哲学 

 史学科 史学 

 国文学科 文学 

 英文学科 文学 

 ドイツ文学科 文学 

 フランス文学科 文学 

 新聞学科 新聞学 

総合人間科学部 教育学科 教育学 

 心理学科 心理学 

 社会学科 社会学 

 社会福祉学科 社会福祉学 

 看護学科 看護学 

法学部 法律学科 法学 

 国際関係法学科 法学 

 地球環境法学科 法学 

経済学部 経済学科 経済学 

 経営学科 経営学 

外国語学部 英語学科 外国研究 

 ドイツ語学科 外国研究 

 フランス語学科 外国研究 

 イスパニア語学科 外国研究 

 ロシア語学科 外国研究 

 ポルトガル語学科 外国研究 

総合グローバル学部 総合グローバル学科 国際関係論 

  地域研究 

国際教養学部 国際教養学科 国際教養 

理工学部 物質生命理工学科 理工学 

 機能創造理工学科 理工学 

 情報理工学科 理工学 

第11章 賞罰 

第59条 人物及び学術優秀な学生は，選考によって学長が授賞する。 

第60条 本学学生としてその本分に反した行為があったと認められたときは，その軽重に従い，退学，停学又は訓告処分

とする。 

２ 前項の処分は，学長が行う。 

３ 前二項に定めるもののほか，学生の処分に必要な事項は別に定める。 

第61条 次の各号のいずれかに該当する者は，学長の決定により退学させる。 

（１） 著しく性行不良で改善の見込みがないと認められた者 

（２） 学内の秩序を乱した者 

（３） 大学の名誉を著しく毀損した者 

（４） その他本学に在学させることが不適当と認められた者 

２ 前項に定めるもののほか，学生の退学に必要な事項は別に定める。 
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第12章 納付金及び授業料等 

第62条 第27条に定める入学に必要な納付金は，別に定める。 

第63条 学生は，別に定める授業料等納付金を所定の期限内に全納しなければならない。 

第64条 前条の授業料等納付金を所定の期日までに納付しない者は，退学させる。 

第65条 休学，留学等の授業料等納付金については，別に定める。 

第66条 既納の授業料等諸納付金は，返還しない。 

第13章 奨学 

第67条 本学は，学資金を給与又は貸与し，若しくは授業料の全額又は一部を免除することがある。 

２ 奨学制度に関する事項は，別に定める。 

第68条 在学生及び卒業生から選抜した者を奨学生として海外に留学させることがある。 

第14章 交換留学生，交流学生，科目等履修生及び聴講生 

第69条 本学は，国外大学との学生交流協定に基づき，交換留学生の受入を許可することができる。 

第70条 本学は，国内大学との単位互換協定に基づき，交流学生の受入を許可することができる。 

第71条 本学は，本学に在学する者以外で一又は複数の授業科目を履修する者（以下「科目等履修生」という。）の受入を

許可し，単位を与えることができる。 

２ 科目等履修生の受入許可及び単位の付与については，別に定める。 

第72条 本学所定の授業科目中一又は複数の授業科目の聴講を願い出る者があるときは，一般の授業に支障のない場合に

限り選考の上，聴講生として聴講を許可することができる。 

２ 聴講に関する事項は，別に定める。 

第15章 削除 

第73条から第76条まで 削除 

第16章 学生の生活指導と課程外教育及び健康管理 

第77条 本学は，学生の個人及び集団の生活指導と課程外の教育とのための諸機関を設ける。 

第78条 本学は，学生及び教職員の健康を管理するためウェルネスセンターを置く。 

２ ウェルネスセンターに関する事項は，別に定める。 

第79条 学生は，学年ごとにウェルネスセンターにおいて健康診断を受けなければならない。 

第80条 学生は，傷病の際，ウェルネスセンターを利用することができる。 

第17章 学生寮 

第81条 本学は，本学の教育理念にのっとり，共同生活を通じ学生を訓育するため，附属学生寮を置く。 

２ 学生寮に関する事項は，別に定める。 

第18章 公開講座及び各種講習会等 

第82条 本学は，文化向上，成人教育その他の諸研究教育活動のために，公開講座，講習会等を開設することができる。 

２ 前項に関する事項は，別に定める。 

 

第19章 助産学専攻科 

（設置） 

第83条 本学に，助産学専攻科（以下「専攻科」という。）を置く。 

 

（目的・資格） 

第84条 専攻科は，本学教育理念のもと，４年制大学における看護基礎教育の上に，助産に関する最新の知識と技術を教

授，研究し，もって母子保健の発展向上に寄与することのできる助産師を育成することを目的とする。 

２ 専攻科において取得できる資格は次のとおりとする。 

助産師国家試験受験資格 
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（学生定員） 

第85条 専攻科の学生定員は，次のとおりとする。 

入学定員 10名 

収容定員 10名 

 

（専攻科主任） 

第86条 専攻科に専攻科主任を置く。 

 

（修業年限） 

第87条 専攻科の修業年限は，１年とする。 

 

（在学年限） 

第88条 専攻科学生は，２年を超えて在学することはできない。 

 

（入学資格） 

第89条 専攻科に入学することができる者は，看護師資格を有する者で，次の各号の一に該当する者とする。 

（１） 大学を卒業した者 

（２） 学士の学位を授与された者 

（３） 外国において，学校教育における16年の課程を修了した者 

（４） 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国の学校教育におけ

る16年の課程を修了した者 

（５） 我が国において，外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における16年の課程を修了したとされ

るものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科

学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

（６） 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満たすものに限る。）

で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修了した者 

（７） 文部科学大臣の指定した者（昭和28年文部省告示第５号） 

 

（入学の出願） 

第90条 入学を志願する者は，指定の期日までに入学検定料を納付し，本学所定の書類を提出しなければならない。提出

の時期，方法，提出すべき書類等については別に定める。 

２ 既納の入学検定料は，返還しない。 

 

（入学手続き及び入学許可） 

第91条 前条の選考に基づき合格の通知を受けた者は所定の期日までに誓約書その他本学所定の書類を提出するととも

に，入学に必要な所定の納付金を納めなければならない。 

 

（教育課程及び履修方法） 

第92条 専攻科の授業科目及びその単位数並びに履修方法については，別に定める。 

 

（休学期間） 

第93条 専攻科の休学期間は，１年を超えることはできない。 

２ 休学期間は，第88条の在学年限に算入しない。 

 

（修了） 

第94条 本学の専攻科に１年以上在学し，別に定めるところにより３５単位以上を修得した学生については，教授会の議

を経て，学長が修了を認定する。 

２ 学長は，前項の規定により修了を認定された者に，修了証書を授与する。 

３ 修了の期日は，毎年３月31日とする。 
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（専攻科の入学金，授業料その他の費用） 

第95条 第91条に定める入学に必要な納付金については，別に定める。 

 

（規定の準用） 

第96条 専攻科に関し本章に定めるもののほか次の規定を準用する。 

14条，15条，17条，20条，22条，第23条，第28条，第32条１項，３項，４項，第39条，第50条，第52条，第54条，第55

条，第11章，63条から67条，16章，17章。 

第20章 雑則 

第97条 本学則に掲げる諸条項を実施するに当たり，必要ある場合は，細則を別に定めることができる。 

附  則 

本学則は，昭和23年４月１日から施行する。 

附  則 

本学則は、2026年（令和８年）４月１日から改正、施行する。 

〔神学部神学科、理工学部物質生命理工学科、機能創造理工学科、情報理工学科の収容定員数変更〕 

〔入学取消に関する条文の追加〕  

〔別表から国際教養学部に関する記述の削除〕 
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上智大学大学院学則 

（令和８年４月１日改正施行） 

第１章 総則 

 

（設置） 

第１条 上智大学学則第５条に基づき，上智大学に大学院を置き，これを「上智大学大学院」（以下「本大学院」とい

う。）と称する。 

 

（課程） 

第２条 本大学院の課程は，修士課程，博士課程及び専門職学位課程とする。 

 

（標準修業年限） 

第３条 博士課程の標準修業年限を５年，修士課程の標準修業年限を２年とする。 

２ 博士課程は，これを前期２年及び後期３年の課程に区分し，前期２年の課程を博士前期課程，後期３年の課程を博

士後期課程（以下それぞれ「前期課程」「後期課程」という。）という。 

３ 前項の規定にかかわらず，職業を有していることにより，標準修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に本大

学院の教育課程を履修し修了することを希望する旨を申し出た者に対しては，学長の決定により，その履修を博士前

期課程及び修士課程では「長期履修学生」として３年まで認めることができる。 

４ 第３項の長期履修学生に関する事項は，別に定める。 

５ 前期課程は，これを修士課程として取り扱う。 

６ 法学研究科法曹養成専攻（法科大学院）の標準修業年限は３年とする。ただし，法学研究科法曹養成専攻（法科大

学院）において，必要とされる法律学の基礎的な学識を有すると認められる者（法学既修者）については，30単位を

超えない範囲の単位を修得したものとみなし，１年を超えない範囲で当該単位の数に相当する期間，在学期間を短縮

できることとする。 

 

（在学期間の上限） 

第３条の２ 本大学院の在学期間は，休学期間を除き９年を限度とし，前期課程及び修士課程においては４年，後期課

程においては５年の期間を，それぞれ超えることができない。 

２ 前項にかかわらず，次の各号の全てに該当する者の本大学院に在学する期間は，前期課程及び修士課程においては

４年３ヶ月，後期課程においては５年３ヶ月を超えることができない。 

（１） 第33条の２に定める学期（セメスター）末の時点において在学年数が，前期課程及び修士課程においては３

年９ヶ月，後期課程においては４年９ヶ月である者。 

（２） 第21条及び第21条の２に定める修了に必要な要件を満たしていない者。 

３ 専門職学位課程については，別に定める。 

 

（クォーターの計算方法） 

第３条の３ 第３条の修業年限，第３条の２の在学期間及び第28条の休学期間を算定するにあたっては，クォーターは

３ヶ月と計算する。 

 

（課程の目的） 

第４条 本大学院は，カトリックの伝統を受け継ぎ，キリスト教ヒューマニズムを基盤とした能力を養うことを目的と

する。 

２ 博士課程は，専攻分野についての研究者として，自立して研究活動を行い，又はその他の高度に専門的な業務に従

事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養うことを目的とする。 

３ 前期課程及び修士課程は，広い視野に立って精深な学識を授け，専攻分野における研究能力又は高度の専門性を要

する職業等に必要な，高度の能力を養うことを目的とする。 
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４ 専門職学位課程は，高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培うことを目的とする。 

 

（教育研究活動の質保証） 

第４条の２ 本大学院は，教育研究水準の向上を図り，その目的及び社会的使命を達成するため，教育研究活

動の状況について自己点検及び評価を実施し，絶えず教育研究活動の質の改善・向上に取り組むものとする。  

２ 教育研究活動の質保証に関する事項については，別に定める。 

３ 自己点検及び評価の実施体制並びに方法については，別に定める。 

４ 前三項に基づき，第三者評価機関による評価を受けるものとする。 

 

（ファカルティ・ディベロップメント） 

第４条の３ 本大学院は，課程の目的，教育内容・方法についての組織的な研究・研修に努めるとともに，教員の教

育・研究指導能力の向上を期し，個々の教育研究活動の評価を行うものとする。 

２ ファカルティ・ディベロップメント活動の実施及び個々の教育研究活動の評価方法については，別に定める。 

 

（研究科及び専攻） 

第５条 本大学院に次の表の左欄に掲げる研究科（第5条の2に定める研究科等連係課程実施基本組織（以下「連係基本

組織」という。）を含む。以下同じ。）を置き，それぞれの研究科に同表の中欄に掲げる専攻を置く。 

研究科名 専攻名 課程の区分 

神学研究科 神学専攻 前期課程 

組織神学専攻 後期課程 

文学研究科 哲学専攻  

史学専攻  

国文学専攻  

英米文学専攻  

ドイツ文学専攻  

フランス文学専攻  

新聞学専攻  

文化交渉学専攻  

実践宗教学研究科 死生学専攻  

総合人間科学研究科 教育学専攻  

心理学専攻  

社会学専攻  

社会福祉学専攻  

看護学専攻 修士課程 

法学研究科 法律学専攻  

法曹養成専攻（法科大学院） 専門職学位課程 

経済学研究科 経済学専攻  

経営学専攻  

言語科学研究科 言語学専攻  

グローバル・スタディーズ

研究科 

国際関係論専攻  

地域研究専攻  

グローバル社会専攻  

国際協力学専攻 修士課程 

理工学研究科 理工学専攻  

地球環境学研究科 地球環境学専攻  

応用データサイエンス 

学位プログラム 
－ 修士課程 
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２ 応用データサイエンス学位プログラムは，第５条の２に定める連係基本組織として，経済学研究科，理工学研究科

及び地球環境学研究科との緊密な連係及び協力の下で実施する修士課程とする。 

３ 第一項により置かれる研究科ごとの教育研究上の目的及び人材の養成に関する目的については，第４条に定める各

研究科共通の目的のほか，各研究科の設置趣旨に基づき，別に定める。 

４ 前項に規定する以下の事項については，各研究科の定める細則及び内規によるものとする。 

 

（研究科等連係課程実施基本組織） 

第５条の２ 横断的な分野に係る教育課程を実施する上で特に必要があると認められる場合であって，教育研究に支障

がないと認められる場合には，本大学院に置かれる二以上の研究科（この条の規定により置かれたものを除く。以下

この条において同じ。）との緊密な連係及び協力の下，当該二以上の研究科が有する教員組織及び施設設備等の一部を

用いて横断的な分野に係る教育課程を実施する基本組織として，研究科相当の連係基本組織を置くことができる。 

２ 連係基本組織には専攻は置かないものとする。 

 

（収容定員） 

第６条 各研究科の収容定員は，次の表のとおりとする。 

研究科 専攻名 

前期課程 後期課程 専門職学位課程 収容定員 

入学 

定員 

収容 

定員 

入学 

定員 

収容 

定員 

入学 

定員 

収容 

定員 
合計 

神学研究科 神学専攻 20 40     40 

組織神学専攻   4 12   12 

 計 20 40 4 12   52 

文学研究科 哲学専攻 10 20 3 9   29 

史学専攻 10 20 3 9   29 

国文学専攻 10 20 3 9   29 

英米文学専攻 10 20 3 9   29 

ドイツ文学専攻 10 20 3 9   29 

フランス文学専攻 10 20 3 9   29 

新聞学専攻 10 20 3 9   29 

文化交渉学専攻 16 32 3 9   41 

 計 86 172 24 72   244 

実践宗教学研究科 死生学専攻 10 20 3 9   29 

総合人間科学研究科 教育学専攻 10 20 5 15   35 

心理学専攻 20 40 5 15   55 

社会学専攻 10 20 3 9   29 

社会福祉学専攻 10 20 3 9   29 

看護学専攻 ９ 18     18 

 計 59 118 16 48   166 

法学研究科 法律学専攻 20 40 4 12   52 

法曹養成専攻（法科大学院）     40 120 120 

 計 20 40 4 12 40 120 172 

経済学研究科 経済学専攻 15 30 2 6   36 

経営学専攻 15 30 2 6   36 

 計 30 60 4 12   72 

言語科学研究科 言語学専攻 33 66 5 15   81 

- ガイド98 -



グローバル・ 

スタディーズ研究科 

国際関係論専攻 15 30 6 18   48 

地域研究専攻 15 30 5 15   45 

グローバル社会専攻 30 60 3 9   69 

国際協力学専攻 10 20     20 

 計 70 140 14 42   182 

理工学研究科 理工学専攻 
250 

【50】 

500 

【100】 
20 60   

560 

【100】 

地球環境学研究科 地球環境学専攻 60 120 10 30   150 

応用データサイエン

ス学位プログラム 
－ 【50】 【100】     【100】 

合            計 638 1,276 104 312 40 120 1,708 

備考 

隅付き括弧内の数字は，第5条の2に規定する連係基本組織に，連係及び協力する研究科から活用する入学定員及び収容

定員を示すものとする。 
 

第２章 大学院委員会及び研究科委員会 

（大学院委員会） 

第７条 本大学院に，大学院委員会を置く。 

２ 本学則に別段の定めがあるものを除き，大学院委員会の開催に必要な事項については，別に定める。 

第８条 （削除） 

第９条 （削除） 

 

（大学院委員会の意見具申事項） 

第10条 大学院委員会は，次に掲げる大学院全般にわたる事項について，学長が決定を行うにあたり，意見を述べるも

のとする。 

（１） 学位の授与 

（２） その他学長が必要なものとして定めるもの 

 

（研究科委員会） 

第11条 各研究科に研究科委員会を置く。 

２ 第５条の２に規定する連係基本組織には，研究科委員会相当の運営組織として学位プログラム運営委員会を置き，

本学則において「研究科委員会」には学位プログラム運営委員会を含むものとする。 

３ 削除 

４ 研究科委員会は，別に定める「大学院担当教員選考基準及び審査手続」により任用された教員をもって組織する。 

５ 研究科委員会においては研究科委員長が議長にあたり，学位プログラム運営委員会においては運営委員長が議長に

あたる。 

６ 研究科委員会は，学長が次に掲げる事項について決定を行うにあたり，意見を述べるものとする。 

（１） 学生の入学及び課程の修了 

（２） 学位の授与 

（３） 前２号に掲げるもののほか，教育研究に関する重要な事項で，研究科委員会の意見を聴くことが必要なもの

として学長が定めるもの 

７ 研究科委員会は，前項に規定するもののほか，各研究科の教育研究に関する事項について審議し，及び学長の求め

に応じ，意見を述べることができる。 

８ 各研究科委員会に関する事項は，当該研究科が別に定める。 

 

（専攻） 

第12条 研究科は，それぞれの専攻分野の教育研究を行うために専攻を置き，各専攻に，専攻主任を置く。ただし，第

５条の２第１項に定める連係基本組織は除く。 
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２ 各専攻に関する事項は，当該専攻が別に定める。 

 

（学位プログラム運営委員長補佐） 

第12条の２ 連係基本組織には，学位プログラム運営委員長補佐を置く。 

２ 前項の学位プログラム運営委員長補佐は，前条第１項に定める専攻主任相当職とする。 

 

（事務組織） 

第13条 本大学院に，大学院の事務を処理するため，必要な事務組織を置く。 

第３章 教育方法等 

（教育方法等） 

第14条 本大学院の教育は，授業科目の授業及び学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」という。）によって

行う。授業は，講義，演習，実験，実習若しくは実技のいずれかにより，又はこれらの併用により行う。ただし，法

学研究科法曹養成専攻（法科大学院）については，学位論文の作成に対する指導を除く。 

２ 研究科において教育上の必要があると認められる場合には，夜間その他の特定の時間又は時期において授業又は研

究指導を行う等の適当な方法により教育を行うことができる。 

３ 授業科目の編成は，別に定める。 

４ 研究指導に関する細目は，別に定める。 

５ 第１項の授業は，文部科学大臣が別に定めるところにより，多様なメディアを高度に利用して，当該授業を行う教

室等以外の場所で履修させることができる。 

６ 第１項の授業（第２項の規定により，多様なメディアを高度に利用して，当該授業を行う教室等以外の場所で履修

させる場合を含む）を，外国において履修させることができる。 

 

（単位の計算基準） 

第15条 各研究科の授業科目の単位の計算基準については，上智大学学則の規定を準用する。 

 

（指導教員） 

第16条 各専攻及び連係基本組織は，所属する学生に対し，授業科目の履修に関する指導及び研究指導を行う専任教員

１名を指導教員として定める。ただし，法学研究科法曹養成専攻（法科大学院）については，この限りではない。 

２ 指導教員は，当該専攻及び連係基本組織に所属する専任教員のうち，「大学院担当教員選考基準及び審査手続」に定

める指導教員の資格を有する教員をもってこれを充てる。 

 

（授業科目の履修） 

第17条 各研究科において，指導教員が教育研究上有益と認めたときは，他の研究科又は学部の授業科目を履修させる

ことができる。 

２ 前項の規定により修得した単位は，学部の授業科目を除き，８単位を超えない範囲で，当該研究科において修得し

たものとみなすことができる。 

 

（単位認定） 

第18条 各研究科において教育研究上有益と認めたときは，他の大学の大学院等（国外の大学の大学院等を含む。）の授

業科目を履修させ，10単位を超えない範囲で，本大学院において修得したものとみなすことができる。 

２ 各研究科において教育研究上有益と認めたときは，本大学院入学以前に本大学院を含む大学院において修得した単

位（科目等履修生として修得した単位を含む。）を10単位を超えない範囲で本大学院において修得したものとみなすこ

とができる。 

３ 前２項の規定により修得した単位は，合計10単位を超えない範囲で当該研究科において修得したものとみなすこと

ができる。 

４ 前項にかかわらず，法学研究科法曹養成専攻（法科大学院）については，46単位を超えない範囲で当該研究科にお

いて履修したものとみなすことができる。 
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（委託又は共同による研究指導の委託） 

第19条 各研究科において教育研究上有益と認めたときは，他の大学院又は研究所等（国外の大学の大学院又は国外の

研究所等を含む。）とあらかじめ協議の上，当該他大学院又は研究所等において，又は博士課程に限り当該他大学院又

は研究所等と共同で,必要な研究指導を受けさせることができる。ただし，前期課程の学生については，研究指導をう

ける期間は，１年を超えないものとする。 

２ 前条第１項及び第２項に定める国外の大学の大学院又は国外の研究所等への留学に関する事項は，別に定める。 

 

（教育職員免許） 

第20条 教員の資格を得ようとする者は，教育職員免許法（昭和24年法律第147号）及び教育職員免許法施行規則（昭和

29年文部省令第26号）にのっとり所定の科目及び単位を修得しなければならない。 

２ 本大学院の専攻において取得できる教育職員免許状の種類及び教科は別表に定めるところによる。 

第４章 課程の修了要件 

（修士課程及び前期課程の修了要件） 

第21条 修士課程及び前期課程の修了の要件は、本大学院に２年以上在学し、３０単位を下限として研究科ごとに定め

る単位数以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上で本大学院の行う修士論文の審査及び試験に合格し、又は

当該課程の目的に応じ適当と認められるときは必要な研究指導を受けた上で特定の課題についての研究の成果の審査

に合格することとする。この場合の研究指導に関しては、第19条で定めた委託による研究指導も含めることができる。 

２ 前項にかかわらず，優れた業績を上げた者の在学期間については，本大学院に１年以上在学すれば足りるものとす

る。 

 

（博士課程の修了要件） 

第21条の２ 本大学院における博士課程の修了は，次の各号の全てを満たすことを要件とする。 

（１） 大学院に５年（本大学院又は他大学の大学院の修士課程，前期課程又は専門職学位課程に２年以上在学し，

当該課程を修了した者にあっては，当該課程における標準修業年限期間を含む。）以上在学すること。 

（２） 本大学院又は他大学の大学院の修士課程、前期課程又は専門職学位課程において３０単位以上を修得し、か

つ、本大学院の後期課程において研究科専攻ごとに定める科目の単位を修得すること。 

（３） 必要な研究指導を受けた上，本大学院の行う博士論文の審査及び試験に合格することとする。この場合の研

究指導に関しては，第19条で定めた委託又は共同による研究指導も含めることができる。 

２ 前項第１号にかかわらず，優れた研究業績を上げた者については，大学院に３年（本大学院又は他大学の大学院の

修士課程，前期課程又は専門職学位課程に２年以上在学し，当該課程を修了した者にあっては，当該課程における２

年の在学期間を含む。）以上在学すれば足りるものとする。 

３ 第１項第１号にかかわらず、本大学院又は他大学の大学院の修士課程、前期課程又は専門職学位課程を２年に満た

ず修了した者については、修士課程、前期課程又は専門職学位課程における在学期間に、本大学院の博士課程の在学

期間３年を加えた期間以上在学すれば足りるものとする。ただし、優れた研究業績を上げた者については、本大学院

又は他大学の大学院の修士課程、前期課程又は専門職学位課程における在学期間と本大学院の博士課程の在学期間と

を合計して３年以上在学すれば足りるものとする。 

４ 第１項第１号及び第２号にかかわらず，学校教育法施行規則（昭和22年文部省令第11号）第70条の２の規定により，

大学院への入学資格に関し，修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者については，本大学院に

３年以上在学し，所属する研究科が指定する科目（以下「指定科目」という。）の単位を修得することを要件とする。

ただし，優れた研究業績を上げた者については，指定科目の単位を修得した場合には，本大学院に１年以上在学すれ

ば足りるものとする。 

 

（専門職学位課程の修了要件） 

第21条の３ 法学研究科法曹養成専攻（法科大学院）の修了の要件は，３年以上在学し，各年次で所定の成績を修め，

100単位以上を修得することとする。ただし，必要とされる法律学の基礎的な学識を有すると認められた者（法学既修

者）については，２年以上在学し，各年次で所定の成績を修め，64単位以上を修得することとする。 

２ 各年次で修得すべき単位及び所定の成績については，別に定める。 
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（修了認定） 

第21条の４ 学長は，前三条に規定する要件を満たした者について,課程の修了を認定する。 

２ 修了の時期は，学期（セメスター）の終わりとする。 

３ 前項にかかわらず，法学研究科法曹養成専攻（法科大学院）において別段の定めがある場合は，この限りでない。 

第22条 学位論文の審査方法等については，別に定める。 

第23条 学位に関する試験の方法等については，別に定める。 

第５章 学位 

（学位の授与） 

第24条 学長は，課程を修了した者に対し，課程に応じて博士，修士又は法務博士（専門職）の学位を授与する。 

２ 学位に関する細目は，上智大学学位規程の定めるところによる。 

 

（学位に付記する専攻分野の名称） 

第25条 学位には研究科専攻別に次の専攻分野の名称を付記する。 

研究科名 専攻名 修士専攻分野 博士専攻分野 

神学研究科 神学専攻 神学  

組織神学専攻  神学 

文学研究科 哲学専攻 哲学 哲学 

史学専攻 史学 史学 

国文学専攻 文学 文学 

英米文学専攻 文学 文学 

ドイツ文学専攻 文学 文学 

フランス文学専攻 文学 文学 

新聞学専攻 新聞学 新聞学 

文化交渉学専攻 文学 文学 

実践宗教学研究科 死生学専攻 文学 文学 

総合人間科学研究科 教育学専攻 教育学 教育学 

心理学専攻 心理学 心理学 

社会学専攻 社会学 社会学 

社会福祉学専攻 社会福祉学 社会福祉学 

看護学専攻 看護学  

法学研究科 法律学専攻 法学 法学 

 法曹養成専攻（法科大学院） 法務博士（専門職） 

経済学研究科 経済学専攻 経済学 経済学 

 経営学専攻 経営学 経営学 

言語科学研究科 言語学専攻 言語学 言語学 

グローバル・スタディーズ 

研究科 

国際関係論専攻 国際関係論 国際関係論 

地域研究専攻 地域研究 地域研究 

 

グローバル社会専攻 比較日本研究 比較日本研究 

国際経営開発学  

グローバル社会研究 グローバル社会研究 

国際協力学専攻 国際協力学  

理工学研究科 理工学専攻 理学 理学 

  工学 工学 

地球環境学研究科 地球環境学専攻 環境学 環境学 

応用データサイエンス学位

プログラム 
 

応用データサイエ

ンス 
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２ 前項の規定にかかわらず研究科において必要と認めた場合は，前項に規定された博士専攻分野の名称に代えて「学

術」の名称を付記することができる。 

第６章 入学，進学，編入学，休学，退学及び再入学 

（入学資格） 

第26条 本大学院の前期課程，修士課程及び専門職学位課程に入学することのできる者は，次の各号の一に該当する者

とする。 

（１） 大学を卒業した者 

（２） 学士の学位を授与された者 

（３） 外国において学校教育における16年の課程を修了した者 

（４） 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国の学校教育にお

ける16年の課程を修了した者 

（５） 我が国において，外国の大学相当として指定した外国の学校の課程（文部科学大臣指定外国大学日本校）を

修了した者 

（６） 外国の大学等において，修業年限が３年以上の課程を修了することにより，学士の学位に相当する学位を授

与された者 

（７） 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満たすものに限

る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修了した者 

（８） 文部科学大臣の指定した者 

（９） 大学に３年以上在学し，本大学院において，所定の単位を優れた成績をもって修得したものと認めた者 

（10） その他本大学院において，個別の入学資格審査により，大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた

者で，22歳に達した者 

２ 後期課程に進学又は編入学することのできる者は，修士の学位，専門職学位を有する者又は修士の学位を有する者

と同等以上の学力を有する者と認められる者とする。 

 

３ 前項の場合において，修士の学位を有する者と同等以上の学力を有すると認められる者は，次の各号の一に該当す

る者とする。 

（１） 外国において修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

（２） 外国の学校が行う通信教育における授業科目を履修することにより修士の学位又は専門職学位に相当する学

位を授与された者 

（３） 我が国において，外国の大学院相当として指定した外国の学校の課程（文部科学大臣指定外国大学（大学院

相当）日本校）を修了し，修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

（４） 国際連合大学の課程を修了し，修士の学位に相当する学位を授与された者 

（５） 大学等を卒業し，大学，研究所等において２年以上研究に従事した者で，本大学院において，修士の学位を

有する者と同等の学力があると認めた者 

（６） 文部科学大臣の指定した者 

（７） その他本大学院において，個別の入学資格審査により，修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認

めた者で，24歳に達した者 

 

（選抜試験） 

第27条 前期課程，修士課程及び専門職学位課程への入学，後期課程への進学又は編入学を志願する者に対しては，そ

れぞれ各研究科の定めるところに従って選抜試験を行う。 

２ 外国人留学生に対しては，特別に選考する。 

 

（入学許可） 

第27条の２ 本大学院は第26条に該当する者につき、前条による選考の上、入学、進学及び編入学（以下「入学等」と

いう。）を許可する。 

２ 入学等の許可は、学長がこれを決定する。 
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（入学取消） 

第27条の３ 不正行為により本大学院に入学等した者については、学長の決定により入学等を取り消すことができる。 

２ 入学等の取消に関する事項は、別に定める。 

 

（休学，復学及び退学の願い出） 

第28条 休学又は退学しようとする者は，それぞれ所定の願い書を提出し，学長の許可を受けなければならない。 

２ 休学の期間は，第33条の２条２項に定める１クォーターを単位とし博士課程通算５年を超えることができない。た

だし，修士課程及び専門職学位課程においては，２年を限度とする。 

３ 許可された休学期間が満了した場合は，復学となる。ただし，病気によって休学の許可を受けた者は，医師の診断

書を添えた所定の復学届を提出しなければならない。 

４ 休学期間中に休学の事由がやみ，復学しようとする者は，所定の復学届を提出しなければならない。 

 

（留年） 

第28条の２ 法学研究科法曹養成専攻（法科大学院）において，各年次の所定の単位を修得できない場合又は各年次で

所定の成績を修めることができない場合には，当該年次に留まる。この場合における各年次の所定の単位及び所定の

成績については，別に定める。 

 

（退学及び懲戒処分） 

第29条 次の各号の一に該当する者は，学長の決定により退学させる。 

（１） 授業料その他，学費を納入しない者 

（２） 第３条の２に定める在学期間の上限を超えた者 

（３） 成業の見込みがないと認められる者。ただし，認定事由は，各研究科において，別に定める。 

第29条の２ 本大学院学生にしてその本分に反した行為があったと認められたときは，その軽重に従い，退学，停学又

は訓告処分とする。 

２ 次の各号の一に該当する者は，退学させる。 

（１） 著しく性行不良で改善の見込みがないと認められた者 

（２） 学内の秩序を乱した者 

（３） 大学の名誉を著しく毀損した者 

（４） その他本大学院に在学させることが不適当と認められた者 

３ 前二項の処分は，学長が行う。 

４ 前三項に定めるもののほか，学生の処分に必要な事項は別に定める。 

 

（再入学） 

第30条 本大学院を退学し，再入学をしようとする者は，所定の願い書を提出し，学長の許可を受けなければならない。 

２ 再入学の願いが出た場合は，学長はこれを許可することができる。 

 

（入学時期） 

第31条 本大学院の入学時期は，学期（セメスター）の初めとする。 

２ 入学できる学期（セメスター）については，研究科又は専攻ごとに個別に定める。 

 

（在学期間） 

第32条 削除 

第７章 学年，学期及び休業日 

（学年，学期及び休業日） 

第33条 学年は，４月１日に始まり翌年３月31日に終わる。 

第33条の２ 学期（セメスター）は，学年を分けて，春学期及び秋学期とし，それぞれの始期及び終期は次のとおりと

する。 

  春学期  ４月１日から９月20日まで 
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  秋学期  ９月21日から翌年３月31日まで 

２ 前項に定める各学期（セメスター）を二つの期間（以下「クォーター」という。）に分け，春学期のクォーターを第

１クォーター及び第２クォーターとし，並びに秋学期のクォーターを第３クォーター及び第４クォーターとする。 

３ 前項のクォーターの始期及び終期については，第１項に定めるものを除き，学長が定める。 

第33条の３ 授業休業日は，次のとおりとする。 

 ただし，第５号から第７号の授業休業期間の始期及び終期は，年度により別に定める。 

（１） 日曜日 

（２） 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

（３） 創立記念日（11月１日） 

（４） 聖ザビエルの祝日（12月３日） 

（５） 春期休業 

（６） 夏期休業 

（７） 冬期休業 

２ 学長は必要に応じ，前項各号以外の日を臨時に授業休業日とすることができる。 

３ 学長は必要に応じ，第１項各号に定める授業休業日を，授業日（補講日及び集中講義期間を含む）とすることがで

きる。 

第８章 交換留学生，委託聴講生，聴講生及び研究生 

（交換留学生） 

第34条 本大学院は国外大学大学院との交換留学協定に基づき，交換留学生の受け入れを許可することができる。 

 

（委託聴講生） 

第35条 本大学院は国内大学院との単位互換協定に基づき，委託聴講生の受け入れを許可することができる。 

 

（聴講生） 

第36条 本大学院の特定の授業科目について聴講を願い出る者に対しては，選考の上，聴講生として聴講を許可するこ

とができる。 

２ 聴講生に関する事項は，別に定める。 

 

（科目等履修生） 

第36条の２ 本大学院は学位取得を目的としないで一又は複数の授業科目を履修する者（以下「科目等履修生」という。）

に対し単位を与えることができる。 

２ 科目等履修生に関する事項は，別に定める。 

 

（研究生） 

第37条 本大学院において特定事項の研究を願い出る者に対しては，選考の上，研究生としてこれを許可することがで

きる。 

２ 研究生に関する事項は，別に定める。 

第９章 入学納付金及び授業料等納付金 

（入学手続） 

第38条 本大学院に入学，進学又は編入学を許可された者は，所定の期限内に，所定の書類を提出し，別に定める入学

に必要な納付金を納付しなければならない。 

 

（授業料等納付金） 

第39条 本大学院在学生は，別に定める授業料等納付金を所定の期限内に全納しなければならない。 

２ 休学，留学等の授業料等納付金については，別に定める。 

第10章 その他 
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（規定の準用） 

第40条 本学則に規定していない事項については，上智大学学則の規定（第19条の２第３項を除く）を準用する。 

 

（臨床心理相談室の設置） 

第41条 本大学院に，臨床心理相談室を置く。 

 

 

 附 則 

この学則は、2026年（令和８年）４月１日から改正、施行する。 

〔入学取消に関する条文の追加〕 

〔条文整理〕 
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上智大学国外留学に関する細則 

制定 昭和48年４月１日 

改正 平成31年４月１日 

（趣旨） 

第１条 この細則は，上智大学学則第33条第２項に基づき，上智大学（以下，「本学」という。）学生の国外への留学に関

し，必要な事項を定める。 

 

（留学の定義） 

第２条 この細則の留学とは，次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

（１） 一般留学 学修の必要から学長の許可を得て，国外の大学等において，正規の授業を受ける留学 

（２） 交換留学 国外の大学等との協定に基づき，学長の許可を得て行う留学 

２ 交換留学の協定には，次の内容を定めるものとする。 

（１） 協定期間 

（２） 互換又は受入れ依頼の条件 

（３） 履修可能な授業科目の範囲 

（４） 互換又は受入れ依頼の学生定員 

（５） 授業料の金額及び納付方法 

（６） 生活費給付の有無 

（７） その他 

 

（留学先大学等） 

第３条 留学の対象となる外国の大学等（以下，「留学先大学等」という。）は，学長が許可した学位授与権をもつ大学又

は短期大学，あるいは本学と協定を結んだ大学等とする。 

 

（留学の資格者） 

第４条 留学の資格者は，次の基準に該当する者とする。 

（１） 本学に１か年以上在学していること 

（２） 本学において修得すべき授業科目32単位以上を修得していること 

 

（出願の手続） 

第５条 出願者は，必要な文書を添付した所定の留学願を提出しなければならない。 

２ 前項の留学願には，留学先大学名，滞在予定地，留学期間及び留学の目的等を明記し，かつ留学願を提出する前に所

属の学科長（以下，「所属学科長」という。）又は学科長から指定された教員（以下，「指導教員」という。）の指導によ

り，留学先大学等で履修する科目・単位数をあらかじめ検討し，これを文書として留学願に添付しなければならない。 

 

（留学の許可） 

第６条 前条の留学願は，学長が決裁する。 

 

（留学期間） 

第７条 留学期間は，次の各号に定める留学種別に応じて当該各号に定める期間を単位とする。ただし，教育上特に必要

と認められた場合には２年を限度とする。 

（１） 一般留学 １クォーター単位 

（２） 交換留学 １学期又は１学年 

２ 交換留学の留学期間は，次の各号の全てに該当する場合には，当該期間を１クォーター分短縮することができる 

（１） 留学期間が１学年の場合 

（２） 留学先大学等における学年の始期及び終期との違いにより，上智大学学則第15条第２項に定める第２クォー

ター又は第４クォーター開始前に，留学先大学等プログラムが終了する場合 
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（３） 本学が定める期限までに所定の手続きを完了した場合 

３ 留学期間の延長を希望する者は，許可された留学期間終了の１ヶ月前までに，継続留学願を提出し，学長の許可を受

けなければならない。 

４ 留学期間の始期及び終期は，大学学則第15条に定める春学期，秋学期の始期又は終期とし，これらの日付の前後に出

国又は帰国した場合，学籍上は状況に応じていずれかの日付に読み替えるものとする。 

５ 留学期間は在学期間に算入し，修業年限に算入することのできる期間は，１ヵ年を限度とする。 

 

（留学終了の手続） 

第８条 留学期間の満了した者は，帰国の日から１ヶ月以内に，所定の帰国届を提出しなければならない。 

 

（修得単位の換算） 

第９条 留学期間中に留学先大学等で修得した授業科目の単位を，本学において修得したものとして換算することを希望

する者は，所属学科長又は指導教員の指導を経て単位換算願を提出しなければならない。 

２ 単位の換算・認定手続きについては，別に定める。 

 

（留学許可の取消し） 

第10条 学長は，次の各号のいずれかに該当する留学生について，留学先大学等の長と協議し，所属する学部の教授会の

意見を徴し，留学の許可を取消すことができる。 

（１） 学修の実があがらないと認められる者 

（２） 学生査証が取得できない者 

（３） その他学生としての本分に反した者 

 

（学費の扱い） 

第11条 留学期間中に本学に納める学費については，別にこれを定める。 

 

（事務の所管） 

第12条 学生の国外留学に関する事務は，学事局学事センター及び学事局グローバル教育推進室が所管する。 

 

（規程の改廃） 

第13条 この細則の改廃は，本学院の定める手続きにより行う。 

附 則 

この細則は，2019年（平成31年）４月１日から改正，施行する。 
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上智大学大学院国外留学に関する細則 

制定 平成元年10月１日 

改正 平成31年４月１日 

 

（趣旨） 

第１条 この細則は，上智大学大学院学則第19条第３項に基づき，上智大学（以下，「本学」という。）大学院学生の国外

への留学に関し，必要な事項を定める。 

 

（留学の定義） 

第２条 この細則の留学とは，次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

（１） 研究又は学修の必要から学長の許可を得て，外国の大学又はこれに相当する高等教育研究機関で，研究に従事

し，又は正規の授業を受けるとき。 

（２） 外国の大学等との協定に基づき，学長の許可を得て留学するとき。 

２ 前項第１号による留学を一般留学といい，第２号による留学を交換留学という。 

 

（大学等との協定） 

第３条 前条の大学等との協定には，次に定める事項を記載しなければならない。 

（１） 協定期間 

（２） 交換についての条件 

（３） 履修可能な授業科目の範囲 

（４） 交換学生数 

（５） 学費及び納付方法 

（６） 奨学制度の有無 

（７） その他協定の実施に必要な事項 

 

（留学の資格者） 

第４条 留学の資格者は，次の基準に該当する者とする。 

（１） 本学の大学院に１か年以上在学していること 

（２） 前期課程の場合には，本学において修得すべき授業科目10単位以上を修得していること 

２ 前項にかかわらず，専攻主任及び指導教員は，学生の研究指導上，留学することにより，研究又は学修の効果があが

るものと判断した場合は，当該学生について，本学大学院に１学期在学していること及び授業科目を10単位以上履修登

録をすることを条件に留学の資格者とすることができる。 

 

（出願の手続） 

第５条 出願者は，必要な文書を添付した所定の留学願を提出しなければならない。 

２ 前項の留学願には，留学先大学名，滞在予定地，留学期間及び留学の目的等を明記し，かつ留学願を提出する前に所

属の専攻主任（以下，「所属専攻主任」という。）又は指導教員の指導により，留学先大学等で履修する科目・単位数又

は研究内容等をあらかじめ検討し，これを文書として留学願に添付しなければならない。 

 

（留学の許可） 

第６条 前条の留学願は，所属する研究科の研究科委員会の議を経て，学長が決裁する。 

２ 留学を許可された者は，出国までに留学先大学等の受入の許可書（写し）又は聴講の許可書（写し）を提出しなけれ

ばならない。 

 

（留学期間） 

第７条 留学期間は，次の各号に定める留学種別に応じて当該各号に定める期間を単位とする。ただし，研究及び教育上

特に必要と認められた場合には，最長２年を限度とする。 
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（１） 一般留学  １クォーター 

（２） 交換留学  １学期又は１学年 

２ 交換留学の留学期間は，次の各号の全てに該当する場合には，当該期間を１クォーター分短縮することができる。 

（１） 留学期間が１学年の場合 

（２） 留学先大学等における学年の始期及び終期との違いにより，上智大学院学則第33条の２に定める第２クォー

ター又は第４クォーター開始前に，留学先大学等のプログラムが終了する場合 

（３） 本学が定める期限までに所定の手続きを完了した場合 

３ 留学期間の延長を希望する者は，許可された留学期間終了の１か月前までに，継続留学願を提出し，学長の許可を受

けなければならない。 

４ 留学期間の始期及び終期は，大学院学則第33条の２に定める春学期，秋学期の始期又は終期とし，これらの日付の前

後に出国又は帰国した場合，学籍上は状況に応じていずれかの日付に読み替えるものとする。 

５ 留学期間は在学期問に算入し，修業年限に算入することのできる期間は，１か年を限度とする。 

６ 留学期間中も学生は本学指導教員と連絡を密に取り，勉学の進捗状況及び生活状況等を随時，報告しなければならな

い。 

 

（留学終了の手続） 

第８条 留学期間の満了した者は，帰国の日から１か月以内に，所定の帰国届に履修期間及び単位取得証明等（写し）又

は受けた研究指導の報告書等を添付し，提出しなければならない。 

 

（修得単位の換算） 

第９条 留学期間中に留学先大学等で修得した授業科目の単位を，本学において修得したものとして換算することを希望

する者は，所属専攻主任又は指導教員の指導を経て単位換算願を提出しなければならない。 

２ 単位換算及び認定手続きについては，別に定める。 

 

（留学許可の取消し） 

第10条 学長は，次の各号のいずれかに該当する留学生について，留学先大学等の長と協議し，所属する研究科委員会の

議を経て，留学の許可を取消すことができる。 

（１） 研究又は学修の実があがらないと認められる者 

（２） 学生査証が取得できない者 

（３） その他学生としての本分に反した者 

 

（学費の扱い） 

第11条 留学期間中に本学に納める学費については，別にこれを定める。 

 

（事務の所管） 

学生の国外留学に関する事務は，学事局学事センター及び学事局グローバル教育推進室が所管する。 

 

（規程の改廃） 

第12条 この細則の改廃は，学生留学委員会の議を経て学長がこれを行う。 

附 則 

この細則は，2019年（平成31年）４月１日から改正，施行する。 
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編入学者の単位認定に関する細則 

制定 平成12年４月１日 

改正 令和４年４月１日 

（目的） 

第１条 この細則は，上智大学学則第30条に基づき，他大学等から本学へ編入学した者の既修得単位の認定について定める。 

 

（既修得単位の認定） 

第２条 本学は，他大学等（外国における大学等を含む。）から編入学した者に対して，編入学する以前に国内外の大学，

短期大学及び高等専門学校で修得した単位（以下「既修得単位」という。）のうち適当と認めるものを，本学における修

得単位とみなし認定することができる。 

 

（認定の条件） 

第３条 本学で，認定できる既修得単位は次に掲げるものとする。 

（１） 国内外の大学及び短期大学で修得した単位（科目等履修生として修得した単位を含む。） 

（２） 高等専門学校卒業者の場合は，第４年次及び第５年次における既修得単位 

（３） 外国大学等の既修得単位は，本学の基準で計算し直した単位数の合計を既修得総単位数とする。 

 

（認定単位数の範囲） 

第４条 認定できる単位数は既修得単位数の範囲内で，卒業に必要な総単位数の２分の１までとする。ただし，協定等に

基づく編入学で，且つ本学のカリキュラムと同内容であることを事前に確認し，学長が認めた場合に限り認定上限単位

数を別途定めることができる。 

第５条 認定できる単位数は全学共通科目，語学科目（言語教育研究センター開講科目）及び学科科目のそれぞれにつき，

各学科で定める卒業に必要な単位数を超えないものとする。 

 

（認定の方法） 

第６条 既修得単位の科目の内容は，本学の科目の内容と一致させる必要はなく，全学共通科目，語学科目あるいは学科

科目の単位として，包括的に認定する。 

（１） 学科科目は，所属学科長が認定する。 

（２） 学科科目の認定にあたり、前号に掲げる学科長は、他学部・他学科開講科目に該当する科目、学科科目として

認められる全学共通科目、又は、学科科目として認められる外国語科目及び語学科目がある場合には、必要に応じ

て、それぞれ当該学科長、基盤教育センター長、言語教育研究センター長と協議することができる。 

（３） 全学共通科目は、基盤教育センター長が認定する。 

（４） 前号に掲げる基盤教育センター長は、全学共通科目の認定にあたり、キリスト教人間学科目（必修及び選択必

修）についてはキリスト教人間学領域長、体育（必修）及び身体知（必修）については身体知領域長、思考と表現

（必修）については思考と表現領域長、データサイエンス（必修）についてはデータサイエンス領域長、課題認識

科目（必修）については展開知領域長、並びに語学科目（必修）については言語教育研究センター長の承認を受け

たもののみを対象とする。 

（５） 語学科目（必修）は，言語教育研究センター長が認定する。 

 

（教職課程科目の単位認定） 

第７条 教職課程科目の単位認定は，次のとおりとする。 

（１） 課程認定を受けていない４年制大学及び短期大学で修得した科目の単位は「教科・教職に関する科目」として

認定できる。 

（２） 外国の大学で修得した単位は認められない。 

附 則 

この細則は，2022年（令和４年）４月１日から改正，施行する。 
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入学前既修得単位認定に関する細則 

制定 平成14年４月１日 

改正 令和４年４月１日 

（目的） 

第１条 この細則は，上智大学学則第34条第２項に基づき，本学へ入学する前に他大学等において修得した単位を，本学

における修得単位としてみなし，認定することについて定める。 

 

（既修得単位の認定） 

第２条 本学は，第一年次生として入学した者，または再入学，学士入学した者がそれ以前に他大学等において修得した

単位（以下「既修得単位」という。）のうち，本学における修得単位として適当であるとみなされるものを，本学で修得

した単位として認定することができる。 

 

（認定できる単位） 

第３条 本学で認定できる既修得単位は次に掲げるものとする。但し，過去に本学で認定した既修得単位は対象外とする。 

（１） 国内外の大学及び短期大学において修得した単位（科目等履修生として修得した単位を含む。） 

（２） 高等専門学校専攻科第四年次及び第五年次において修得した単位 

（３） 上智社会福祉専門学校において修得した単位 

 

第４条 外国の大学等において修得した単位については，本学の基準に照らして計算し直した単位数の合計が既修得総単

位となる。 

 

第５条 高等学校の課程修了前に大学で修得した単位については，学事センター長の承認を得た場合，認定の対象とする

ことができる。 

 

（認定単位数の範囲） 

第６条 認定できる単位数は，30単位を上限とする。但し，再入学をした者が，１年次入学時に既に入学前既修得単位認

定をおこなっていた場合は，通算30単位を上限とする。 

 

第７条 認定できる単位数は，全学共通科目，語学科目（言語教育研究センター開講科目）及び学科科目のいずれについ

ても，各学科で定める卒業に必要な単位数を超えないものとする。 

 

（認定の方法） 

第８条 既修得単位の科目の内容は，本学の科目の内容と一致させる必要はなく，全学共通科目，語学科目又は学科科目

の単位として，包括的に認定する。 

（１） 学科科目は，所属学科長が認定する。 

（２） 学科科目の認定にあたり、前号に掲げる学科長は、他学部・他学科開講科目に該当する科目、学科科目として

認められる全学共通科目、又は学科科目として認められる外国語科目がある場合には、必要に応じて、それぞれ当

該学科長、基盤教育センター長、言語教育研究センター長と協議することができる。 

（３） 全学共通科目は、基盤教育センター長が認定する｡ 

（４） 前号に掲げる基盤教育センター長は、全学共通科目の認定にあたり、キリスト教人間学科目（必修及び選択必

修）についてはキリスト教人間学領域長、体育（必修）及び身体知（必修）については身体知領域長、思考と表現

（必修）については思考と表現領域長、データサイエンス（必修）についてはデータサイエンス領域長、課題認識

科目（必修）については展開知領域長、並びに語学科目（必修）については言語教育研究センター長の承認を受け

たもののみを対象とする。 

（５） 語学科目（必修）は，言語教育研究センター長が認定する。 
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（教職課程科目の単位認定） 

第９条 教職課程科目の単位認定は，次のとおりとする。 

（１） 認定を受けていない四年制大学及び短期大学の既修得単位は，課程委員会委員長が「教科に関する科目」又は

「教科又は教職に関する科目」として認定する。 

（２） 教職課程科目の認定にあたり，前号に掲げる委員長は，所属学科長の承認を受けたもののみを対象とする。 

（３） 課程認定を受けている短期大学の既修得単位は，希望する教職免許状の種類により，課程委員会委員長が認定

する場合がある。 

（４） 外国の大学の既修得単位は，認定できない。 

附 則 

この細則は，2022年（令和４年）４月１日から改正，施行する。 
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留学期間中に修得した単位の換算及び認定に関する取扱要領 

制定 平成20年９月21日 

改正 令和４年４月１日 

（目的） 

第１条 この要領は，上智大学学則第33条第３項，上智大学大学院学則第19条第３項，上智大学国外留学に関する細則第

９条第２項及び上智大学大学院国外留学に関する細則第９条２項に基づき，留学期間中に修得した単位（以下，「既修得

単位」という。）の換算及び認定の取扱いについて必要な事項を定めるものである。 

 

（単位換算） 

第２条 単位換算の判定・認定に際して，既修得単位の科目の内容は，本学の科目の内容と一致させる必要はなく，全学

共通科目，語学科目（言語教育研究センター開講科目），学科科目又は大学院科目の単位として，包括的に置き換える。 

２ 単位換算は単位互換制に則して行われ，留学先大学で修得した科目の単位についてその内容を考慮し，適当と認めら

れる場合，科目の種類，必修・選択必修・選択の別を明示したうえで，本学で修得した単位として換算することができ

る。 

３ 単位換算は，留学先大学の認定した単位数にかかわらず，当該大学における実質的履修時間数を考慮し，本学の定め

る規定により行う。 

４ 換算された単位数の合計は，30単位（大学院は10単位）を限度とする。 

５ 単位換算を受けた科目は，換算された単位数の合計を付して成績に関する書類等に記載するものとする。 

 

（単位換算願） 

第３条 既修得単位を，本学において修得したものとして換算することを希望する者は，所属学科長，又は専攻主任の指

導を経て単位換算願を学事局学事センターに提出しなければならない。 

２ 単位換算願には，留学先大学が発行した次の文書を添付しなければならない。 

（１） 履修科目の成績証明書 

（２） 成績の評価基準を示す文書 

（３） 留学先大学の学年暦 

（４） 履修科目の時間数及び単位数を証明する文書（成績証明書にそれらが記載されている場合を除く。） 

（５） 講義内容が書かれた書類 

（６） あらかじめ所属学科長（専攻主任）が提出を指示した文書 

 

（単位換算の判定） 

第４条 前条により提出された単位換算願に基づき，次に掲げる者が単位換算の判定を行う。 

（１） 全学共通科目として単位換算する場合、基盤教育センター長 

（２） 語学科目（必修）として単位換算する場合、基盤教育センター長 

（３） 学科科目として単位換算する場合，所属学科長 

（４） 大学院科目として単位換算する場合，所属専攻主任 

２ 全学共通科目として単位換算する場合、基盤教育センター長は、キリスト教人間学科目（必修及び選択必修）につい

てはキリスト教人間学領域長、体育（必修）及び身体知（必修）については身体知領域長、思考と表現（必修）につい

ては思考と表現領域長、データサイエンス（必修）についてはデータサイエンス領域長、課題認識科目（必修）につい

ては展開知領域長、並びに語学科目（必修）については言語教育研究センター長の承認を受けたもののみを対象とする。 

３ 学科科目として単位換算する場合，所属学科長は，他学部・他学科開講科目に該当する科目については当該科目の学

科長と，学科科目として認められる全学共通科目については学事センター長補佐と，学科科目として認められる外国語

科目及び語学科目については言語教育研究センター長とそれぞれ協議することができる。 

４ 単位換算の判定に際し必要がある場合には，当該学生の所属学科長，専攻主任，又は指導教員を委員長とする審査委

員会を組織し，換算及び添付文書の検討，面接試験又は学力試験を行う。 
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（単位換算の認定） 

第５条 学事センター長は，前条により判定を受けた単位換算を認定する。 

 

（履修指導） 

第６条 単位換算の認定を受けた学生の所属学科長，又は専攻主任は，当該学生に対して，速やかに今後の履修方法につ

いて指導するものとする。 

 

（事務の所管） 

第７条 留学期間中に修得した単位の換算及び認定に関する事務は学事局学事センターが所管する。 

附 則 

この要領は，2014年（平成26年）４月１日から施行し，改正後の第１条の規定は，2008年（平成20年）９月21日から適

用する。 

附 則 

この要領は，2022年（令和４年）４月１日から改正，施行する。 
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技能審査による単位認定に関する細則 

制定 平成15年４月１日 

改正 平成29年４月１日 

（趣旨） 

第１条 この細則は，上智大学学則第34条に基づき，技能審査の成績等結果による単位の認定について定める。 

 

（単位の認定） 

第２条 本学は，学生が取得した技能審査の成績等結果のうち適当と認められるものを，本学における修得単位とみなし

認定することができる。 

 

（認定の対象） 

第３条 本学で，認定できる技能審査は次に掲げるものとする。 

（１） TOEFL 

（２） 本学で実施するTOEFL ITP 

（３） TEAP 

（４） その他学科からの申し出により，学長がこれを認めたもの 

 

（認定単位数の範囲） 

第４条 認定できる単位数は，全学共通科目，語学科目及び学科科目のいずれについても，各学科で定める卒業に必要な

単位数を超えないものとする。 

 

（認定の方法） 

第５条 認定を申請する者は，技能審査の成績等結果を証明する書類とともに，所定の様式にて学長に願い出ることとす

る。 

なお，認定する得点基準については，別に定める。 

附 則 

この細則は，2003年（平成15年）４月１日から施行する。 

附 則 

この細則は，2017年（平成29年）４月１日から改正，施行する。 
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海外短期語学講座に関する細則（大学） 

制定 平成13年４月１日 

改正 令和４年４月１日 

（趣旨） 

第１条 この細則は，上智大学学則第34条に基づき，海外短期語学講座に関する事項を定める。 

 

（目的） 

第２条 本学が教育上有益と認めた海外の大学及び短期大学で開講する短期語学講座の履修者に単位を認定し，本学学生

に幅広い教育を受ける機会を与えることを目的とする。 

 

（出願資格） 

第３条 出願者は本学に在学し，講座ごとに別に定める基準を満たしたものに限る。 

 

（選考） 

第４条 この講座の履修者の選定は，言語教育研究センター長が行うこととする。 

 

（費用） 

第５条 受講に伴う費用は，全額学生負担とする。 

 

（認定） 

第６条 単位の認定は，当該講座からの評価を記した所定の履修報告書に基づいて行われるものとする。 

２ 認定の対象となる単位数は，本学の換算方式によって計算された授業時間数によるものとする。 

３ 本学の語学科目の単位として認定するためには、本学言語教育研究センターが掲げる外国語学習の理念・目標を達成

するのに適正と認められた講座で、学位授与資格を有する機関が開講する講座でなければならない。 

４ 全学共通科目の外国語科目及び語学科目の単位認定は，言語教育研究センター長がこれを行う。 

 

（講座の選定） 

第７条 この講座の選定は、言語教育研究センター及び学生留学委員会の意見を徴し、学長が行うこととする。 

 

（事務局） 

第８条 この講座についての事務は，学事局学事センター及びグローバル教育推進室においてこれを行う。 

 

（規程の改廃） 

第９条 この細則の改廃は，本学院の定める手続きにより行う。 

附 則 

この細則は，2022年（令和４年）４月１日から改正，施行する。 
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海外短期研修に関する細則 

制定 平成18年１月１日 

改正 令和４年４月１日 

（趣旨） 

第１条 この細則は，上智大学学則第34条に基づき，海外短期研修（「海外短期語学講座」を除く）に関する事項を定める。 

 

（目的） 

第２条 本学が教育上有益と認めた海外の大学及び短期大学で開講する短期講座（主に本学の授業期間以外に開講）の履

修者に単位を認定し，本学学生に幅広い教育を受ける機会を与えることを目的とする。 

 

（講座の選定） 

第３条 この講座の選定は学生留学委員会の意見を徴し、学長が行うこととする。 

 

（出願資格） 

第４条 出願者は本学に在学し，講座ごとに別に定める基準を満たした者に限る。 

 

（履修者の選考） 

第５条 この講座の履修者の選考は，学術交流担当副学長が行うこととする。 

 

（費用） 

第６条 受講に伴う費用は，全額学生負担とする。 

 

（認定対象科目） 

第７条 前項の短期講座のうち単位認定の対象となる科目は全学共通科目（必修科目を除く）及び学科科目に相当するも

のとする。 

 

（単位認定） 

第８条 単位の認定は，当該講座からの評価を記した所定の履修報告書に基づいて行われるものとする。 

２ 認定の対象となる単位数は，本学の換算方式によって計算された授業時間数によるものとする。 

３ 全学共通科目の単位認定は、基盤教育センター長がこれを行う。 

４ 学科科目の単位認定は，当該学生の所属する学部長及び学科長がこれを行う。 

 

（事務局） 

第９条 この講座についての事務は，学事局学事センター及びグローバル教育推進室においてこれを行う。 

 

（細則の改廃） 

第10条 この細則の改廃は，本学院の定める手続きにより行う。 

附 則 

この細則は，2022年（令和４年）４月１日から改正，施行する。 
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国内他大学との学生交流に関する細則 

制定 平成22年４月１日 

改正 令和４年４月１日 

（目的） 

第１条 この細則は，上智大学（以下「本学」という。）と国内他大学との学生交流協定に関し，本学の学生の出願，選考

及び単位認定の取扱いについて必要な事項を定めるものである。 

 

（出願） 

第２条 出願者は，願書を提出する前に所属学科の学科長（以下「所属学科長」という。）又は所属学科長から指定された

教員（以下「指導教員」という。）の指導により，前条にいう学生交流協定に基づく交流先大学（以下「交流先大学」と

いう。）で履修すべき科目及び単位数をあらかじめ検討しなければならない。 

第３条 出願者の所属学科長又は指導教員は，書類審査及び面接試問等により，当該交流が出願者にとって有益であるか

否かを審査するものとする。 

第４条 出願者は，前二条の指導及び審査を受けた後，必要な文書を添付した願書を所定の期日までに学事局学事セン

ターに提出しなければならない。 

 

（選考） 

第５条 派遣される学生は，学務担当副学長及び学事センター長の選考を経て，学長の決裁を受けるものとする。 

第６条 決裁後の事務処理は，学事局学事センターが行うものとする。 

 

（単位認定） 

第７条 交流先大学で修得した単位を，本学において修得したものとして単位の認定を希望する者は，所属学科長の指導

を経て，単位認定願を学事局学事センターに提出しなければならない。 

２ 単位認定願には，交流先大学で発行した履修科目の成績証明書を添付しなければならない。 

 

第８条 単位認定の判定は，次により行う。 

（１） 交流先大学で修得した単位の科目の内容は，本学の科目の内容と一致させる必要はなく，全学共通科目，語学

科目（言語教育研究センター開講科目）あるいは学科科目の単位として，包括的に認定する。 

（２） 学科科目は，所属学科長が認定する。 

（３） 学科科目の認定にあたり、当該所属学科長は、他学部・他学科開講科目に該当する科目、学科科目として認め

られる全学共通科目、語学科目又は学科科目として認められる外国語科目及び語学科目がある場合には、必要に応

じて、それぞれ当該科目の学科長、基盤教育センター長、言語教育研究センター長と協議することができる。 

（４） 全学共通科目は、基盤教育センター長が認定する。 

（５） 基盤教育センター長は、全学共通科目の認定にあたり、キリスト教人間学科目（必修及び選択必修）について

はキリスト教人間学領域長、体育（必修）及び身体知（必修）については身体知領域長、思考と表現（必修）につ

いては思考と表現領域長、データサイエンス（必修）についてはデータサイエンス領域長、課題認識科目（必修）

については展開知領域長、並びに語学科目（必修）については言語教育研究センター長の承認を受けたもののみを

対象とする。 

（６） 語学科目（必修）は，言語教育研究センター長が認定する。 

２ 認定された単位数の合計の限度は，以下のとおりとする。 

（１） 国内留学型 30単位 

（２） 単位互換型 10単位 

３ 単位認定を受けた科目は，認定された単位数の合計を付して本学の文書に記載するものとする。 

第９条 この細則の改廃については，学院が定める手続きにより行う。 

附 則 

この細則は，2022年（令和４年）４月１日から改正，施行する。 
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学部生の大学院入学前科目履修に関する細則 

制定 平成19年４月１日 

改正 令和４年４月１日 

（趣旨） 

第１条 この細則は，上智大学大学院科目等履修生規程第15条に基づき，本学学部生（以下「学部生」という。）が科目等

履修生として，本学大学院入学前において大学院授業科目を履修すること（以下「大学院入学前科目履修」という。）に

ついて，必要な事項を定める。 

 

（履修適格者） 

第２条 大学院授業科目を履修できる者は、次の各号のすべての資格を満たす者とする。 

（１） 学部４年次在籍者 

（２） 本学大学院への進学を志望する者 

２ 前項の規定にかかわらず、本学法学研究科と本学法学部との間で締結された法曹養成連携協定に基づく連携法曹基礎

課程在籍者については別に定める。 

３ その他、本学大学院各研究科（以下「各研究科」という。）における履修資格は、各研究科委員会が別に定める。 

 

（履修可能科目） 

第３条 学部生が履修できる大学院授業科目は，各研究科委員会が別に定める。 

 

（履修単位の上限） 

第４条 学部生が履修できる単位数の上限は，各研究科委員会が別に定める。 

 

（履修登録） 

第５条 大学院入学前科目履修を希望する学部生は，履修登録に先立って，履修審査を受け，その上で，「大学院授業科目

履修願（所定用紙）」を各研究科事務室に提出しなければならない。 

２ 前項の願書は，専攻主任及び研究科委員長の承認を経て，学事センターに回付される。 

３ 審査基準及び出願の時期は，各研究科委員会が別に定める。 

 

（単位認定） 

第６条 学部生が履修した大学院授業科目は，当該学部生が本学大学院に入学した場合，第４条に定める単位数を限度と

して，本学大学院の修了に必要な単位として認定することができる。 

 

（納付金） 

第７条 大学院入学前科目履修にかかる学部生の納付金等の諸費用については，当該学部生の授業料等納付金をもって，

これに充てる。 

 

（雑則） 

第８条 この細則に定めるもののほか，大学院入学前科目履修に必要な事項は，各研究科委員会が別に定める。 

 

（改廃） 

第９条 この細則の改廃は，本学院の定める手続きにより行う。 

附 則 

この細則は，2022年（令和４年）４月１日から施行する。 
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学則第 40条第１項運用細則 

制定 平成25年１月１日 

改正 令和３年４月１日 

（目的） 

第１条 この細則は，上智大学学則（以下，「学則」とする。）第40条第１項の運用に関し，必要な事項を定めることを目

的とする。 

 

（連続する２か年） 

第２条 学則第40条第１項における「連続する２か年」とは在学した連続２か年度をいう。ただし，休学した学生につい

ては休学期間を含む年度は含めず，前後の年度とする。 

２ 学則第40条第１項における「連続する２か年」とは，国際教養学部，理工学部英語コース及び各学部SPSFにおいては，

休学した学期を除く連続した4学期をいう。 

 

（学部学科が指定する授業科目） 

第３条 学則第40条第１項における「学部学科が指定する授業科目」とは学部学科の教育方針により，特定の年次に修得

することを指定された学科科目のことをいう。 

 

（単位の計算） 

第４条 単位の計算は，連続する２か年の修得単位を合算することにより行い，休学期間を含む年度に修得した単位は含

まない。 

２ 再入学，学士入学をした者については，再入学，学士入学後の在学年数及び修得単位数を適用する。 

３ 編入学をした者については，編入学による認定単位数を含める。 

４ 留学期間が１年を超過する者については，超過する期間を休学者に準じて計算する。 

５ 留学等による各種認定単位数を含める。 

 

（特例措置） 

第５条 ３年次以上で連続する２か年の修得単位が32単位に達しない場合，修得単位数を在学年数で割った単位数が16単

位以上であるとき，学長は教授会の意見を徴し，在学措置をとることができる。この場合，休学期間が含まれる年度を

在学年数には含めず，修得単位は含める。ただし，国際教養学部，理工学部英語コース及び各学部SPSFの場合は修得単

位数を在学した学期で割った単位数が８単位以上であることを条件とする。 

２ 転部科試験に合格した者が退学対象となった場合，学長は教授会の意見を徴し，当該学生について学則第40条第１項

の適用から除外することができる。 

３ 停学期間を含む年度は，原則として連続する２か年に含まれるが，特別な理由がある場合，学長は，学事センター長

及び当該学生が所属する学部長が協議した結果を参酌し，特例措置をとることができる。また，不正行為および訓告処

分によって単位を修得できなかった学生も同様の措置をとることができる。 

４ 疾病等，特別な理由による場合，学長は，学事センター長及び当該学生が所属する学部長が協議した結果を参酌し，

特例措置をとることができる。 

 

（規程の改廃） 

第６条 この細則の改廃は，学院の定める手続による。 

附 則 

１ この細則は，2021年（令和３年）４月１日から改正，施行し，2020年（令和２年）９月21日から適用する。 
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上智大学大学院研究指導に関する細則 

制定 平成23年４月１日 

改正 令和３年４月１日 

（目  的） 

第１条 この細則は，上智大学大学院学則（以下，「大学院学則」という。）第14条第４項の規定に基づき，上智大学大

学院における研究指導に関し，必要な事項を定める。 

 

（定  義） 

第２条 この細則における研究指導とは，大学院学則第14条第１項に規定する研究指導（学位論文の作成等に対する指

導）のことをいい，次に掲げるものを内容とする。 

（１） 学位論文の構想，準備，執筆等の学位論文作成に関する指導 

（２） 専攻ごとの学位論文提出資格要件を満たすための指導 

（３） 学会報告や学会誌投稿に関する指導 

（４） その他，学位論文などの作成に関連する指導 

 

（研究指導の担当教員） 

第３条 研究指導は大学院学則第16条に定める指導教員が行うものとする。 

２ 指導教員は学生の入学後１学期目に決定し，専攻から学事センターに届け出るものとする。ただし，専攻によって

は任意の学期に決定することができる。 

３ 指導教員は学期単位で定めることとし，指導教員を変更する場合には，専攻から学事センターに届け出るものとす

る。 

 

（研究指導登録） 

第４条 研究指導登録は，研究指導の成果を評価するため，学生の在学中毎学期行うものとする。その手続は，前条  第

２項及び第３項に定める指導教員の届出に基づき学事センターが行うものとする。ただし，交換留学又は一般留学を

する場合には，当該研究指導登録を免除するものとする。 

２ 学生は，研究指導登録に基づき指導を受けなくてはならない。 

３ 研究指導にかかる修得単位数は，０単位とする。 

４ 研究指導の曜日及び時限等については，研究指導を行う教員とこれを受ける学生が個別に相談のうえ，決定するも

のとする。 

 

（修了要件上の取扱） 

第５条 研究指導については，修士課程及び前期課程においては４学期，後期課程においては６学期の合格を修了要件

とする。ただし，合格しなければならない学期数については，次に掲げる場合にはこの限りではない。 

（１） 前条第１項但書により履修登録が免除された場合 

（２） 研究科及び専攻が学長の承認を得た上で定めた場合 

（３） 再入学者への研究指導の場合 

（４） 早期修了者への研究指導の場合 

（５） 長期履修者への研究指導の場合 

 

（研究科及び専攻における取扱い） 

第６条 研究科及び専攻は，この細則に定めるほか，研究指導に関連する事項について，必要に応じて個別に規定する

ことができる。 

 

（事務の所管） 

第７条 研究指導に関する事務は，学事局学事センターが所管する。 
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（細則の改廃） 

第８条 この細則の改廃は，大学院委員会の意見を徴し，本学院の定める手続により行う。 

附 則 

この細則は，2021年（令和３年）４月１日から改正，施行する。 
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上智大学大学院長期履修学生規程 

制定 平成27年４月１日 

改正 令和５年４月１日 

（趣旨） 

第１条 この規程は，上智大学大学院学則第3条第3項および第4項の規定に基づき，職業を有している学生が標準修業年

限を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し課程を修了する者（以下「長期履修学生」という。）に関す

る取扱いについて定める。 

 

（資格） 

第２条 長期履修学生として申請できる者は、次の各号のいずれかの専攻へ入学を希望し、現に職業を有している者とする。 

（１） 実践宗教学研究科死生学専攻 

（２） 総合人間科学研究科社会福祉学専攻 

（３） 総合人間科学研究科看護学専攻 

（４） 法学研究科法律学専攻 

（５） グローバル・スタディーズ研究科国際協力学専攻 

（６） 地球環境学研究科地球環境学専攻 

 

（修業年限等） 

第３条 長期履修学生の修業年限は入学時から起算して3年間とする。ただし，休学期間は当該修業年限には算入しない

こととする。 

 

（申請手続） 

第４条 長期履修学生として履修を希望する者は，入学を希望する研究科への出願時に次の書類を学長に提出しなけれ

ばならない。 

（１） 長期履修申請書 

（２） 申請資格を証明する書類 

 

（履修期間の短縮） 

第５条 長期履修学生が，履修期間の短縮（以下「履修期間の変更」という。）を希望する場合は，次項に定める日まで

に，次の書類を研究科委員長に提出しなければならない。 

（１） 長期履修学生履修期間変更申請書 

（２） その他研究科等が必要と認めた書類 

２ 履修期間の変更に係る書類の提出期限は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める日までとする。 

（１）春入学者  1年次の2月末日 

（２）秋入学者  1年次の7月末日 

３ 第1項に規定する履修期間の変更は１回限りとする。 

 

（許可） 

第６条 長期履修の許可又は履修期間の変更の許可については，研究科委員会の意見を徴し学長が行う。 

 

（授業料等納付金） 

第７条 長期履修学生の授業料等納付金については，別に定める。 

 

（雑則） 

第８条 この規程に定めるもののほか，長期履修学生に関し必要な事項は別に定める。 

 

（改廃） 

第９条 この規程の改廃は，大学院委員会の意見を徴し，学院の定める手続きによる。 
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附 則 

この規程は，2015年（平成27年）４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は，2023年（令和５年）４月１日から改正，施行する。 
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上智大学学位規程 

制定 昭和43年４月１日 

改正 令和６年４月１日 

（目  的） 

第１条 この規程は，学位規則（昭和28年文部省令第９号），上智大学大学院学則及び上智大学学則に基づき，上智大学

（以下「本学」という。）が授与する学位について必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（学位の種類） 

第２条 本学において，学長が授与する学位は，博士，修士，専門職学位及び学士とする。 

 

（博  士） 

第３条 博士の学位は，専攻分野について，研究者として自立して研究活動を行い，又はその他の高度に専門的な業務

に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる学識を有する者に授与する。 

 

（修  士） 

第４条 修士の学位は，広い視野に立って精深な学識を修め，専攻分野における研究能力又は高度の専門性を要する職

業等に必要な高度の能力を有する者に授与する。 

 

（専門職学位） 

第４条の２ 専門職学位は，高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を有する者に授与

する。 

 

（博士の学位授与の要件） 

第５条 博士の学位は，本学大学院学則第21条の２により，博士課程を修了した者に授与する。 

第６条 前条に定める者のほか，博士の学位は，本学大学院の行う博士論文の審査に合格し，かつ，本学大学院を修了

した者と同等以上の学力を有することを試問により確認された者に授与する。 

 

（修士の学位授与の要件） 

第７条 修士の学位は，本学大学院学則第21条により，修士課程及び博士前期課程を修了した者に授与する。 

 

（学士の学位授与の要件） 

第７条の２ 学士の学位は，本学学則第57条により，本学を卒業した者に授与する。 

 

（専門職学位の授与要件） 

第７条の３ 法務博士（専門職）の学位は，本学大学院学則第21条の３により，専門職学位課程を修了した者に授与す

る。 

 

（学位論文の提出） 

第８条 第５条の規定により博士論文の審査を申請し得る者は，研究科委員会が本学大学院学則で定める修了の期日に

修了し得ると認めた者で，かつ修了の期日まで在籍し得る者。 

第９条 第７条の規定により修士論文の審査を申請し得る者は，研究科委員会が本学大学院学則で定める修了の期日に

修了し得ると認めた者で，かつ修了の期日まで在籍し得る者。 

 

（申請方法及び申請書類） 

第10条 博士後期課程（以下「後期課程」という。）に在学する者が博士の学位を受けようとするときは，論文審査願に

論文目録，論文，論文要旨及び履歴書各３部を添え，学長に提出するものとする。 

２ 第６条の規定により博士の学位を申請しようとする者は，学位申請書に論文目録，論文，論文要旨，履歴書各３部
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を添え，その申請する学位の専攻分野の名称を指定して，学長に提出するものとする。 

３ 修士の学位を受けようとする者は，所定の学位論文提出票に論文を添え，学長に提出するものとする。この場合，

論文の部数及び提出期限は，各研究科の定めるところによる。 

４ 前３項の規定により提出する論文は，主論文１篇に限る。ただし，参考として他の論文を添付することができる。 

 

（申請の受理） 

第11条 学位論文の申請に関する事務は，学事局学事センターがこれを取り扱う。 

２ 第６条の規定による学位申請の受理は，学長が決定する。 

３ 前項により学位論文の受理を決定したとき，学位申請者は，別に定める審査料を納付しなければならない。 

４ 前項の定めにかかわらず，学位申請者が次の各号の一つに該当する場合は，審査料を免除する。 

（１） 上智学院が設置する学校の専任教職員 

（２） 本学大学院の後期課程に３年以上在学し，所定の単位を修得し，かつ，必要な研究指導を受けて退学したと

きから１年以内に学位申請のあった者 

５ 受理の決定した学位論文及び納付された審査料は返還しない。 

 

（論文審査委員会） 

第12条 学位論文が受理された場合，研究科委員会は論文審査委員会を設ける。 

２ 論文審査委員会は，主査１名および２名以上の副査により構成する。 

３ 主査は，当該研究科に所属する大学院担当教員のうち指導教員の資格要件を備えるものと認められる者から選出し，

論文審査委員会の委員長となる。 

４ 副査は，当該研究科に所属する大学院担当教員から選出する。 

５ 前項の規程にかかわらず，当該研究科委員会が論文審査のために必要があると認めたときは，当該研究科委員会の

議により，本学の他研究科又は学部の教員もしくは他の大学院又は研究所等の教員等を副査として招聘することがで

きる。 

６ 前五項に関わらず，研究科委員会は，大学院学則第19条により国外の大学院，研究所等（以下「国外大学院等」と

いう。）と共同で研究指導を行った場合には，国外大学院等との共同で論文審査委員会を設ける。この場合の論文審査

委員会の構成，並びに主査及び副査の選出方法は，国外大学院等との博士論文共同指導制度に係る協定の定めるとこ

ろによる。 

 

（論文の審査） 

第12条の２ 論文審査委員会は，本学大学院学則第21条及び第21条の２に規定する論文の審査及び試験並びに第６条に

規定する論文の審査及び学力の確認（以下，「試問」という。）を行う。 

２ 論文審査委員会は，論文審査のために必要があると認めたときは，模型又は標本その他を提出させることができる。 

 

（試  験） 

第13条 本学大学院学則第21条及び第21条の２に規定する試験は，専攻学術と外国語について行う。 

２ 前項に定める試験は，博士の場合，公開により行い，学位申請者，申請学位名，論文題目，日時，場所及び論文審

査委員名を大学掲示板に公示する。 

３ 専攻学術についての試験は，学位論文を中心として広く関連した科目につき口述により行う。 

４ 外国語についての試験は，修士の場合は１か国語，博士の場合は２か国語を課する。 

５ 前項の規程にかかわらず，博士の場合，研究科委員会が認めた場合は，１か国語にすることができる。 

６ 第４項の規程にかかわらず，学位申請者の学位の種類や学位論文の性格に応じ，外国語試験を行う必要がないと研

究科委員会が認めた場合は，これを免除することができる。 

 

（試  問） 

第14条 第６条に規定する学力の確認（試問）は，専攻学術と外国語について行う。 

２ 前項に定める試問は，博士の場合，公開により行い，学位申請者，申請学位名，論文題目，日時，場所及び論文審

査委員名を大学掲示板に公示する。 

３ 専攻学術についての試問は，本学大学院の後期課程を修了して博士の学位を授与される者と同等以上の学力を有す
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るか否かについて行う。 

４ 外国語についての試問は，２か国語を課する。 

５ 前項の規定にかかわらず，研究科委員会が認めた場合は，１か国語にすることができる。 

６ 第６条の規定により博士の学位を申請した者が，本学大学院の後期課程に３年以上在学し，所定の単位を修得し，

かつ，必要な研究指導を受けて退学した者であるときは，研究科委員会の議により学力の確認を免除することができ

る。 

 

（審査期間） 

第15条 博士論文の審査及び試験又は学力の確認は，学位申請を受理したときから１年以内に終了しなければならない。

ただし，特別の理由があるときは，研究科委員会の議を経て，その期間を延長することができる。 

２ 第５条の規定により博士の学位を申請した者は，審査期間中休学又は留学することはできない。 

３ 第７条の規定による修士の学位についても，第１項及び第２項の規定を準用する。 

 

（研究科委員会の審査及び報告） 

第16条 研究科委員会は，論文審査及び試験又は学力の確認の終了後，論文審査委員会からの文書による報告に基づい

て，学位授与の可否を審査し，可決のものについては，その結果を大学院委員会に報告する。 

２ 前項に定める審査は，研究科委員の３分の２以上が出席し，出席者の３分の２以上の同意を要する。ただし，公務

又は出張のため研究科委員会に出席することができない委員については，委員の数に算入しない。 

 

（意見具申） 

第17条 大学院委員会は，研究科委員会の報告に基づいて，学位授与につき学長に意見を述べる。 

２ 大学院委員会が前項により意見を述べるにあたっては，委員の３分の２以上の出席及び出席者の３分の２以上の同

意を必要とし，本学大学院学則で定める修了の期日以前にこれを行う。 

 

（学位の授与） 

第18条 学長は，大学院委員会の意見を徴し，学位の授与を決裁の上，学位の授与及び学位記の交付を行う。 

２ 第５条，第７条で定める学位の授与日は，本学大学院学則で定める修了の期日とする。 

 

（論文要旨等の公表） 

第19条 本学は，博士の学位を授与したときは，博士の学位を授与した日から３か月以内に，その論文の内容の要旨及

び論文審査の結果の要旨をインターネットの利用により公表する。 

 

（学位論文の公表） 

第20条 博士の学位を授与された者は，博士の学位を授与された日から１年以内に，当該博士の学位の授与に係る論文

の全文を公表しなければならない。ただし，当該博士の学位を授与される前にすでに公表したときは，この限りでな

い。 

２ 前項の規定にかかわらず，やむを得ない事由がある場合は，本学の承認を得て，当該博士の学位の授与に係る論文

の全文に代えてその内容を要約したものを公表することができる。この場合において，本学は当該論文の全文を求め

に応じて閲覧に供する。 

３ 第２項の規定により論文を公表する場合には，上智大学審査学位論文である旨を明記しなければならない。 

 

（学位の名称） 

第21条 学位を授与された者が学位の名称を用いるときは，「上智大学」と付記しなければならない。 

２ 学位の名称は，上智大学学則第58条２項に基づき別表１（略）のとおりとする。 

３ 学位の名称は，上智大学大学院学則第25条第１項により別表２（略）のとおりとする。 

４ 前項にかかわらず上智大学大学院学則第25条第２項により，「学術」の名称を付記することができる。 

 

（学位授与の取消し） 

第22条 学長は，次の各号に該当する場合，大学院委員会の意見を徴し，学位の授与を取り消し，学位記を返還させ，
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かつ，その旨を公表する。 

（１） 学位を授与された者が不正の方法により学位の授与を受けた事実が判明したとき。 

（２） 学位を授与された者が，その名誉を汚辱する行為をしたとき。 

２ 大学院委員会が前項により意見を述べるにあたっては，委員の３分の２以上の出席及び出席者の３分の２以上の同

意を必要とする。この場合，第16条第２項ただし書きの規定を準用する。 

 

（学位授与の報告） 

第23条 博士の学位を授与したときは，学長は，学位規則第12条の定めるところにより，文部科学大臣に報告する。 

 

（学位記及び書類の様式） 

第24条 学位記及び学位申請関係書類の様式は，別記様式のとおりとする。 

附 則 

この規程は，2024年（令和６年）４月１日から改正，施行する。 
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別記様式 

 

 

 一の一（第５条による場合①・進学者）  一の二（第５条による場合①・進学者・外国の大学院 

等との博士論文共同指導により授与する場合） 

   

 二の一（第５条による場合②・編入者）  二の二（第５条による場合②・編入者・外国の大学院 

等との博士論文共同指導により授与する場合） 
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 三（第６条による場合）  四（第７条の１による場合） 

   

 五（第７条の２による場合）  六（第７条の３による場合） 

   

 七（課程博士）  八（論文博士） 
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 九  十 
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